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（第 1 条〜第 4 条）

第１章　総則

第１条（目的）
　この法律は、職業安定法（昭和 22年法
律第141号）と相まつて労働力の需給の
適正な調整を図るため労働者派遣事業の
適正な運営の確保に関する措置を講ずる
とともに、派遣労働者の保護等を図り、
もつて派遣労働者の雇用の安定その他福
祉の増進に資することを目的とする。

第２条（用語の意義）
　この法律において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところに
よる。
一　労働者派遣　自己の雇用する労働者
を、当該雇用関係の下に、かつ、他人
の指揮命令を受けて、当該他人のため
に労働に従事させることをいい、当該
他人に対し当該労働者を当該他人に雇
用させることを約してするものを含ま
ないものとする。
二　派遣労働者　事業主が雇用する労働
者であつて、労働者派遣の対象となる
ものをいう。
三　労働者派遣事業　労働者派遣を業と
して行うことをいう。
四　紹介予定派遣　労働者派遣のうち、
第５条第１項の許可を受けた者（以下
「派遣元事業主」という。）が労働者派
遣の役務の提供の開始前又は開始後に、
当該労働者派遣に係る派遣労働者及び
当該派遣労働者に係る労働者派遣の役
務の提供を受ける者（第 3章第 4節を
除き、以下「派遣先」という。）について、
職業安定法その他の法律の規定による

許可を受けて、又は届出をして、職業
紹介を行い、又は行うことを予定して
するものをいい、当該職業紹介により、
当該派遣労働者が当該派遣先に雇用さ
れる旨が、当該労働者派遣の役務の提
供の終了前に当該派遣労働者と当該派
遣先との間で約されるものを含むもの
とする。

第３条（船員に対する適用除外）
　この法律は、船員職業安定法（昭和 23
年法律第130号）第６条第１項に規定す
る船員については、適用しない。

第２章　労働者派遣事業の
	 適正な運営の確保に
	 関する措置

第１節　業務の範囲

第４条
１　何人も、次の各号のいずれかに該当す
る業務について、労働者派遣事業を行つ
てはならない。
一　港湾運送業務（港湾労働法（昭和63
年法律第 40 号）第２条第二号に規定
する港湾運送の業務及び同条第一号に
規定する港湾以外の港湾において行わ
れる当該業務に相当する業務として政
令で定める業務をいう。）

二　建設業務（土木、建築その他工作物
の建設、改造、保存、修理、変更、破
壊若しくは解体の作業又はこれらの作
業の準備の作業に係る業務をいう。）

三　警備業法（昭和47年法律第117号）
第２条第１項各号に掲げる業務その他
その業務の実施の適正を確保するため
には業として行う労働者派遣（次節並
びに第 23 条第２項、第４項及び第５
項において単に「労働者派遣」という。）
により派遣労働者に従事させることが
適当でないと認められる業務として政
令で定める業務

労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律

（昭和 60年 7月 5日法律第 88号）
最終改正：令和 3年 6月 9日　法律第 58号



3

改
正
労
働
者
派
遣
法

（第 5 条〜第 6 条）

２　厚生労働大臣は、前項第三号の政令の
制定又は改正の立案をしようとするとき
は、あらかじめ、労働政策審議会の意見
を聴かなければならない。

３　労働者派遣事業を行う事業主から労働
者派遣の役務の提供を受ける者は、その
指揮命令の下に当該労働者派遣に係る派
遣労働者を第１項各号のいずれかに該当
する業務に従事させてはならない。

第２節　事業の許可

第５条（労働者派遣事業の許可）
１　労働者派遣事業を行おうとする者は、
厚生労働大臣の許可を受けなければなら
ない。

２　前項の許可を受けようとする者は、次
に掲げる事項を記載した申請書を厚生労
働大臣に提出しなければならない。
一　氏名又は名称及び住所並びに法人に
あつては、その代表者の氏名
二　法人にあつては、その役員の氏名及
び住所
三　労働者派遣事業を行う事業所の名称
及び所在地

四　第 36 条の規定により選任する派遣
元責任者の氏名及び住所

３　前項の申請書には、労働者派遣事業を
行う事業所ごとの当該事業に係る事業計
画書その他厚生労働省令で定める書類を
添付しなければならない。

４　前項の事業計画書には、厚生労働省令
で定めるところにより、労働者派遣事業
を行う事業所ごとの当該事業に係る派遣
労働者の数、労働者派遣に関する料金の
額その他労働者派遣に関する事項を記載
しなければならない。

５　厚生労働大臣は、第１項の許可をしよ
うとするときは、あらかじめ、労働政策
審議会の意見を聴かなければならない。

第６条（許可の欠格事由）
　次の各号のいずれかに該当する者は、前

条第１項の許可を受けることができない。
一　禁錮以上の刑に処せられ、又はこの
法律の規定その他労働に関する法律の
規定（次号に規定する規定を除く。）で
あつて政令で定めるもの若しくは暴力
団員による不当な行為の防止等に関す
る法律（平成３年法律第 77号）の規
定（同法第 50 条（第二号に係る部分
に限る。）及び第 52条の規定を除く。）
により、若しくは刑法（明治 40 年法
律第 45号）第 204条、第 206条、第
208 条、第 208 条の２、第 222 条若
しくは第 247条の罪、暴力行為等処罰
に関する法律（大正15年法律第 60号）
の罪若しくは出入国管理及び難民認定
法（昭和 26 年政令第 319 号）第 73
条の２第１項の罪を犯したことにより、
罰金の刑に処せられ、その執行を終わ
り、又は執行を受けることがなくなつ
た日から起算して５年を経過しない者
二　健康保険法（大正11年法律第70号）
第 208 条、第 213 条の２若しくは第
214 条第１項、船員保険法（昭和 14
年法律第 73号）第156条、第159条
若しくは第160条第１項、労働者災害
補償保険法（昭和 22年法律第 50号）
第 51 条前段若しくは第 54 条第１項
（同法第 51条前段の規定に係る部分に
限る。）、厚生年金保険法（昭和 29 年
法律第 115 号）第 102 条、第 103 条
の２若しくは第104条第１項（同法第
102条又は第103条の２の規定に係る
部分に限る。）、労働保険の保険料の徴
収等に関する法律（昭和 44年法律第
84号）第 46 条前段若しくは第 48 条
第１項（同法第 46 条前段の規定に係
る部分に限る。）又は雇用保険法（昭和
49年法律第116号）第 83条若しくは
第86条（同法第 83条の規定に係る部
分に限る。）の規定により罰金の刑に処
せられ、その執行を終わり、又は執行
を受けることがなくなつた日から起算
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（第 7 条）

して５年を経過しない者
三　心身の故障により労働者派遣事業を
適正に行うことができない者として厚
生労働省令で定めるもの

四　破産手続開始の決定を受けて復権を
得ない者

五　第14条第１項（第一号を除く。）の
規定により労働者派遣事業の許可を取
り消され、当該取消しの日から起算し
て５年を経過しない者
六　第 14条第１項の規定により労働者
派遣事業の許可を取り消された者が法
人である場合（同項第一号の規定によ
り許可を取り消された場合については、
当該法人が第一号又は第二号に規定す
る者に該当することとなつたことによ
る場合に限る。）において、当該取消し
の処分を受ける原因となつた事項が発
生した当時現に当該法人の役員（業務
を執行する社員、取締役、執行役又は
これらに準ずる者をいい、相談役、顧
問その他いかなる名称を有する者であ
るかを問わず、法人に対し業務を執行
する社員、取締役、執行役又はこれら
に準ずる者と同等以上の支配力を有す
るものと認められる者を含む。以下こ
の条において同じ。）であつた者で、当
該取消しの日から起算して５年を経過
しないもの
七　第 14条第１項の規定による労働者
派遣事業の許可の取消しの処分に係る
行政手続法（平成５年法律第 88 号）
第 15 条の規定による通知があつた日
から当該処分をする日又は処分をしな
いことを決定する日までの間に第13条
第１項の規定による労働者派遣事業の
廃止の届出をした者（当該事業の廃止
について相当の理由がある者を除く。）
で、当該届出の日から起算して５年を
経過しないもの
八　前号に規定する期間内に第 13条第
１項の規定による労働者派遣事業の廃

止の届出をした者が法人である場合に
おいて、同号の通知の日前 60日以内
に当該法人（当該事業の廃止について
相当の理由がある法人を除く。）の役員
であつた者で、当該届出の日から起算
して５年を経過しないもの
九　暴力団員による不当な行為の防止等
に関する法律第２条第六号に規定する
暴力団員（以下この号において「暴力
団員」という。）又は暴力団員でなくな
つた日から５年を経過しない者（以下
この条において「暴力団員等」という。）
十　営業に関し成年者と同一の行為能力
を有しない未成年者であつて、その法
定代理人が前各号又は次号のいずれか
に該当するもの
十一　法人であつて、その役員のうちに前
各号のいずれかに該当する者があるもの

十二　暴力団員等がその事業活動を支配
する者
十三　暴力団員等をその業務に従事させ、
又はその業務の補助者として使用する
おそれのある者

第７条（許可の基準等）
１　厚生労働大臣は、第５条第１項の許可
の申請が次に掲げる基準に適合している
と認めるときでなければ、許可をしては
ならない。
一　当該事業が専ら労働者派遣の役務を
特定の者に提供することを目的として
行われるもの（雇用の機会の確保が特
に困難であると認められる労働者の雇
用の継続等を図るために必要であると
認められる場合として厚生労働省令で
定める場合において行われるものを除
く。）でないこと。
二　申請者が、当該事業の派遣労働者に
係る雇用管理を適正に行うに足りる能
力を有するものとして厚生労働省令で
定める基準に適合するものであること。
三　個人情報（個人に関する情報であつ
て、特定の個人を識別することができ
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るもの（他の情報と照合することによ
り特定の個人を識別することができる
こととなるものを含む。）をいう。以下
同じ。）を適正に管理し、及び派遣労働
者等の秘密を守るために必要な措置が
講じられていること。

四　前二号に掲げるもののほか、申請者
が、当該事業を的確に遂行するに足り
る能力を有するものであること。

２　厚生労働大臣は、第５条第１項の許可
をしないときは、遅滞なく、理由を示し
てその旨を当該申請者に通知しなければ
ならない。

第８条（許可証）
１　厚生労働大臣は、第５条第１項の許可
をしたときは、厚生労働省令で定めると
ころにより、労働者派遣事業を行う事業
所の数に応じ、許可証を交付しなければ
ならない。

２　許可証の交付を受けた者は、当該許可
証を、労働者派遣事業を行う事業所ごと
に備え付けるとともに、関係者から請求
があつたときは提示しなければならない。

３　許可証の交付を受けた者は、当該許可
証を亡失し、又は当該許可証が滅失した
ときは、速やかにその旨を厚生労働大臣
に届け出て、許可証の再交付を受けなけ
ればならない。

第９条（許可の条件）
１　第５条第１項の許可には、条件を付し、
及びこれを変更することができる。

２　前項の条件は、当該許可の趣旨に照ら
して、又は当該許可に係る事項の確実な
実施を図るために必要な最小限度のもの
に限り、かつ、当該許可を受ける者に不
当な義務を課することとなるものであつ
てはならない。

第 10 条（許可の有効期間等）
１　第５条第１項の許可の有効期間は、当
該許可の日から起算して３年とする。

２　前項に規定する許可の有効期間（当該
許可の有効期間についてこの項の規定に

より更新を受けたときにあつては、当該
更新を受けた許可の有効期間）の満了後
引き続き当該許可に係る労働者派遣事業
を行おうとする者は、厚生労働省令で定
めるところにより、許可の有効期間の更
新を受けなければならない。

３　厚生労働大臣は、前項に規定する許可
の有効期間の更新の申請があつた場合に
おいて、当該申請が第７条第１項各号に
掲げる基準に適合していないと認めると
きは、当該許可の有効期間の更新をして
はならない。

４　第２項の規定によりその更新を受けた場
合における第５条第１項の許可の有効期間
は、当該更新前の許可の有効期間が満了
する日の翌日から起算して５年とする。

５　第５条第２項から第４項まで、第６条
（第五号から第八号までを除く。）及び第
７条第２項の規定は、第２項に規定する
許可の有効期間の更新について準用する。

第 11 条（変更の届出）
１　派遣元事業主は、第５条第２項各号に
掲げる事項に変更があつたときは、遅滞
なく、その旨を厚生労働大臣に届け出な
ければならない。この場合において、当
該変更に係る事項が労働者派遣事業を行
う事業所の新設に係るものであるときは、
当該事業所に係る事業計画書その他厚生
労働省令で定める書類を添付しなければ
ならない。

２　第５条第４項の規定は、前項の事業計
画書について準用する。

３　厚生労働大臣は、第１項の規定により
労働者派遣事業を行う事業所の新設に係
る変更の届出があつたときは、厚生労働
省令で定めるところにより、当該新設に
係る事業所の数に応じ、許可証を交付し
なければならない。

４　派遣元事業主は、第１項の規定による
届出をする場合において、当該届出に係
る事項が許可証の記載事項に該当すると
きは、厚生労働省令で定めるところによ
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（第 13 条〜第 23 条の 2）

り、その書換えを受けなければならない。
第 12 条　削除
第 13 条（事業の廃止）
１　派遣元事業主は、当該労働者派遣事業
を廃止したときは、遅滞なく、厚生労働
省令で定めるところにより、その旨を厚
生労働大臣に届け出なければならない。

２　前項の規定による届出があつたときは、
第５条第１項の許可は、その効力を失う。

第 14 条（許可の取消し等）
１　厚生労働大臣は、派遣元事業主が次の
各号のいずれかに該当するときは、第５
条第１項の許可を取り消すことができる。
一　第６条各号（第五号から第八号まで
を除く。）のいずれかに該当しているとき。
二　この法律（第23条第３項、第 23条
の２、第 30 条第 2項の規定により読
み替えて適用する同条第1項及び次章
第４節の規定を除く。）若しくは職業安
定法の規定又はこれらの規定に基づく
命令若しくは処分に違反したとき。

三　第９条第１項の規定により付された
許可の条件に違反したとき。

四　第 48 条第３項の規定による指示を
受けたにもかかわらず、なお第 23 条
第３項、第 23条の２又は第 30条第 2
項の規定により読み替えて適用する同
条第1項の規定に違反したとき。

２　厚生労働大臣は、派遣元事業主が前項
第二号又は第三号に該当するときは、期
間を定めて当該労働者派遣事業の全部又
は一部の停止を命ずることができる。

第 15 条（名義貸しの禁止）
　派遣元事業主は、自己の名義をもつて、
他人に労働者派遣事業を行わせてはなら
ない。

第 16 条から第 22 条まで　削除

第３節　補則

第 23 条（事業報告等）
１　派遣元事業主は、厚生労働省令で定め

るところにより、労働者派遣事業を行う
事業所ごとの当該事業に係る事業報告書
及び収支決算書を作成し、厚生労働大臣
に提出しなければならない。

２　前項の事業報告書には、厚生労働省令
で定めるところにより、労働者派遣事業
を行う事業所ごとの当該事業に係る派遣
労働者の数、労働者派遣の役務の提供を
受けた者の数、労働者派遣に関する料金
の額その他労働者派遣に関する事項を記
載しなければならない。

３　派遣元事業主は、厚生労働省令で定め
るところにより、次条に規定する関係派
遣先への派遣割合を厚生労働大臣に報告
しなければならない。

４　派遣元事業主は、派遣労働者をこの法
律の施行地外の地域に所在する事業所そ
の他の施設において就業させるための労
働者派遣（以下「海外派遣」という。）を
しようとするときは、厚生労働省令で定
めるところにより、あらかじめ、その旨
を厚生労働大臣に届け出なければならな
い。

５　派遣元事業主は、厚生労働省令で定め
るところにより、労働者派遣事業を行う
事業所ごとの当該事業に係る派遣労働者
の数、労働者派遣の役務の提供を受けた
者の数、労働者派遣に関する料金の額の
平均額から派遣労働者の賃金の額の平均
額を控除した額を当該労働者派遣に関す
る料金の額の平均額で除して得た割合と
して厚生労働省令で定めるところにより
算定した割合、教育訓練に関する事項そ
の他当該労働者派遣事業の業務に関しあ
らかじめ関係者に対して知らせることが
適当であるものとして厚生労働省令で定
める事項に関し情報の提供を行わなけれ
ばならない。

第 23 条の２（派遣元事業主の関係派遣先
に対する労働者派遣の制限）
　派遣元事業主は、当該派遣元事業主の経
営を実質的に支配することが可能となる
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関係にある者その他の当該派遣元事業主
と特殊の関係のある者として厚生労働省
令で定める者（以下この条において「関
係派遣先」という。）に労働者派遣をする
ときは、関係派遣先への派遣割合（一の
事業年度における当該派遣元事業主が雇
用する派遣労働者の関係派遣先に係る派
遣就業（労働者派遣に係る派遣労働者の
就業をいう。以下同じ。）に係る総労働時
間を、その事業年度における当該派遣元
事業主が雇用する派遣労働者のすべての
派遣就業に係る総労働時間で除して得た
割合として厚生労働省令で定めるところ
により算定した割合をいう。）が 100 分
の80以下となるようにしなければならな
い。

第 24 条（職業安定法第 20 条の準用）
　職業安定法第 20条の規定は、労働者派
遣事業について準用する。この場合にお
いて、同条第１項中「公共職業安定所」
とあるのは「労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関す
る法律第 2条第四号に規定する派遣元事
業主（以下単に「派遣元事業主」という。）」
と、「事業所に、求職者を紹介してはなら
ない」とあるのは「事業所に関し、同条
第一号に規定する労働者派遣（以下単に
「労働者派遣」という。）（当該同盟罷業又
は作業所閉鎖の行われる際現に当該事業
所に関し労働者派遣をしている場合にあ
つては、当該労働者派遣及びこれに相当
するものを除く。）をしてはならない」と、
同条第２項中「求職者を無制限に紹介す
る」とあるのは「無制限に労働者派遣が
される」と、「公共職業安定所は当該事業
所に対し、求職者を紹介してはならない」
とあるのは「公共職業安定所は、その旨
を派遣元事業主に通報するものとし、当
該通報を受けた派遣元事業主は、当該事
業所に関し、労働者派遣（当該通報の際
現に当該事業所に関し労働者派遣をして
いる場合にあつては、当該労働者派遣及

びこれに相当するものを除く。）をしては
ならない」と、「使用されていた労働者」
とあるのは「使用されていた労働者（労
働者派遣に係る労働に従事していた労働
者を含む。）」と、「労働者を紹介する」と
あるのは「労働者派遣をする」と読み替
えるものとする。

第 24 条の２（派遣元事業主以外の労働者
派遣事業を行う事業主からの労働者派遣
の受入れの禁止）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者は、
派遣元事業主以外の労働者派遣事業を行
う事業主から、労働者派遣の役務の提供
を受けてはならない。

第 24 条の３（個人情報の取扱い）
１　派遣元事業主は、労働者派遣に関し、
労働者の個人情報を収集し、保管し、又
は使用するに当たつては、その業務（紹
介予定派遣をする場合における職業紹介
を含む。次条において同じ。）の目的の達
成に必要な範囲内で労働者の個人情報を
収集し、並びに当該収集の目的の範囲内
でこれを保管し、及び使用しなければな
らない。ただし、本人の同意がある場合
その他正当な事由がある場合は、この限
りでない。

２　派遣元事業主は、労働者の個人情報を
適正に管理するために必要な措置を講じ
なければならない。

第 24 条の４（秘密を守る義務）
　派遣元事業主及びその代理人、使用人そ
の他の従業者は、正当な理由がある場合
でなければ、その業務上取り扱つたこと
について知り得た秘密を他に漏らしては
ならない。派遣元事業主及びその代理人、
使用人その他の従業者でなくなつた後に
おいても、同様とする。

第 25 条（運用上の配慮）
　厚生労働大臣は、労働者派遣事業に係る
この法律の規定の運用に当たつては、労
働者の職業生活の全期間にわたるその能
力の有効な発揮及びその雇用の安定に資
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すると認められる雇用慣行並びに派遣就
業は臨時的かつ一時的なものであること
を原則とするとの考え方を考慮するとと
もに、労働者派遣事業による労働力の需
給の調整が職業安定法に定める他の労働
力の需給の調整に関する制度に基づくも
のとの調和の下に行われるように配慮し
なければならない。

第３章	 派遣労働者の保護等に
関する措置

　
第１節　労働者派遣契約

第 26 条（契約の内容等）
１　労働者派遣契約（当事者の一方が相手
方に対し労働者派遣をすることを約する
契約をいう。以下同じ。）の当事者は、厚
生労働省令で定めるところにより、当該
労働者派遣契約の締結に際し、次に掲げ
る事項を定めるとともに、その内容の差
異に応じて派遣労働者の人数を定めなけ
ればならない。
一　派遣労働者が従事する業務の内容
二　派遣労働者が労働者派遣に係る労働
に従事する事業所の名称及び所在地そ
の他派遣就業の場所並びに組織単位
（労働者の配置の区分であつて、配置さ
れた労働者の業務の遂行を指揮命令す
る職務上の地位にある者が当該労働者
の業務の配分に関して直接の権限を有
するものとして厚生労働省令で定める
ものをいう。以下同じ。）
三　労働者派遣の役務の提供を受ける者
のために、就業中の派遣労働者を直接
指揮命令する者に関する事項

四　労働者派遣の期間及び派遣就業をす
る日
五　派遣就業の開始及び終了の時刻並び
に休憩時間
六　安全及び衛生に関する事項
七　派遣労働者から苦情の申出を受けた

場合における当該申出を受けた苦情の
処理に関する事項
八　派遣労働者の新たな就業の機会の確
保、派遣労働者に対する休業手当（労
働基準法（昭和22年法律第 49号）第
26条の規定により使用者が支払うべき
手当をいう。第 29 条の２において同
じ。）等の支払に要する費用を確保する
ための当該費用の負担に関する措置そ
の他の労働者派遣契約の解除に当たつ
て講ずる派遣労働者の雇用の安定を図
るために必要な措置に関する事項
九　労働者派遣契約が紹介予定派遣に係
るものである場合にあつては、当該職
業紹介により従事すべき業務の内容及
び労働条件その他の当該紹介予定派遣
に関する事項
十　前各号に掲げるもののほか、厚生労
働省令で定める事項

２　前項に定めるもののほか、派遣元事業
主は、労働者派遣契約であつて海外派遣
に係るものの締結に際しては、厚生労働
省令で定めるところにより、当該海外派
遣に係る役務の提供を受ける者が次に掲
げる措置を講ずべき旨を定めなければな
らない。
一　第41条の派遣先責任者の選任
二　第 42条第１項の派遣先管理台帳の
作成、同項各号に掲げる事項の当該台
帳への記載及び同条第３項の厚生労働
省令で定める条件に従つた通知
三　その他厚生労働省令で定める当該派
遣就業が適正に行われるため必要な措
置

３　派遣元事業主は、第１項の規定により
労働者派遣契約を締結するに当たつては、
あらかじめ、当該契約の相手方に対し、
第５条第１項の許可を受けている旨を明
示しなければならない。

４　派遣元事業主から新たな労働者派遣契
約に基づく労働者派遣（第 40 条の 2第
1項各号のいずれかに該当するものを除
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く。次項において同じ。）の役務の提供を
受けようとする者は、第１項の規定によ
り当該労働者派遣契約を締結するに当た
つては、あらかじめ、当該派遣元事業主
に対し、当該労働者派遣の役務の提供が
開始される日以後当該労働者派遣の役務
の提供を受けようとする者の事業所その
他派遣就業の場所の業務について同条第
１項の規定に抵触することとなる最初の
日を通知しなければならない。

５　派遣元事業主は、新たな労働者派遣契
約に基づく労働者派遣の役務の提供を受
けようとする者から前項の規定による通
知がないときは、当該者との間で、当該
者の事業所その他派遣就業の場所の業務
に係る労働者派遣契約を締結してはなら
ない。

６　労働者派遣（紹介予定派遣を除く。）の
役務の提供を受けようとする者は、労働
者派遣契約の締結に際し、当該労働者派
遣契約に基づく労働者派遣に係る派遣労
働者を特定することを目的とする行為を
しないように努めなければならない。

７　労働者派遣の役務の提供を受けようと
する者は、第1項の規定により労働者派
遣契約を締結するに当たつては、あらか
じめ、派遣元事業主に対し、厚生労働省
令で定めるところにより、当該労働者派
遣に係る派遣労働者が従事する業務ごと
に、比較対象労働者の賃金その他の待遇
に関する情報その他の厚生労働省令で定
める情報を提供しなければならない。

８　前項の「比較対象労働者」とは、当該
労働者派遣の役務の提供を受けようとす
る者に雇用される通常の労働者であつて、
その業務の内容及び当該業務に伴う責任
の程度（以下「職務の内容」という。）並
びに当該職務の内容及び配置の変更の範
囲が、当該労働者派遣に係る派遣労働者
と同一であると見込まれるものその他の
当該派遣労働者と待遇を比較すべき労働
者として厚生労働省令で定めるものをい

う。
９　派遣元事業主は、労働者派遣の役務の
提供を受けようとする者から第 7項の規
定による情報の提供がないときは、当該
者との間で、当該労働者派遣に係る派遣
労働者が従事する業務に係る労働者派遣
契約を締結してはならない。

10　派遣先は、第 7項の情報に変更があつ
たときは、遅滞なく、厚生労働省令で定
めるところにより、派遣元事業主に対し、
当該変更の内容に関する情報を提供しな
ければならない。

11　労働者派遣の役務の提供を受けようと
する者及び派遣先は、当該労働者派遣に
関する料金の額について、派遣元事業主
が、第 30 条の 4第 1項の協定に係る労
働者派遣以外の労働者派遣にあつては第
30 条の 3の規定、同項の協定に係る労
働者派遣にあつては同項第二号から第五
号までに掲げる事項に関する協定の定め
を遵守することができるものとなるよう
に配慮しなければならない。

第 27 条（契約の解除等）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者は、
派遣労働者の国籍、信条、性別、社会的
身分、派遣労働者が労働組合の正当な行
為をしたこと等を理由として、労働者派
遣契約を解除してはならない。

第 28 条
　労働者派遣をする事業主は、当該労働者
派遣の役務の提供を受ける者が、当該派
遣就業に関し、この法律又は第 4節の規
定により適用される法律の規定（これら
の規定に基づく命令の規定を含む。第31
条及び第 40条の 6第 1項第五号におい
て同じ。）に違反した場合においては、当
該労働者派遣を停止し、又は当該労働者
派遣契約を解除することができる。

第 29 条
　労働者派遣契約の解除は、将来に向かつ
てのみその効力を生ずる。
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第 29 条の２（労働者派遣契約の解除に当
たつて講ずべき措置）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者は、
その者の都合による労働者派遣契約の解
除に当たつては、当該労働者派遣に係る
派遣労働者の新たな就業の機会の確保、
労働者派遣をする事業主による当該派遣
労働者に対する休業手当等の支払に要す
る費用を確保するための当該費用の負担
その他の当該派遣労働者の雇用の安定を
図るために必要な措置を講じなければな
らない。

第２節　派遣元事業主の
	 講ずべき措置等

第 30 条（特定有期雇用派遣労働者等の雇
用の安定等）

１　派遣元事業主は、その雇用する有期雇
用派遣労働者（期間を定めて雇用される
派遣労働者をいう。以下同じ。）であつて
派遣先の事業所その他派遣就業の場所に
おける同一の組織単位の業務について継
続して1年以上の期間当該労働者派遣に
係る労働に従事する見込みがあるものと
して厚生労働省令で定めるもの（以下「特
定有期雇用派遣労働者」という。）その他
雇用の安定を図る必要性が高いと認めら
れる者として厚生労働省令で定めるもの
又は派遣労働者として期間を定めて雇用
しようとする労働者であつて雇用の安定
を図る必要性が高いと認められるものと
して厚生労働省令で定めるもの（以下こ
の項において「特定有期雇用派遣労働者
等」という。）に対し、厚生労働省令で定
めるところにより、次の各号の措置を講
ずるように努めなければならない。
一　派遣先に対し、特定有期雇用派遣労
働者に対して労働契約の申込みをする
ことを求めること。
二　派遣労働者として就業させることが
できるように就業（その条件が、特定

有期雇用派遣労働者等の能力、経験そ
の他厚生労働省令で定める事項に照ら
して合理的なものに限る。）の機会を確
保するとともに、その機会を特定有期
雇用派遣労働者等に提供すること。

三　派遣労働者以外の労働者として期間
を定めないで雇用することができるよ
うに雇用の機会を確保するとともに、
その機会を特定有期雇用派遣労働者等
に提供すること。
四　前三号に掲げるもののほか、特定有
期雇用派遣労働者等を対象とした教育
訓練であつて雇用の安定に特に資する
と認められるものとして厚生労働省令
で定めるものその他の雇用の安定を図
るために必要な措置として厚生労働省
令で定めるものを講ずること。

２　派遣先の事業所その他派遣就業の場所
における同一の組織単位の業務について
継続して３年間当該労働者派遣に係る労
働に従事する見込みがある特定有期雇用
派遣労働者に係る前項の規定の適用につ
いては、同項中「講ずるように努めなけ
れば」とあるのは、「講じなければ」とする。

第 30 条の２（段階的かつ体系的な教育訓
練等）

１　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者が段階的かつ体系的に派遣就業に必
要な技能及び知識を習得することができ
るように教育訓練を実施しなければなら
ない。この場合において、当該派遣労働
者が無期雇用派遣労働者（期間を定めな
いで雇用される派遣労働者をいう。以下
同じ。）であるときは、当該無期雇用派遣
労働者がその職業生活の全期間を通じて
その有する能力を有効に発揮できるよう
に配慮しなければならない。

２　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者の求めに応じ、当該派遣労働者の職
業生活の設計に関し、相談の機会の確保
その他の援助を行わなければならない。
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第 30 条の３（不合理な待遇の禁止等）
１　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者の基本給、賞与その他の待遇のそれ
ぞれについて、当該待遇に対応する派遣
先に雇用される通常の労働者の待遇との
間において、当該派遣労働者及び通常の
労働者の職務の内容、当該職務の内容及
び配置の変更の範囲その他の事情のうち、
当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的
に照らして適切と認められるものを考慮
して、不合理と認められる相違を設けて
はならない。

２　派遣元事業主は、職務の内容が派遣先
に雇用される通常の労働者と同一の派遣
労働者であつて、当該労働者派遣契約及
び当該派遣先における慣行その他の事情
からみて、当該派遣先における派遣就業
が終了するまでの全期間において、その
職務の内容及び配置が当該派遣先との雇
用関係が終了するまでの全期間における
当該通常の労働者の職務の内容及び配置
の変更の範囲と同一の範囲で変更される
ことが見込まれるものについては、正当
な理由がなく、基本給、賞与その他の待
遇のそれぞれについて、当該待遇に対応
する当該通常の労働者の待遇に比して不
利なものとしてはならない。

第 30 条の４
	 派遣元事業主は、厚生労働省令で定める
ところにより、労働者の過半数で組織す
る労働組合がある場合においてはその労
働組合、労働者の過半数で組織する労働
組合がない場合においては労働者の過半
数を代表する者との書面による協定によ
り、その雇用する派遣労働者の待遇（第
40 条第 2項の教育訓練、同条第 3項の
福利厚生施設その他の厚生労働省令で定
めるものに係るものを除く。以下この項
において同じ。）について、次に掲げる事
項を定めたときは、前条の規定は、第一
号に掲げる範囲に属する派遣労働者の待
遇については適用しない。ただし、第二号、

第四号若しくは第五号に掲げる事項であ
つて当該協定で定めたものを遵守してい
ない場合又は第三号に関する当該協定の
定めによる公正な評価に取り組んでいな
い場合は、この限りでない。
一　その待遇が当該協定で定めるところ
によることとされる派遣労働者の範囲
二　前号に掲げる範囲に属する派遣労働
者の賃金の決定の方法（次のイ及びロ
（通勤手当その他の厚生労働省令で定め
るものにあつては、イ）に該当するも
のに限る。）
イ　派遣労働者が従事する業務と同種
の業務に従事する一般の労働者の平
均的な賃金の額として厚生労働省令
で定めるものと同等以上の賃金の額
となるものであること。
ロ　派遣労働者の職務の内容、職務の
成果、意欲、能力又は経験その他の
就業の実態に関する事項の向上があ
つた場合に賃金が改善されるもので
あること。

三　派遣元事業主は、前号に掲げる賃金
の決定の方法により賃金を決定するに
当たつては、派遣労働者の職務の内容、
職務の成果、意欲、能力又は経験その
他の就業の実態に関する事項を公正に
評価し、その賃金を決定すること。

四　第一号に掲げる範囲に属する派遣労
働者の待遇（賃金を除く。以下この号
において同じ。）の決定の方法（派遣労
働者の待遇のそれぞれについて、当該
待遇に対応する派遣元事業主に雇用さ
れる通常の労働者（派遣労働者を除く。）
の待遇との間において、当該派遣労働
者及び通常の労働者の職務の内容、当
該職務の内容及び配置の変更の範囲そ
の他の事情のうち、当該待遇の性質及
び当該待遇を行う目的に照らして適切
と認められるものを考慮して、不合理
と認められる相違が生じることとなら
ないものに限る。）
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（第 30 条の 5 〜第 31 条の 2）

五　派遣元事業主は、第一号に掲げる範
囲に属する派遣労働者に対して第 30
条の 2第 1項の規定による教育訓練を
実施すること。

六　前各号に掲げるもののほか、厚生労
働省令で定める事項

２　前項の協定を締結した派遣元事業主は、
厚生労働省令で定めるところにより、当
該協定をその雇用する労働者に周知しな
ければならない。

第 30 条の５（職務の内容等を勘案した賃
金の決定）
　派遣元事業主は、派遣先に雇用される通
常の労働者との均衡を考慮しつつ、その
雇用する派遣労働者（第 30 条の 3第 2
項の派遣労働者及び前条第1項の協定で
定めるところによる待遇とされる派遣労
働者（以下「協定対象派遣労働者」という。）
を除く。）の職務の内容、職務の成果、意
欲、能力又は経験その他の就業の実態に
関する事項を勘案し、その賃金（通勤手
当その他の厚生労働省令で定めるものを
除く。）を決定するように努めなければな
らない。

第 30 条の 6（就業規則の作成の手続）
　派遣元事業主は、派遣労働者に係る事項
について就業規則を作成し、又は変更し
ようとするときは、あらかじめ、当該事
業所において雇用する派遣労働者の過半
数を代表すると認められるものの意見を
聴くように努めなければならない。

第 30 条の７（派遣労働者等の福祉の増進）
　第 30 条から前条までに規定するものの
ほか、派遣元事業主は、その雇用する派
遣労働者又は派遣労働者として雇用しよ
うとする労働者について、各人の希望、
能力及び経験に応じた就業の機会（派遣
労働者以外の労働者としての就業の機会
を含む。）及び教育訓練の機会の確保、労
働条件の向上その他雇用の安定を図るた
めに必要な措置を講ずることにより、こ
れらの者の福祉の増進を図るように努め

なければならない。
第 31 条（適正な派遣就業の確保）
　派遣元事業主は、派遣先がその指揮命令
の下に派遣労働者に労働させるに当たつ
て当該派遣就業に関しこの法律又は第４
節の規定により適用される法律の規定に
違反することがないようにその他当該派
遣就業が適正に行われるように、必要な
措置を講ずる等適切な配慮をしなければ
ならない。

第 31 条の２（待遇に関する事項等の説明）
１　派遣元事業主は、派遣労働者として雇
用しようとする労働者に対し、厚生労働
省令で定めるところにより、当該労働者
を派遣労働者として雇用した場合におけ
る当該労働者の賃金の額の見込みその他
の当該労働者の待遇に関する事項その他
の厚生労働省令で定める事項を説明しな
ければならない。

２　派遣元事業主は、労働者を派遣労働者
として雇い入れようとするときは、あら
かじめ、当該労働者に対し、文書の交付
その他厚生労働省令で定める方法（次項
において「文書の交付等」という。）により、
第一号に掲げる事項を明示するとともに、
厚生労働省令で定めるところにより、第
二号に掲げる措置の内容を説明しなけれ
ばならない。
一　労働条件に関する事項のうち、労働
基準法第 15条第 1項に規定する厚生
労働省令で定める事項以外のものであ
つて厚生労働省令で定めるもの
二　第30条の 3、第 30条の 4第 1項及
び第 30 条の 5の規定により措置を講
ずべきこととされている事項（労働基
準法第 15条第 1項に規定する厚生労
働省令で定める事項及び前号に掲げる
事項を除く。）に関し講ずることとして
いる措置の内容

３　派遣元事業主は、労働者派遣（第 30
条の 4第 1項の協定に係るものを除く。）
をしようとするときは、あらかじめ、当
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該労働者派遣に係る派遣労働者に対し、
文書の交付等により、第一号に掲げる事
項を明示するとともに、厚生労働省令で
定めるところにより、第二号に掲げる措
置の内容を説明しなければならない。
一　労働基準法第15条第 1項に規定す
る厚生労働省令で定める事項及び前項
第一号に掲げる事項（厚生労働省令で
定めるものを除く。）
二　前項第二号に掲げる措置の内容

４　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者から求めがあつたときは、当該派遣
労働者に対し、当該派遣労働者と第 26
条第 8項に規定する比較対象労働者との
間の待遇の相違の内容及び理由並びに第
30条の 3から第 30条の 6までの規定に
より措置を講ずべきこととされている事
項に関する決定をするに当たつて考慮し
た事項を説明しなければならない。

５　派遣元事業主は、派遣労働者が前項の
求めをしたことを理由として、当該派遣
労働者に対して解雇その他不利益な取扱
いをしてはならない。

第 32 条（派遣労働者であることの明示等）
１　派遣元事業主は、労働者を派遣労働者
として雇い入れようとするときは、あら
かじめ、当該労働者にその旨（紹介予定
派遣に係る派遣労働者として雇い入れよ
うとする場合にあつては、その旨を含む。）
を明示しなければならない。

２　派遣元事業主は、その雇用する労働者
であつて、派遣労働者として雇い入れた
労働者以外のものを新たに労働者派遣の
対象としようとするときは、あらかじめ、
当該労働者にその旨（新たに紹介予定派
遣の対象としようとする場合にあつては、
その旨を含む。）を明示し、その同意を得
なければならない。

第 33 条（派遣労働者に係る雇用制限の禁止）
１　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者又は派遣労働者として雇用しようと
する労働者との間で、正当な理由がなく、

その者に係る派遣先である者（派遣先で
あつた者を含む。次項において同じ。）又
は派遣先となることとなる者に当該派遣
元事業主との雇用関係の終了後雇用され
ることを禁ずる旨の契約を締結してはな
らない。

２　派遣元事業主は、その雇用する派遣労
働者に係る派遣先である者又は派遣先と
なろうとする者との間で、正当な理由が
なく、その者が当該派遣労働者を当該派
遣元事業主との雇用関係の終了後雇用す
ることを禁ずる旨の契約を締結してはな
らない。

第 34 条（就業条件等の明示）
１　派遣元事業主は、労働者派遣をしよう
とするときは、あらかじめ、当該労働者
派遣に係る派遣労働者に対し、厚生労働
省令で定めるところにより、次に掲げる
事項（当該労働者派遣が第 40条の 2第
1項各号のいずれかに該当する場合にあ
つては、第三号及び第四号に掲げる事項
を除く。）を明示しなければならない。
一　当該労働者派遣をしようとする旨
二　第 26 条第１項各号に掲げる事項そ
の他厚生労働省令で定める事項であつ
て当該派遣労働者に係るもの
三　当該派遣労働者が労働者派遣に係る
労働に従事する事業所その他派遣就業
の場所における組織単位の業務につい
て派遣元事業主が第 35条の 3の規定
に抵触することとなる最初の日
四　当該派遣労働者が労働者派遣に係る
労働に従事する事業所その他派遣就業
の場所の業務について派遣先が第 40
条の 2第 1項の規定に抵触することと
なる最初の日

２　派遣元事業主は、派遣先から第 40 条
の２第７項の規定による通知を受けたと
きは、遅滞なく、当該通知に係る事業所
その他派遣就業の場所の業務に従事する
派遣労働者に対し、厚生労働省令で定め
るところにより、当該事業所その他派遣
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（第 34 条の 2 〜第 35 条の 4）

就業の場所の業務について派遣先が同条
第１項の規定に抵触することとなる最初
の日を明示しなければならない。
3　派遣元事業主は、前 2項の規定による
明示をするに当たつては、派遣先が第40
条の 6第 1項第三号又は第四号に該当す
る行為を行つた場合には同項の規定によ
り労働契約の申込みをしたものとみなさ
れることとなる旨を併せて明示しなけれ
ばならない。

第 34 条の２（労働者派遣に関する料金の
額の明示）
　派遣元事業主は、次の各号に掲げる場合
には、当該各号に定める労働者に対し、
厚生労働省令で定めるところにより、当
該労働者に係る労働者派遣に関する料金
の額として厚生労働省令で定める額を明
示しなければならない。
一　労働者を派遣労働者として雇い入れ
ようとする場合　当該労働者
二　労働者派遣をしようとする場合及び
労働者派遣に関する料金の額を変更す
る場合　当該労働者派遣に係る派遣労
働者

第 35 条（派遣先への通知）
１　派遣元事業主は、労働者派遣をすると
きは、厚生労働省令で定めるところによ
り、次に掲げる事項を派遣先に通知しな
ければならない。
一　当該労働者派遣に係る派遣労働者の
氏名
二　当該労働者派遣に係る派遣労働者が
協定対象派遣労働者であるか否かの別

三　当該労働者派遣に係る派遣労働者が
無期雇用派遣労働者であるか有期雇用
派遣労働者であるかの別

四　当該労働者派遣に係る派遣労働者が
第 40条の 2第 1項第二号の厚生労働
省令で定める者であるか否かの別
五　当該労働者派遣に係る派遣労働者に
関する健康保険法第 39条第１項の規
定による被保険者の資格の取得の確認、

厚生年金保険法第 18条第１項の規定
による被保険者の資格の取得の確認及
び雇用保険法第９条第１項の規定によ
る被保険者となつたことの確認の有無
に関する事項であつて厚生労働省令で
定めるもの

六　その他厚生労働省令で定める事項
２　派遣元事業主は、前項の規定による通
知をした後に同項第二号から第五号まで
に掲げる事項に変更があつたときは、遅
滞なく、その旨を当該派遣先に通知しな
ければならない。

第 35 条の２（労働者派遣の期間）
　派遣元事業主は、派遣先が当該派遣元事
業主から労働者派遣の役務の提供を受け
たならば第 40 条の２第１項の規定に抵
触することとなる場合には、当該抵触す
ることとなる最初の日以降継続して労働
者派遣を行つてはならない。

第 35 条の 3
	 派遣元事業主は、派遣先の事業所その他
派遣就業の場所における組織単位ごとの
業務について、3年を超える期間継続し
て同一の派遣労働者に係る労働者派遣（第
40 条の 2第 1項各号のいずれかに該当
するものを除く。）を行つてはならない。

第 35 条の４（日雇労働者についての労働者
派遣の禁止）

１　派遣元事業主は、その業務を迅速かつ
的確に遂行するために専門的な知識、技
術又は経験を必要とする業務のうち、労
働者派遣により日雇労働者（日々又は30
日以内の期間を定めて雇用する労働者を
いう。以下この項において同じ。）を従事
させても当該日雇労働者の適正な雇用管
理に支障を及ぼすおそれがないと認めら
れる業務として政令で定める業務につい
て労働者派遣をする場合又は雇用の機会
の確保が特に困難であると認められる労
働者の雇用の継続等を図るために必要で
あると認められる場合その他の場合で政
令で定める場合を除き、その雇用する日
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雇労働者について労働者派遣を行つては
ならない。

２　厚生労働大臣は、前項の政令の制定又
は改正の立案をしようとするときは、あ
らかじめ、労働政策審議会の意見を聴か
なければならない。

第 35 条の５（離職した労働者についての労
働者派遣の禁止）
　派遣元事業主は、労働者派遣をしようと
する場合において、派遣先が当該労働者
派遣の役務の提供を受けたならば第 40
条の９第１項の規定に抵触することとな
るときは、当該労働者派遣を行つてはな
らない。

第 36 条（派遣元責任者）
　派遣元事業主は、派遣就業に関し次に掲
げる事項を行わせるため、厚生労働省令
で定めるところにより、第６条第一号、
第二号及び第四号から第九号までに該当
しない者（未成年者を除き、派遣労働者
に係る雇用管理を適正に行うに足りる能
力を有する者として、厚生労働省令で定
める基準に適合するものに限る。）のうち
から派遣元責任者を選任しなければなら
ない。
一　第 32条、第 34条、第 35条及び次
条に定める事項に関すること。

二　当該派遣労働者に対し、必要な助言
及び指導を行うこと。

三　当該派遣労働者から申出を受けた苦
情の処理に当たること。

四　当該派遣労働者等の個人情報の管理
に関すること。
五　当該派遣労働者についての教育訓練
の実施及び職業生活の設計に関する相
談の機会の確保に関すること。

六　当該派遣労働者の安全及び衛生に関
し、当該事業所の労働者の安全及び衛
生に関する業務を統括管理する者及び
当該派遣先との連絡調整を行うこと。
七　前号に掲げるもののほか、当該派遣
先との連絡調整に関すること。

第 37 条（派遣元管理台帳）
１　派遣元事業主は、厚生労働省令で定め
るところにより、派遣就業に関し、派遣
元管理台帳を作成し、当該台帳に派遣労
働者ごとに次に掲げる事項を記載しなけ
ればならない。
一　協定対象派遣労働者であるか否かの
別
二　無期雇用派遣労働者であるか有期雇
用派遣労働者であるかの別（当該派遣
労働者が有期雇用派遣労働者である場
合にあつては、当該有期雇用派遣労働
者に係る労働契約の期間）

三　第 40条の 2第 1項第二号の厚生労
働省令で定める者であるか否かの別

四　派遣先の氏名又は名称
五　事業所の所在地その他派遣就業の場
所及び組織単位

六　労働者派遣の期間及び派遣就業をす
る日
七　始業及び終業の時刻
八　従事する業務の種類
九　第 30 条第 1 項（同条第 2 項の規
定により読み替えて適用する場合を含
む。）の規定により講じた措置
十　教育訓練（厚生労働省令で定めるも
のに限る。）を行つた日時及び内容
十一　派遣労働者から申出を受けた苦情
の処理に関する事項
十二　紹介予定派遣に係る派遣労働者に
ついては、当該紹介予定派遣に関する
事項

十三　その他厚生労働省令で定める事項
２　派遣元事業主は、前項の派遣元管理台
帳を３年間保存しなければならない。

第 38 条（準用）
　第33条及び第 34条第１項（第三号及び
第四号を除く。）の規定は、派遣元事業主
以外の労働者派遣をする事業主について
準用する。この場合において、第 33 条
中「派遣先」とあるのは、「労働者派遣の
役務の提供を受ける者」と読み替えるも
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のとする。

第３節　派遣先の講ずべき措置等

第 39 条（労働者派遣契約に関する措置）
　派遣先は、第 26条第１項各号に掲げる
事項その他厚生労働省令で定める事項に
関する労働者派遣契約の定めに反するこ
とのないように適切な措置を講じなけれ
ばならない。

第 40 条（適正な派遣就業の確保等）
１　派遣先は、その指揮命令の下に労働さ
せる派遣労働者から当該派遣就業に関し、
苦情の申出を受けたときは、当該苦情の
内容を当該派遣元事業主に通知するとと
もに、当該派遣元事業主との密接な連携
の下に、誠意をもつて、遅滞なく、当該
苦情の適切かつ迅速な処理を図らなけれ
ばならない。

２　派遣先は、その指揮命令の下に労働さ
せる派遣労働者について、当該派遣労働
者を雇用する派遣元事業主からの求めに
応じ、当該派遣労働者が従事する業務と
同種の業務に従事するその雇用する労働
者が従事する業務の遂行に必要な能力を
付与するための教育訓練については、当
該派遣労働者が当該業務に必要な能力を
習得することができるようにするため、
当該派遣労働者が既に当該業務に必要な
能力を有している場合その他厚生労働省
令で定める場合を除き、当該派遣労働者
に対しても、これを実施する等必要な措
置を講じなければならない。

３　派遣先は、当該派遣先に雇用される労
働者に対して利用の機会を与える福利厚
生施設であつて、業務の円滑な遂行に資
するものとして厚生労働省令で定めるも
のについては、その指揮命令の下に労働
させる派遣労働者に対しても、利用の機
会を与えなければならない。

４　前３項に定めるもののほか、派遣先は、
その指揮命令の下に労働させる派遣労働

者について、当該派遣就業が適正かつ円
滑に行われるようにするため、適切な就
業環境の維持、診療所等の施設であつて
現に当該派遣先に雇用される労働者が通
常利用しているもの（前項に規定する厚
生労働省令で定める福利厚生施設を除
く。）の利用に関する便宜の供与等必要な
措置を講ずるように配慮しなければなら
ない。

５　派遣先は、第30条の２、第30条の 3、
第 30 条の 4第 1項及び第 31 条の 2第
4項の規定による措置が適切に講じられ
るようにするため、派遣元事業主の求め
に応じ、当該派遣先に雇用される労働者
に関する情報、当該派遣労働者の業務の
遂行の状況その他の情報であつて当該措
置に必要なものを提供する等必要な協力
をするように配慮しなければならない。

第 40 条の２（労働者派遣の役務の提供を
受ける期間）

１　派遣先は、当該派遣先の事業所その他
派遣就業の場所ごとの業務について、派
遣元事業主から派遣可能期間を超える期
間継続して労働者派遣の役務の提供を受
けてはならない。ただし、当該労働者派
遣が次の各号のいずれかに該当するもの
であるときは、この限りでない。
一　無期雇用派遣労働者に係る労働者派
遣

二　雇用の機会の確保が特に困難である
派遣労働者であつてその雇用の継続等
を図る必要があると認められるものと
して厚生労働省令で定める者に係る労
働者派遣

三　次のイ又はロに該当する業務に係る
労働者派遣
イ　事業の開始、転換、拡大、縮小又
は廃止のための業務であつて一定の
期間内に完了することが予定されて
いるもの

ロ　その業務が１箇月間に行われる日
数が、当該派遣就業に係る派遣先に
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雇用される通常の労働者の１箇月間
の所定労働日数に比し相当程度少な
く、かつ、厚生労働大臣の定める日
数以下である業務

四　当該派遣先に雇用される労働者が労
働基準法第 65条第１項及び第２項の
規定により休業し、並びに育児休業、
介護休業等育児又は家族介護を行う労
働者の福祉に関する法律（平成３年法
律第 76号）第２条第一号に規定する
育児休業をする場合における当該労働
者の業務その他これに準ずる場合とし
て厚生労働省令で定める場合における
当該労働者の業務に係る労働者派遣
五　当該派遣先に雇用される労働者が育
児休業、介護休業等育児又は家族介護
を行う労働者の福祉に関する法律第２
条第二号に規定する介護休業をし、及
びこれに準ずる休業として厚生労働省
令で定める休業をする場合における当
該労働者の業務に係る労働者派遣

２　前項の派遣可能期間（以下「派遣可能
期間」という。）は、３年とする。

３　派遣先は、当該派遣先の事業所その他
派遣就業の場所ごとの業務について、派
遣元事業主から3年を超える期間継続し
て労働者派遣（第1項各号のいずれかに
該当するものを除く。以下この項におい
て同じ。）の役務の提供を受けようとする
ときは、当該派遣先の事業所その他派遣
就業の場所ごとの業務に係る労働者派遣
の役務の提供が開始された日（この項の
規定により派遣可能期間を延長した場合
にあつては、当該延長前の派遣可能期間
が経過した日）以後当該事業所その他派
遣就業の場所ごとの業務について第1項
の規定に抵触することとなる最初の日の
1月前の日までの間（次項において「意
見聴取期間」という。）に、厚生労働省令
で定めるところにより、3年を限り、派
遣可能期間を延長することができる。当
該延長に係る期間が経過した場合におい

て、これを更に延長しようとするときも、
同様とする。

４　派遣先は、派遣可能期間を延長しよう
とするときは、意見聴取期間に、厚生労
働省令で定めるところにより、過半数労
働組合等（当該派遣先の事業所に、労働
者の過半数で組織する労働組合がある場
合においてはその労働組合、労働者の過
半数で組織する労働組合がない場合にお
いては労働者の過半数を代表する者をい
う。次項において同じ。）の意見を聴かな
ければならない。

５　派遣先は、前項の規定により意見を聴
かれた過半数労働組合等が異議を述べた
ときは、当該事業所その他派遣就業の場
所ごとの業務について、延長前の派遣可
能期間が経過することとなる日の前日ま
でに、当該過半数労働組合等に対し、派
遣可能期間の延長の理由その他の厚生労
働省令で定める事項について説明しなけ
ればならない。
6　派遣先は、第 4項の規定による意見の
聴取及び前項の規定による説明を行うに
当たつては、この法律の趣旨にのつとり、
誠実にこれらを行うように努めなければ
ならない。

７　派遣先は、第 3項の規定により派遣可
能期間を延長したときは、速やかに、当
該労働者派遣をする派遣元事業主に対し、
当該事業所その他派遣就業の場所ごとの
業務について第１項の規定に抵触するこ
ととなる最初の日を通知しなければなら
ない。

８　厚生労働大臣は、第１項第二号、第四
号若しくは第五号の厚生労働省令の制定
又は改正をしようとするときは、あらか
じめ、労働政策審議会の意見を聴かなけ
ればならない。

第 40 条の 3
　派遣先は、前条第 3項の規定により派遣
可能期間が延長された場合において、当
該派遣先の事業所その他派遣就業の場所
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における組織単位ごとの業務について、
派遣元事業主から3年を超える期間継続
して同一の派遣労働者に係る労働者派遣
（同条第1項各号のいずれかに該当するも
のを除く。）の役務の提供を受けてはなら
ない。

第 40 条の４（特定有期雇用派遣労働者の
雇用）
　派遣先は、当該派遣先の事業所その他派
遣就業の場所における組織単位ごとの同
一の業務について派遣元事業主から継続
して１年以上の期間同一の特定有期雇用
派遣労働者に係る労働者派遣（第 40 条
の 2第 1項各号のいずれかに該当するも
のを除く。）の役務の提供を受けた場合
において、引き続き当該同一の業務に労
働者を従事させるため、当該労働者派遣
の役務の提供を受けた期間（以下この条
において「派遣実施期間」という。）が経
過した日以後労働者を雇い入れようとす
るときは、当該同一の業務に派遣実施期
間継続して従事した特定有期雇用派遣労
働者（継続して就業することを希望する
者として厚生労働省令で定めるものに限
る。）を、遅滞なく、雇い入れるように努
めなければならない。

第 40 条の５（派遣先に雇用される労働者
の募集に係る事項の周知）

1　派遣先は、当該派遣先の同一の事業所
その他派遣就業の場所において派遣元事
業主から1年以上の期間継続して同一の
派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提
供を受けている場合において、当該事業
所その他派遣就業の場所において労働に
従事する通常の労働者の募集を行うとき
は、当該募集に係る事業所その他派遣就
業の場所に掲示することその他の措置を
講ずることにより、その者が従事すべき
業務の内容、賃金、労働時間その他の当
該募集に係る事項を当該派遣労働者に周
知しなければならない。

2　派遣先の事業所その他派遣就業の場所

における同一の組織単位の業務について
継続して3年間当該労働者派遣に係る労
働に従事する見込みがある特定有期雇用
派遣労働者（継続して就業することを希
望する者として厚生労働省令で定めるも
のに限る。）に係る前項の規定の適用に
ついては、同項中「労働者派遣」とある
のは「労働者派遣（第 40 条の 2第 1項
各号のいずれかに該当するものを除く。）」
と、「通常の労働者」とあるのは「労働者」
とする。

第 40 条の 6
１　労働者派遣の役務の提供を受ける者（国
（行政執行法人（独立行政法人通則法（平
成11年法律第103号）第 2条第 4項に
規定する行政執行法人をいう。）を含む。
次条において同じ。）及び地方公共団体（特
定地方独立行政法人（地方独立行政法人
法（平成15年法律第118 号）第 2条第
2項に規定する特定地方独立行政法人を
いう。）を含む。次条において同じ。）の
機関を除く。以下この条において同じ。）
が次の各号のいずれかに該当する行為を
行つた場合には、その時点において、当
該労働者派遣の役務の提供を受ける者か
ら当該労働者派遣に係る派遣労働者に対
し、その時点における当該派遣労働者に
係る労働条件と同一の労働条件を内容と
する労働契約の申込みをしたものとみな
す。ただし、労働者派遣の役務の提供を
受ける者が、その行つた行為が次の各号
のいずれかの行為に該当することを知ら
ず、かつ、知らなかつたことにつき過失
がなかつたときは、この限りでない。
一　第 4条第 3項の規定に違反して派遣
労働者を同条第1項各号のいずれかに
該当する業務に従事させること。

二　第 24条の 2の規定に違反して労働
者派遣の役務の提供を受けること。

三　第 40 条の２第 1項の規定に違反し
て労働者派遣の役務の提供を受けるこ
と（同条第 4項に規定する意見の聴取
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の手続のうち厚生労働省令で定めるも
のが行われないことにより同条第1項
の規定に違反することとなつたときを
除く。）。

四　第 40 条の 3の規定に違反して労働
者派遣の役務の提供を受けること。

五　この法律又は次節の規定により適用
される法律の規定の適用を免れる目的
で、請負その他労働者派遣以外の名目
で契約を締結し、第 26 条第１項各号
に掲げる事項を定めずに労働者派遣の
役務の提供を受けること。

２　前項の規定により労働契約の申込みを
したものとみなされた労働者派遣の役務
の提供を受ける者は、当該労働契約の申
込みに係る同項に規定する行為が終了し
た日から1年を経過する日までの間は、
当該申込みを撤回することができない。

３　第1項の規定により労働契約の申込み
をしたものとみなされた労働者派遣の役
務の提供を受ける者が、当該申込みに対
して前項に規定する期間内に承諾する旨
又は承諾しない旨の意思表示を受けなか
つたときは、当該申込みは、その効力を
失う。

４　第1項の規定により申し込まれたもの
とみなされた労働契約に係る派遣労働者
に係る労働者派遣をする事業主は、当該
労働者派遣の役務の提供を受ける者から
求めがあつた場合においては、当該労働
者派遣の役務の提供を受ける者に対し、
速やかに、同項の規定により労働契約の
申込みをしたものとみなされた時点にお
ける当該派遣労働者に係る労働条件の内
容を通知しなければならない。

第 40 条の 7
１　労働者派遣の役務の提供を受ける者が
国又は地方公共団体の機関である場合で
あつて、前条第1項各号のいずれかに該
当する行為を行つた場合（同項ただし書
に規定する場合を除く。）においては、当
該行為が終了した日から1年を経過する

日までの間に、当該労働者派遣に係る派
遣労働者が、当該国又は地方公共団体の
機関において当該労働者派遣に係る業務
と同一の業務に従事することを求めると
きは、当該国又は地方公共団体の機関は、
同項の規定の趣旨を踏まえ、当該派遣労
働者の雇用の安定を図る観点から、国家
公務員法（昭和 22年法律第 120 号。裁
判所職員臨時措置法（昭和 26年法律第
299号）において準用する場合を含む。）、
国会職員法（昭和 22 年法律第 85 号）、
自衛隊法（昭和 29年法律第165 号）又
は地方公務員法（昭和 25年法律第 261
号）その他関係法令の規定に基づく採用
その他の適切な措置を講じなければなら
ない。

２　前項に規定する求めを行つた派遣労働
者に係る労働者派遣をする事業主は、当
該労働者派遣に係る国又は地方公共団体
の機関から求めがあつた場合においては、
当該国又は地方公共団体の機関に対し、
速やかに、当該国又は地方公共団体の機
関が前条第1項各号のいずれかに該当す
る行為を行つた時点における当該派遣労
働者に係る労働条件の内容を通知しなけ
ればならない。

第 40 条の８
１　厚生労働大臣は、労働者派遣の役務の
提供を受ける者又は派遣労働者からの求
めに応じて、労働者派遣の役務の提供を
受ける者の行為が、第 40 条の 6第 1項
各号のいずれかに該当するかどうかにつ
いて必要な助言をすることができる。

２　厚生労働大臣は、第 40 条の 6第 1項
の規定により申し込まれたものとみなさ
れた労働契約に係る派遣労働者が当該申
込みを承諾した場合において、同項の規
定により当該労働契約の申込みをしたも
のとみなされた労働者派遣の役務の提供
を受ける者が当該派遣労働者を就労させ
ない場合には、当該労働者派遣の役務の
提供を受ける者に対し、当該派遣労働者
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の就労に関し必要な助言、指導又は勧告
をすることができる。

３　厚生労働大臣は、前項の規定により、
当該派遣労働者を就労させるべき旨の勧
告をした場合において、その勧告を受け
た第 40条の 6第 1項の規定により労働
契約の申込みをしたものとみなされた労
働者派遣の役務の提供を受ける者がこれ
に従わなかつたときは、その旨を公表す
ることができる。

第 40 条の９（離職した労働者についての労
働者派遣の役務の提供の受入れの禁止）

１　派遣先は、労働者派遣の役務の提供を
受けようとする場合において、当該労働
者派遣に係る派遣労働者が当該派遣先を
離職した者であるときは、当該離職の日
から起算して１年を経過する日までの間
は、当該派遣労働者（雇用の機会の確保
が特に困難であり、その雇用の継続等を
図る必要があると認められる者として厚
生労働省令で定める者を除く。）に係る労
働者派遣の役務の提供を受けてはならな
い。

２　派遣先は、第 35条第１項の規定によ
る通知を受けた場合において、当該労働
者派遣の役務の提供を受けたならば前項
の規定に抵触することとなるときは、速
やかに、その旨を当該労働者派遣をしよ
うとする派遣元事業主に通知しなければ
ならない。

第 41 条（派遣先責任者）
　派遣先は、派遣就業に関し次に掲げる事
項を行わせるため、厚生労働省令で定め
るところにより、派遣先責任者を選任し
なければならない。
一　次に掲げる事項の内容を、当該派遣
労働者の業務の遂行を指揮命令する職
務上の地位にある者その他の関係者に
周知すること。
イ　この法律及び次節の規定により適
用される法律の規定（これらの規定
に基づく命令の規定を含む。）

ロ　当該派遣労働者に係る第 39 条に
規定する労働者派遣契約の定め

ハ　当該派遣労働者に係る第 35条の
規定による通知

二　第 40 条の２第７項及び次条に定め
る事項に関すること。
三　当該派遣労働者から申出を受けた苦
情の処理に当たること。

四　当該派遣労働者の安全及び衛生に関
し、当該事業所の労働者の安全及び衛
生に関する業務を統括管理する者及び
当該派遣元事業主との連絡調整を行う
こと。
五　前号に掲げるもののほか、当該派遣
元事業主との連絡調整に関すること。

第 42 条（派遣先管理台帳）
１　派遣先は、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、派遣就業に関し、派遣先管理
台帳を作成し、当該台帳に派遣労働者ご
とに次に掲げる事項を記載しなければな
らない。
一　協定対象派遣労働者であるか否かの
別
二　無期雇用派遣労働者であるか有期雇
用派遣労働者であるかの別
三　第 40条の 2第 1項第二号の厚生労
働省令で定める者であるか否かの別

四　派遣元事業主の氏名又は名称
五　派遣就業をした日
六　派遣就業をした日ごとの始業し、及
び終業した時刻並びに休憩した時間
七　従事した業務の種類
八　派遣労働者から申出を受けた苦情の
処理に関する事項
九　紹介予定派遣に係る派遣労働者につ
いては、当該紹介予定派遣に関する事
項

十　教育訓練（厚生労働省令で定めるも
のに限る。）を行つた日時及び内容
十一　その他厚生労働省令で定める事項

２　派遣先は、前項の派遣先管理台帳を３
年間保存しなければならない。
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３　派遣先は、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、第１項各号（第四号を除く。）
に掲げる事項を派遣元事業主に通知しな
ければならない。

第 43 条（準用）
　第 39条の規定は、労働者派遣の役務の
提供を受ける者であつて派遣先以外のも
のについて準用する。

第4節	 労働基準法等の適用に
	 関する特例等

第 44 条（労働基準法の適用に関する特例）
１　労働基準法第９条に規定する事業（以
下この節において単に「事業」という。）
の事業主（以下この条において単に「事
業主」という。）に雇用され、他の事業主
の事業における派遣就業のために当該事
業に派遣されている同条に規定する労働
者（同居の親族のみを使用する事業に使
用される者及び家事使用人を除く。）であ
つて、当該他の事業主（以下この条にお
いて「派遣先の事業主」という。）に雇用
されていないもの（以下この節において
「派遣中の労働者」という。）の派遣就業
に関しては、当該派遣中の労働者が派遣
されている事業（以下この節において「派
遣先の事業」という。）もまた、派遣中の
労働者を使用する事業とみなして、同法
第３条、第５条及び第 69 条の規定（こ
れらの規定に係る罰則の規定を含む。）を
適用する。

２　派遣中の労働者の派遣就業に関しては、
派遣先の事業のみを、派遣中の労働者を
使用する事業とみなして、労働基準法第
７条、第 32条、第 32条の２第１項、第
32条の 3第 1項、第 32条の４第１項か
ら第３項まで、第 33 条から第 35 条ま
で、第36条第１項及び第6項、第 40条、
第 41条、第 60条から第 63条まで、第
64 条の２、第 64 条の３、第 66 条から
第 68条まで並びに第141条第 3項の規

定並びに当該規定に基づいて発する命令
の規定（これらの規定に係る罰則の規定
を含む。）を適用する。この場合において、
同法第 32 条の２第１項中「当該事業場
に」とあるのは「労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣労働者の保護等に
関する法律（以下「労働者派遣法」とい
う。）第 44条第３項に規定する派遣元の
使用者（以下単に「派遣元の使用者」と
いう。）が、当該派遣元の事業（同項に規
定する派遣元の事業をいう。以下同じ。）
の事業場に」と、同法第 32 条の 3第 1
項中「就業規則その他これに準ずるもの
により、」とあるのは「派遣元の使用者が
就業規則その他これに準ずるものにより」
と、「とした労働者」とあるのは「とした
労働者であつて、当該労働者に係る労働
者派遣法第 26条第１項に規定する労働
者派遣契約に基づきこの条の規定による
労働時間により労働させることができる
もの」と、「当該事業場の」とあるのは「派
遣元の使用者が、当該派遣元の事業の事
業場の」と、同法第 32 条の４第１項及
び第２項中「当該事業場に」とあるのは
「派遣元の使用者が、当該派遣元の事業の
事業場に」と、同法第36条第１項中「当
該事業場に」とあるのは「派遣元の使用
者が、当該派遣元の事業の事業場に」と、
「協定をし、」とあるのは「協定をし、及び」
とする。

３　労働者派遣をする事業主の事業（以下
この節において「派遣元の事業」という。）
の労働基準法第10条に規定する使用者
（以下この条において「派遣元の使用者」
という。）は、労働者派遣をする場合であ
つて、前項の規定により当該労働者派遣
の役務の提供を受ける事業主の事業の同
条に規定する使用者とみなされることと
なる者が当該労働者派遣に係る労働者派
遣契約に定める派遣就業の条件に従つて
当該労働者派遣に係る派遣労働者を労働
させたならば、同項の規定により適用さ
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れる同法第 32 条、第 34 条、第 35 条、
第 36条第 6項、第 40条、第 61条から
第 63条まで、第 64条の２、第 64条の
3若しくは第141条第 3項の規定又はこ
れらの規定に基づいて発する命令の規定
（次項において「労働基準法令の規定」と
いう。）に抵触することとなるときにおい
ては、当該労働者派遣をしてはならない。

４　派遣元の使用者が前項の規定に違反し
たとき（当該労働者派遣に係る派遣中の
労働者に関し第２項の規定により当該派
遣先の事業の労働基準法第10条に規定
する使用者とみなされる者において当該
労働基準法令の規定に抵触することとな
つたときに限る。）は、当該派遣元の使用
者は当該労働基準法令の規定に違反した
ものとみなして、同法第118条、第119
条及び第121条の規定を適用する。

５　前各項の規定による労働基準法の特例
については、同法第38条の２第２項中「当
該事業場」とあるのは「当該事業場（労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（昭和60
年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」
という。）第 23条の２に規定する派遣就
業にあつては、労働者派遣法第 44条第
３項に規定する派遣元の事業の事業場）」
と、同法第 38 条の３第１項中「就かせ
たとき」とあるのは「就かせたとき（派
遣先の使用者（労働者派遣法第 44条第
１項又は第２項の規定により同条第１項
に規定する派遣先の事業の第10 条に規
定する使用者とみなされる者をいう。以
下同じ。）が就かせたときを含む。）」と、
同法第 99 条第１項から第３項まで、第
100条第１項及び第３項並びに第104条
の２中「この法律」とあるのは「この法
律及び労働者派遣法第 44条の規定」と、
同法第101条第１項、第104 条第２項、
第 104 条の２、第 105 条の２、第 106
条第１項及び第109条中「使用者」とあ
るのは「使用者（派遣先の使用者を含む。）」

と、同法第102条中「この法律違反の罪」
とあるのは「この法律（労働者派遣法第
44 条の規定により適用される場合を含
む。）の違反の罪（同条第４項の規定によ
る第 118 条、第 119 条及び第 121 条の
罪を含む。）」と、同法第104条第１項中「こ
の法律又はこの法律に基いて発する命令」
とあるのは「この法律若しくはこの法律
に基づいて発する命令の規定（労働者派
遣法第 44条の規定により適用される場
合を含む。）又は同条第３項の規定」と、
同法第106条第１項中「この法律」とあ
るのは「この法律（労働者派遣法第 44
条の規定を含む。以下この項において同
じ。）」と、「協定並びに第 38条の 4第 1
項及び同条第 5項（第 41条の 2第 3項
において準用する場合を含む。）並びに第
41条の 2第 1項に規定する決議」とあ
るのは「協定並びに第 38 条の４第１項
及び第５項に規定する決議（派遣先の使
用者にあつては、この法律及びこれに基
づく命令の要旨）」と、同法第112条中「こ
の法律及びこの法律に基いて発する命令」
とあるのは「この法律及びこの法律に基
づいて発する命令の規定（労働者派遣法
第 44条の規定により適用される場合を
含む。）並びに同条第３項の規定」として、
これらの規定（これらの規定に係る罰則
の規定を含む。）を適用する。

６　この条の規定により労働基準法及び同
法に基づいて発する命令の規定を適用す
る場合における技術的読替えその他必要
な事項は、命令で定める。

第 45 条（労働安全衛生法の適用に関する
特例等）

１　労働者がその事業における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業に関
しては、当該派遣先の事業を行う者もま
た当該派遣中の労働者を使用する事業者
（労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57
号）第２条第三号に規定する事業者をい
う。以下この条において同じ。）と、当該
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派遣中の労働者を当該派遣先の事業を行
う者にもまた使用される労働者とみなし
て、同法第３条第１項、第４条、第10条、
第12条から第13条（第２項及び第3項
を除く。）まで、第 13 条の２、第 13 条
の 3、第 18 条、第 19 条の２、第 59 条
第２項、第 60 条の２、第 62 条、第 66
条の５第１項、第 69条及び第 70条の規
定（これらの規定に係る罰則の規定を含
む。）を適用する。この場合において、同
法第10条第１項中「第25条の２第２項」
とあるのは「第 25 条の２第２項（労働
者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関する法律（以下「労
働者派遣法」という。）第 45条第３項の
規定により適用される場合を含む。）」と、
「次の業務」とあるのは「次の業務（労働
者派遣法第 44条第１項に規定する派遣
中の労働者（以下単に「派遣中の労働者」
という。）に関しては、第二号の業務（第
59条第３項に規定する安全又は衛生のた
めの特別の教育に係るものを除く。）、第
三号の業務（第 66 条第１項の規定によ
る健康診断（同条第２項後段の規定によ
る健康診断であつて厚生労働省令で定め
るものを含む。）及び当該健康診断に係る
同条第４項の規定による健康診断並びに
これらの健康診断に係る同条第５項ただ
し書の規定による健康診断に係るものに
限る。）及び第五号の業務（厚生労働省令
で定めるものに限る。）を除く。第12条
第１項及び第 12 条の２において「派遣
先安全衛生管理業務」という。）」と、同
法第12条第１項及び第12条の２中「第
10条第１項各号の業務」とあるのは「派
遣先安全衛生管理業務」と、「第 25条の
２第２項」とあるのは「第25条の２第２
項（労働者派遣法第 45条第３項の規定
により適用される場合を含む。）」と、「同
条第１項各号」とあるのは「第 25条の
２第１項各号」と、同法第13条第１項中
「健康管理その他の厚生労働省令で定める

事項（以下」とあるのは「健康管理その
他の厚生労働省令で定める事項（派遣中
の労働者に関しては、当該事項のうち厚
生労働省令で定めるものを除く。第 4項
及び第 5項、次条並びに第 13条の 3に
おいて」と、同条第4項中「定めるもの」
とあるのは「定めるもの（派遣中の労働
者に関しては、当該情報のうち第1項の
厚生労働省令で定めるものに関するもの
を除く。）」と、同法第18条第１項中「次
の事項」とあるのは「次の事項（派遣中
の労働者に関しては、当該事項のうち厚
生労働省令で定めるものを除く。）」とす
る。

２　その事業に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣され
ている派遣元の事業に関する労働安全衛
生法第10条第１項、第12条第１項、第
12条の２、第13条第 1項及び第 4項並
びに第 18 条第１項の規定の適用につい
ては、同法第10条第１項中「次の業務」
とあるのは「次の業務（労働者派遣事業
の適正な運営の確保及び派遣労働者の保
護等に関する法律（以下「労働者派遣法」
という。）第 44条第１項に規定する派遣
中の労働者（以下単に「派遣中の労働者」
という。）に関しては、労働者派遣法第
45条第１項の規定により読み替えて適用
されるこの項の規定により労働者派遣法
第 44条第１項に規定する派遣先の事業
を行う者がその選任する総括安全衛生管
理者に統括管理させる業務を除く。第12
条第１項及び第 12 条の２において「派
遣元安全衛生管理業務」という。）」と、
同法第 12 条第１項及び第 12 条の２中
「第10条第１項各号の業務」とあるのは
「派遣元安全衛生管理業務」と、同法第
13条第１項中「健康管理その他の厚生労
働省令で定める事項（以下」とあるのは
「健康管理その他の厚生労働省令で定める
事項（派遣中の労働者に関しては、当該
事項のうち厚生労働省令で定めるものに
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限る。第 4項及び第 5項、次条並びに第
13条の 3において」と、同条第4項中「定
めるもの」とあるのは「定めるもの（派
遣中の労働者に関しては、当該情報のう
ち第1項の厚生労働省令で定めるものに
関するものに限る。）」と、同法第 18 条
第１項中「次の事項」とあるのは「次の
事項（派遣中の労働者に関しては、当該
事項のうち厚生労働省令で定めるものに
限る。）」とする。

３　労働者がその事業における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業に関
しては、当該派遣先の事業を行う者を当
該派遣中の労働者を使用する事業者と、
当該派遣中の労働者を当該派遣先の事業
を行う者に使用される労働者とみなして、
労働安全衛生法第 11条、第 14 条から
第 15条の３まで、第 17条、第 20 条か
ら第 27 条まで、第 28 条の２から第 30
条の３まで、第 31条の３、第 36条（同
法第 30条第１項及び第４項、第30条の
２第１項及び第４項並びに第 30 条の３
第１項及び第４項の規定に係る部分に限
る。）、第 45条（第２項を除く。）、第 57
条の３から第58条まで、第59条第３項、
第 60条、第 61条第１項、第 65条から
第 65条の４まで、第 66条第２項前段及
び後段（派遣先の事業を行う者が同項後
段の政令で定める業務に従事させたこと
のある労働者（派遣中の労働者を含む。）
に係る部分に限る。以下この条において
同じ。）、第３項、第４項（同法第 66 条
第２項前段及び後段並びに第３項の規定
に係る部分に限る。以下この条において
同じ。）並びに第５項（同法第 66条第２
項前段及び後段、第３項並びに第４項の
規定に係る部分に限る。以下この条にお
いて同じ。）、第 66条の３（同法第 66条
第２項前段及び後段、第３項、第４項並
びに第５項の規定に係る部分に限る。以
下この条において同じ。）、第 66条の４、
第 66 条の 8の 3、第 68 条、第 68 条の

2、第 71条の２、第９章第１節並びに第
88条から第 89条の２までの規定並びに
当該規定に基づく命令の規定（これらの
規定に係る罰則を含む。）を適用する。こ
の場合において、同法第29条第１項中「こ
の法律又はこれに基づく命令の規定」と
あるのは「この法律若しくはこれに基づ
く命令の規定（労働者派遣事業の適正な
運営の確保及び派遣労働者の保護等に関
する法律（以下「労働者派遣法」という。）
第 45条の規定により適用される場合を
含む。）又は同条第10項の規定若しくは
同項の規定に基づく命令の規定」と、同
条第２項中「この法律又はこれに基づく
命令の規定」とあるのは「この法律若し
くはこれに基づく命令の規定（労働者派
遣法第 45条の規定により適用される場
合を含む。）又は同条第10項の規定若し
くは同項の規定に基づく命令の規定」と、
同法第30条第１項第五号及び第88条第
６項中「この法律又はこれに基づく命令
の規定」とあるのは「この法律又はこれ
に基づく命令の規定（労働者派遣法第45
条の規定により適用される場合を含む。）」
と、同法第 66条の４中「第 66条第１項
から第４項まで若しくは第５項ただし書
又は第 66条の２」とあるのは「第 66条
第２項前段若しくは後段（派遣先の事業
を行う者が同項後段の政令で定める業務
に従事させたことのある労働者（労働者
派遣法第 44条第１項に規定する派遣中
の労働者を含む。）に係る部分に限る。以
下この条において同じ。）、第３項、第４
項（第 66条第２項前段及び後段並びに
第３項の規定に係る部分に限る。以下こ
の条において同じ。）又は第５項ただし書
（第 66条第２項前段及び後段、第３項並
びに第４項の規定に係る部分に限る。）」
と、同法第 66 条の 8 の 3 中「第 66 条
の8第1項」とあるのは「派遣元の事業（労
働者派遣法第 44条第 3項に規定する派
遣元の事業をいう。）の事業者が、第 66
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条の8第 1項」とする。
４　前項の規定により派遣中の労働者を使
用する事業者とみなされた者に関しては、
労働安全衛生法第45条第２項中「事業者」
とあるのは、「労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関す
る法律第 45条第３項の規定により同法
第 44条第１項に規定する派遣中の労働
者を使用する事業者とみなされた者」と
して、同項の規定を適用する。

５　その事業に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣され
ている派遣元の事業に関する第 3項前段
に掲げる規定及び労働安全衛生法第 45
条第２項の規定の適用については、当該
派遣元の事業の事業者は当該派遣中の労
働者を使用しないものと、当該派遣中の
労働者は当該派遣元の事業の事業者に使
用されないものとみなす。

６　派遣元の事業の事業者は、労働者派遣
をする場合であつて、第３項の規定によ
りその事業における当該派遣就業のため
に派遣される労働者を使用する事業者と
みなされることとなる者が当該労働者派
遣に係る労働者派遣契約に定める派遣就
業の条件に従つて当該労働者派遣に係る
派遣労働者を労働させたならば、同項の
規定により適用される労働安全衛生法第
59 条第３項、第 61条第１項、第 65 条
の４又は第 68 条の規定（次項において
単に「労働安全衛生法の規定」という。）
に抵触することとなるときにおいては、
当該労働者派遣をしてはならない。

７　派遣元の事業の事業者が前項の規定に
違反したとき（当該労働者派遣に係る派
遣中の労働者に関し第３項の規定により
当該派遣中の労働者を使用する事業者と
みなされる者において当該労働安全衛生
法の規定に抵触することとなつたときに
限る。）は、当該派遣元の事業の事業者は
当該労働安全衛生法の規定に違反したも
のとみなして、同法第119条及び第122

条の規定を適用する。
８　第１項、第３項及び第４項に定めるも
ののほか、労働者がその事業における派
遣就業のために派遣されている派遣先の
事業に関しては、労働安全衛生法第５条
第１項中「事業者」とあるのは「事業者（労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（以下「労
働者派遣法」という。）第 44条第１項に
規定する派遣先の事業を行う者（以下「派
遣先の事業者」という。）を含む。）」と、
同条第４項中「当該事業の事業者」とあ
るのは「当該事業の事業者又は労働者派
遣法第 45条の規定により当該事業の事
業者とみなされる者」と、「当該代表者の
みが使用する」とあるのは「当該代表者
が使用し、かつ、当該事業の事業者（派
遣先の事業者を含む。）のうち当該代表者
以外の者が使用しない」と、「この法律」
とあるのは「この法律（労働者派遣法第
45 条の規定により適用される場合を含
む。）」と、同法第16条第１項中「第15
条第１項又は第３項」とあるのは「労働
者派遣法第 45条第３項の規定により適
用される第15条第１項又は第３項」と、
同法第 19条及び同条第４項において準
用する同法第 17 条第４項中「事業者」
とあるのは「派遣先の事業者」と、同法
第19条第１項中「第17条及び前条」と
あるのは「労働者派遣法第 45条の規定
により適用される第17条及び前条」と、
同条第２項及び第３項並びに同条第４項
において準用する同法第 17条第４項及
び第５項中「労働者」とあるのは「労働
者（労働者派遣法第 44条第１項に規定
する派遣中の労働者を含む。）」として、
これらの規定を適用する。

９　その事業に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣され
ている派遣元の事業に関する労働安全衛
生法第 19条第１項の規定の適用につい
ては、同項中「第 17 条及び前条」とあ
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るのは、「労働者派遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の保護等に関する法
律第 45条の規定により適用される第17
条及び前条」とする。

10　第３項の規定により派遣中の労働者を
使用する事業者とみなされた者（第８項
の規定により読み替えて適用される労働
安全衛生法第５条第４項の規定により当
該者とみなされる者を含む。）は、当該派
遣中の労働者に対し第３項の規定により
適用される同法第 66 条第２項、第３項
若しくは第４項の規定による健康診断を
行つたとき、又は当該派遣中の労働者か
ら同条第５項ただし書の規定による健康
診断の結果を証明する書面の提出があつ
たときは、遅滞なく、厚生労働省令で定
めるところにより、当該派遣中の労働者
に係る第 66 条の３の規定による記録に
基づいてこれらの健康診断の結果を記載
した書面を作成し、当該派遣元の事業の
事業者に送付しなければならない。

11　前項の規定により同項の書面の送付を
受けた派遣元の事業の事業者は、厚生労
働省令で定めるところにより、当該書面
を保存しなければならない。

12　前２項の規定に違反した者は、30 万
円以下の罰金に処する。

13　法人の代表者又は法人若しくは人の代
理人、使用人その他の従業者が、その法
人又は人の業務に関して、前項の違反行
為をしたときは、行為者を罰するほか、
その法人又は人に対しても、同項の罰金
刑を科する。

14　第 10項の者は、当該派遣中の労働者
に対し第３項の規定により適用される労
働安全衛生法第 66条の４の規定により
医師又は歯科医師の意見を聴いたときは、
遅滞なく、厚生労働省令で定めるところ
により、当該意見を当該派遣元の事業の
事業者に通知しなければならない。

15　前各項の規定による労働安全衛生法
の特例については、同法第９条中「事業

者、」とあるのは「事業者（労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（以下「労働者派遣
法」という。）第 44条第１項に規定する
派遣先の事業を行う者（以下「派遣先の
事業者」という。）を含む。以下この条に
おいて同じ。）、」と、同法第28条第４項、
第 32条第１項から第４項まで、第 33条
第１項、第 34条、第 63条、第 66条の
５第３項、第 70条の２第２項、第 71条
の３第２項、第 71条の４、第 93条第２
項及び第３項、第 97条第２項、第 98条
第１項、第 99条第１項、第 99条の２第
１項及び第２項、第100条から第102条
まで、第103条第１項、第104条第1項、
第 2項及び第 4項、第 106 条第１項並
びに第108条の２第３項中「事業者」と
あるのは「事業者（派遣先の事業者を含
む。）」と、同法第 31条第１項中「の労
働者」とあるのは「の労働者（労働者派
遣法第 44条第１項に規定する派遣中の
労働者（以下単に「派遣中の労働者」と
いう。）を含む。）」と、同法第31条の２、
第 31条の４並びに第 32条第４項、第６
項及び第７項中「労働者」とあるのは「労
働者（派遣中の労働者を含む。）」と、同
法第 31条の４及び第 97条第１項中「こ
の法律又はこれに基づく命令の規定」と
あるのは「この法律若しくはこれに基づ
く命令の規定（労働者派遣法第 45条の
規定により適用される場合を含む。）又は
同条第６項、第10項若しくは第11項の
規定若しくはこれらの規定に基づく命令
の規定」と、同法第 90条、第 91条第１
項及び第100条中「この法律」とあるの
は「この法律及び労働者派遣法第 45条
の規定」と、同法第 92 条中「この法律
の規定に違反する罪」とあるのは「この
法律の規定（労働者派遣法第 45条の規
定により適用される場合を含む。）に違反
する罪（同条第７項の規定による第119
条及び第 122 条の罪を含む。）並びに労
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働者派遣法第 45条第 12項及び第13項
の罪」と、同法第 98条第１項中「第 34
条の規定」とあるのは「第34条の規定（労
働者派遣法第 45条の規定により適用さ
れる場合を含む。）」と、同法第101条第
１項中「この法律」とあるのは「この法
律（労働者派遣法第45条の規定を含む。）」
と、同法第103条第１項中「この法律又
はこれに基づく命令の規定」とあるのは
「この法律又はこれに基づく命令の規定
（労働者派遣法第 45条の規定により適用
される場合を含む。）」と、同法第104条
第 1項中「この法律又はこれに基づく命
令の規定」とあるのは「この法律若しく
はこれに基づく命令の規定（労働者派遣
法第 45条の規定により適用される場合
を含む。）又は同条第10項若しくは第11
項の規定若しくはこれらの規定に基づく
命令の規定」と、同法第115条第 1項中
「（第２章の規定を除く。）」とあるのは「（第
２章の規定を除く。）及び労働者派遣法第
45条の規定」として、これらの規定（こ
れらの規定に係る罰則の規定を含む。）を
適用する。

16　第１項から第５項まで、第７項から第
９項まで及び前項の規定により適用され
る労働安全衛生法若しくは同法に基づく
命令の規定又は第６項、第 10 項若しく
は第 11項の規定若しくはこれらの規定
に基づく命令の規定に違反した者に関す
る同法の規定の適用については、同法第
46条第２項第一号中「この法律又はこれ
に基づく命令の規定」とあるのは「この
法律若しくはこれに基づく命令の規定（労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（以下「労
働者派遣法」という。）第 45条の規定に
より適用される場合を含む。）又は同条第
６項、第10項若しくは第11項の規定若
しくはこれらの規定に基づく命令の規定」
と、同法第54条の３第２項第一号中「第
45条第１項若しくは第２項の規定若しく

はこれらの規定に基づく命令」とあるの
は「第 45 条第１項若しくは第２項の規
定若しくはこれらの規定に基づく命令の
規定（労働者派遣法第 45条第３項及び
第４項の規定により適用される場合を含
む。）」と、同法第 56 条第６項中「この
法律若しくはこれに基づく命令の規定又
はこれらの規定に基づく処分」とあるの
は「この法律若しくはこれに基づく命令
の規定（労働者派遣法第 45条の規定に
より適用される場合を含む。）、これらの
規定に基づく処分又は同条第６項、第10
項若しくは第11項の規定若しくはこれら
の規定に基づく命令の規定」と、同法第
74条第２項第二号、第 75条の３第２項
第三号（同法第83条の３及び第 85条の
３において準用する場合を含む。）、第 84
条第２項第二号及び第 99条の３第１項
中「この法律又はこれに基づく命令の規
定」とあるのは「この法律若しくはこれ
に基づく命令の規定（労働者派遣法第45
条の規定により適用される場合を含む。）
又は同条第６項、第10項若しくは第11
項の規定若しくはこれらの規定に基づく
命令の規定」と、同法第 75条の４第２
項（同法第 83条の３及び第 85条の３に
おいて準用する場合を含む。）及び第 75
条の５第４項（同法第 83 条の３におい
て準用する場合を含む。）中「この法律（こ
れに基づく命令又は処分を含む。）」とあ
るのは「この法律若しくはこれに基づく
命令の規定（労働者派遣法第 45条の規
定により適用される場合を含む。）、これ
らの規定に基づく処分、同条第６項、第
10項若しくは第11項の規定若しくはこ
れらの規定に基づく命令の規定」と、同
法第 84条第２項第三号中「この法律及
びこれに基づく命令」とあるのは「この
法律及びこれに基づく命令（労働者派遣
法第 45条の規定により適用される場合
を含む。）並びに労働者派遣法（同条第６
項、第10項及び第11項の規定に限る。）
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及びこれに基づく命令」とする。
17　この条の規定により労働安全衛生法及
び同法に基づく命令の規定を適用する場
合における技術的読替えその他必要な事
項は、命令で定める。

第 46 条（じん肺法の適用に関する特例等）
１　労働者がその事業における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業で、
じん肺法（昭和35年法律第 30号）第２
条第１項第三号に規定する粉じん作業（以
下この条において単に「粉じん作業」と
いう。）に係るものに関しては、当該派遣
先の事業を行う者を当該派遣中の労働者
（当該派遣先の事業において、常時粉じん
作業に従事している者及び常時粉じん作
業に従業したことのある者に限る。以下
第４項まで及び第７項において同じ。）を
使用する同法第２条第１項第五号に規定
する事業者（以下この条において単に「事
業者」という。）と、当該派遣中の労働
者を当該派遣先の事業を行う者に使用さ
れる労働者とみなして、同法第５条から
第９条の２まで、第11条から第14条ま
で、第 15 条第３項、第 16 条から第 17
条まで及び第 35条の２の規定（これら
の規定に係る罰則の規定を含む。）を適用
する。この場合において、同法第９条の
２第１項中「、離職」とあるのは「、離
職（労働者派遣事業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護等に関する法律（以
下「労働者派遣法」という。）第 46条第
１項に規定する派遣中の労働者について
は、当該派遣中の労働者に係る労働者派
遣法第２条第一号に規定する労働者派遣
の役務の提供の終了。以下この項におい
て同じ。）」と、同法第35条の２中「この
法律」とあるのは「この法律（労働者派
遣法第46条の規定を含む。）」とする。

２　その事業に使用する労働者が派遣先の
事業（粉じん作業に係るものに限る。）に
おける派遣就業のために派遣されている
派遣元の事業（粉じん作業に係るものに
限る。）に関する前項前段に掲げる規定の

適用については、当該派遣元の事業の事
業者は当該派遣中の労働者を使用しない
ものと、当該派遣中の労働者は当該派遣
元の事業の事業者に使用されないものと
みなす。

３　第１項の規定によりじん肺法の規定を
適用する場合には、同法第 10 条中「事
業者は、じん肺健康診断を」とあるのは
「労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律第44
条第１項に規定する派遣先の事業（以下
単に「派遣先の事業」という。）を行う者
が同法第 46条第１項に規定する派遣中
の労働者に対してじん肺健康診断を」と、
「労働安全衛生法第 66条第１項又は第２
項の」とあるのは「同法第 44条第３項
に規定する派遣元の事業を行う者にあつ
ては労働安全衛生法第 66条第１項又は
第２項の、派遣先の事業を行う者にあつ
ては同条第２項の」として、同条の規定
を適用する。

４　粉じん作業に係る事業における派遣中
の労働者の派遣就業に関しては、当該派
遣元の事業を行う者（事業者に該当する
者を除く。次項及び第６項において同じ。）
を事業者と、当該派遣先の事業を行う者
もまた当該派遣中の労働者を使用する事
業者と、当該派遣中の労働者を当該派遣
先の事業を行う者にもまた使用される労
働者とみなして、じん肺法第 20 条の２
から第 21条まで及び第 22条の２の規定
（同法第 21条の規定に係る罰則の規定を
含む。）を適用する。

５　粉じん作業に係る事業における派遣中
の労働者の派遣就業に関しては、派遣元
の事業を行う者を事業者とみなして、じ
ん肺法第 22条の規定（同条の規定に係
る罰則の規定を含む。）を適用する。

６　派遣先の事業において常時粉じん作業
に従事したことのある労働者であつて現
に派遣元の事業を行う者に雇用されるも
ののうち、常時粉じん作業に従事する労
働者以外の者（当該派遣先の事業におい
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て現に粉じん作業以外の作業に常時従事
している者を除く。）については、当該派
遣元の事業を行う者を事業者とみなして、
じん肺法第８条から第14条まで、第15
条第３項、第16条から第17条まで、第
20 条の２、第 22 条の２及び第 35条の
２の規定（これらの規定に係る罰則の規
定を含む。）を適用する。この場合におい
て、同法第 10 条中「事業者は、じん肺
健康診断を」とあるのは「労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（以下「労働者派遣法」
という。）第 44条第３項に規定する派遣
元の事業（以下単に「派遣元の事業」と
いう。）を行う者が同条第１項に規定する
派遣中の労働者又は同項に規定する派遣
中の労働者であつた者に対してじん肺健
康診断を」と、「労働安全衛生法第 66条
第１項又は第２項の」とあるのは「派遣
元の事業を行う者にあつては労働安全衛
生法第 66 条第１項又は第２項の、労働
者派遣法第 44条第１項に規定する派遣
先の事業を行う者にあつては労働安全衛
生法第66条第２項の」と、同法第35条
の２中「この法律」とあるのは「この法
律（労働者派遣法第46条の規定を含む。）」
とする。

７　第１項の規定により派遣中の労働者を
使用する事業者とみなされた者は、当該
派遣中の労働者に対してじん肺健康診断
を行つたとき又は同項の規定により適用
されるじん肺法第 11条ただし書の規定
により当該派遣中の労働者からじん肺健
康診断の結果を証明する書面その他の書
面の提出を受けたときにあつては、厚生
労働省令で定めるところにより、当該派
遣中の労働者に係る同項の規定により適
用される同法第 17 条第１項の規定によ
り作成した記録に基づいて当該じん肺健
康診断の結果を記載した書面を作成し、
第１項の規定により適用される同法第14
条第１項（同法第15条第３項、第16条
第２項及び第 16 条の２第２項において

準用する場合を含む。）の規定による通知
を受けたときにあつては、厚生労働省令
で定めるところにより、当該通知の内容
を記載した書面を作成し、遅滞なく、当
該派遣元の事業を行う者に送付しなけれ
ばならない。

８　前項の規定により同項の書面の送付を
受けた派遣元の事業を行う者は、厚生労
働省令で定めるところにより、当該書面
を保存しなければならない。

９　派遣元の事業を行う者は、粉じん作業
に係る事業における派遣就業に従事する
派遣中の労働者で常時粉じん作業に従事
するもの（じん肺管理区分が管理二、管
理三又は管理四と決定された労働者を除
く。）が労働安全衛生法第 66条第１項又
は第２項の健康診断（当該派遣先の事業
を行う者の行うものを除く。）において、
じん肺法第２条第１項第一号に規定する
じん肺（以下単に「じん肺」という。）の
所見があり、又はじん肺にかかつている
疑いがあると診断されたときは、遅滞な
く、その旨を当該派遣先の事業を行う者
に通知しなければならない。

10　前３項の規定に違反した者は、30 万
円以下の罰金に処する。

11　法人の代表者又は法人若しくは人の代
理人、使用人その他の従業者が、その法
人又は人の業務に関して、前項の違反行
為をしたときは、行為者を罰するほか、
その法人又は人に対しても、同項の罰金
刑を科する。

12　前各項の規定によるじん肺法の特例に
ついては、同法第 32 条第１項中「事業
者」とあるのは「事業者（労働者派遣事
業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（以下「労働者派遣
法」という。）第 46条の規定により事業
者とみなされた者を含む。第 35 条の 3
第 1項、第 2項及び第 4項、第 43 条の
2第 2項並びに第 44 条において「事業
者等」という。）」と、同法第 35 条の 3
第 1項、第 2項及び第 4項中「事業者」
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とあるのは「事業者等」と、同条第1項
中「この法律又はこれに基づく命令の規
定」とあるのは「この法律若しくはこれ
に基づく命令の規定（労働者派遣法第46
条の規定により適用される場合を含む。）
又は同条第 7項から第 9項までの規定若
しくはこれらの規定に基づく命令の規定」
と、同法第39条第２項及び第３項中「こ
の法律」とあるのは「この法律（労働者
派遣法第 46条の規定により適用される
場合を含む。）」と、同条第３項中「第 21
条第４項」とあるのは「第 21条第４項
（労働者派遣法第 46条第４項の規定によ
り適用される場合を含む。）」と、同法第
40条第１項中「粉じん作業を行う事業場」
とあるのは「粉じん作業を行う事業場（労
働者派遣法第 46条の規定により事業者
とみなされた者の事業場を含む。第 42
条第１項において同じ。）」と、同法第 41
条及び第 42 条第１項中「この法律」と
あるのは「この法律及び労働者派遣法第
46条の規定」と、同法第 43条中「この
法律の規定に違反する罪」とあるのは「こ
の法律の規定（労働者派遣法第 46条の
規定により適用される場合を含む。）に違
反する罪並びに同条第10項及び第11項
の罪」と、同法第43条の２第１項中「こ
の法律又はこれに基づく命令の規定」と
あるのは「この法律若しくはこれに基づ
く命令の規定（労働者派遣法第 46条の
規定により適用される場合を含む。）又は
同条第７項から第９項までの規定若しく
はこれらの規定に基づく命令の規定」と、
同条第２項及び同法第 44条中「事業者」
とあるのは「事業者等」として、これら
の規定（これらの規定に係る罰則の規定
を含む。）を適用する。

13　派遣元の事業を行う者が事業者に該当
する場合であつてその者が派遣中の労働
者に対してじん肺健康診断を行つたとき
におけるじん肺法第 10 条の規定の適用
については、同条中「事業者は、」とある
のは「労働者派遣事業の適正な運営の確

保及び派遣労働者の保護等に関する法律
（以下「労働者派遣法」という。）第 44
条第３項に規定する派遣元の事業（以下
単に「派遣元の事業」という。）を行う者
が」と、「労働安全衛生法第 66条第１項
又は第２項の」とあるのは「派遣元の事
業を行う者にあつては労働安全衛生法第
66条第１項又は第２項の、労働者派遣法
第 44条第１項に規定する派遣先の事業
を行う者にあつては労働安全衛生法第66
条第２項の」とする。

14　この条の規定によりじん肺法及び同法
に基づく命令の規定を適用する場合にお
ける技術的読替えその他必要な事項は、
命令で定める。

第 47 条（作業環境測定法の適用の特例）
１　第 45条第３項の規定により派遣中の
労働者を使用する事業者とみなされた者
は、作業環境測定法（昭和 50 年法律第
28号）第２条第一号に規定する事業者に
含まれるものとして、同法第１章、第８
条第２項（同法第 34条第２項において
準用する場合を含む。）、第４章及び第５
章の規定を適用する。この場合において、
同法第３条第１項中「労働安全衛生法第
65条第１項」とあるのは、「労働安全衛
生法第 65条第１項（労働者派遣事業の
適正な運営の確保及び派遣労働者の保護
等に関する法律第 45条第３項の規定に
より適用される場合を含む。次条におい
て同じ。）」とする。

２　第 45条の規定により適用される労働
安全衛生法若しくは同法に基づく命令の
規定、同条第６項、第 10 項若しくは第
11項の規定若しくはこれらの規定に基づ
く命令の規定又は前項の規定により適用
される作業環境測定法若しくは同法に基
づく命令の規定に違反した者に関する同
法の規定の適用については、同法第６条
第三号中「この法律又は労働安全衛生法
（これらに基づく命令を含む。）の規定」
とあるのは「この法律若しくは労働安全
衛生法若しくはこれらに基づく命令の規
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定（労働者派遣事業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護等に関する法律（以
下「労働者派遣法」という。）第 45条又
は第 47 条の規定により適用される場合
を含む。）又は労働者派遣法第 45条第６
項、第10項若しくは第11項の規定若し
くはこれらの規定に基づく命令の規定」
と、同法第 21条第２項第五号イ（同法
第 32条の２第４項において準用する場
合を含む。）中「この法律又は労働安全衛
生法（これらに基づく命令を含む。）の規
定」とあるのは「この法律若しくは労働
安全衛生法若しくはこれらに基づく命令
の規定（労働者派遣法第 45条又は第 47
条の規定により適用される場合を含む。）
又は労働者派遣法第 45条第６項、第10
項若しくは第11項の規定若しくはこれら
の規定に基づく命令の規定」と、同法第
23条第２項（同法第 32条の２第４項に
おいて準用する場合を含む。）及び第 24
条第４項中「この法律若しくは労働安全
衛生法（これらに基づく命令又は処分を
含む。）」とあるのは「この法律若しくは
労働安全衛生法若しくはこれらに基づく
命令の規定（労働者派遣法第 45条又は
第 47 条の規定により適用される場合を
含む。）、これらの規定に基づく処分、労
働者派遣法第45条第６項、第10項若し
くは第11項の規定若しくはこれらの規定
に基づく命令の規定」と、同法第 32条
第３項及び第 34条第１項中「この法律
若しくは作業環境測定法又はこれらに基
づく命令」とあるのは「この法律若しく
は作業環境測定法若しくはこれらに基づ
く命令の規定（労働者派遣法第 45条又
は第 47 条の規定により適用される場合
を含む。）又は労働者派遣法第 45条第６
項、第10項若しくは第11項の規定若し
くはこれらの規定に基づく命令」とする。

３　この条の規定により作業環境測定法の
規定を適用する場合における技術的読替
えその他必要な事項は、命令で定める。

第 47 条の２（雇用の分野における男女の
均等な機会及び待遇の確保等に関する法
律の適用に関する特例）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者がそ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者
の当該労働者派遣に係る就業に関しては、
当該労働者派遣の役務の提供を受ける者
もまた、当該派遣労働者を雇用する事業
主とみなして、雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等に関する
法律（昭和 47年法律第 113 号）第９条
第３項、第11条第１項、第11条の 2第
2項、第11条の 3第 1項、第11条の 4
第 2項、第12条及び第13条第１項の規
定を適用する。この場合において、同法
第11条第１項及び第11条の 3第 1項中
「雇用管理上」とあるのは、「雇用管理上
及び指揮命令上」とする。

第 47 条の３（育児休業、介護休業等育児
又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律の適用に関する特例）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者がそ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者
の当該労働者派遣に係る就業に関しては、
当該労働者派遣の役務の提供を受ける者
もまた、当該派遣労働者を雇用する事業
主とみなして、育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
する法律第 10 条（同法第 16 条、第 16
条の 4及び第 16条の 7において準用す
る場合を含む。）、第 16 条の 10、第 18
条の 2、第 20 条の 2、第 21 条第 2 項、
第 23 条の 2、第 25 条及び第 25 条の 2
第 2項の規定を適用する。この場合にお
いて、同法第25条第1項中「雇用管理上」
とあるのは、「雇用管理上及び指揮命令上」
とする。

第 47 条の 4（労働施策の総合的な推進並び
に労働者の雇用の安定及び職業生活の充
実等に関する法律の適用に関する特例）
　労働者派遣の役務の提供を受ける者がそ
の指揮命令の下に労働させる派遣労働者
の当該労働者派遣に係る就業に関しては、
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当該労働者派遣の役務の提供を受ける者
もまた、当該派遣労働者を雇用する事業
主とみなして、労働施策の総合的な推進
並びに労働者の雇用の安定及び職業生活
の充実等に関する法律（昭和 41年法律
第 132 号）第 30 条の 2 第 1 項及び第
30 条の 3第 2項の規定を適用する。こ
の場合において、同法第 30 条の 2第 1
項中「雇用管理上」とあるのは、「雇用管
理上及び指揮命令上」とする。

第４章　紛争の解決

第１節　紛争の解決の援助等

第 47 条の 5（苦情の自主的解決）
１　派遣元事業主は、第 30条の 3、第 30
条の 4及び第 31条の 2第 2項から第 5
項までに定める事項に関し、派遣労働者
から苦情の申出を受けたとき、又は派遣
労働者が派遣先に対して申し出た苦情の
内容が当該派遣先から通知されたときは、
その自主的な解決を図るように努めなけ
ればならない。

２　派遣先は、第 40条第 2項及び第 3項
に定める事項に関し、派遣労働者から苦
情の申出を受けたときは、その自主的な
解決を図るように努めなければならない。

第 47 条の 6（紛争の解決の促進に関する特
例）　
　前条第1項の事項についての派遣労働者
と派遣元事業主との間の紛争及び同条第
2項の事項についての派遣労働者と派遣
先との間の紛争については、個別労働関
係紛争の解決の促進に関する法律（平成
13年法律第 112 号）第 4条、第 5条及
び第12条から第19条までの規定は適用
せず、次条から第 47条の10までに定め
るところによる。

第 47 条の 7（紛争の解決の援助）
１　都道府県労働局長は、前条に規定する
紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又
は一方からその解決につき援助を求めら

れた場合には、当該紛争の当事者に対し、
必要な助言、指導又は勧告をすることが
できる。

２　派遣元事業主及び派遣先は、派遣労働
者が前項の援助を求めたことを理由とし
て、当該派遣労働者に対して不利益な取
扱いをしてはならない。

第2節　調停

第 47 条の 8（調停の委任）
１　都道府県労働局長は、第 47 条の 6に
規定する紛争について、当該紛争の当事
者の双方又は一方から調停の申請があつ
た場合において当該紛争の解決のために
必要があると認めるときは、個別労働関
係紛争の解決の促進に関する法律第 6条
第 1項の紛争調整委員会に調停を行わせ
るものとする。

２　前条第 2項の規定は、派遣労働者が前
項の申請をした場合について準用する。

第 47 条の 9（調停）
　雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保等に関する法律第19条か
ら第 26 条までの規定は、前条第 1項の
調停の手続について準用する。この場合
において、同法第 19 条第 1項中「前条
第1項」とあるのは「労働者派遣事業の
適正な運営の確保及び派遣労働者の保護
等に関する法律（昭和60年法律第 88号）
第47条の8第1項」と、同法第20条中「事
業場」とあるのは「事業所」と、同法第
25条第 1項中「第18条第 1項」とある
のは「労働者派遣事業の適正な運営の確
保及び派遣労働者の保護等に関する法律
第47条の 6」と読み替えるものとする。

第 47 条の 10（厚生労働省令への委任）
　この節に定めるもののほか、調停の手続
に関し必要な事項は、厚生労働省令で定
める。
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第５章　雑則

第 47 条の 11（事業主団体等の責務）
１　派遣元事業主を直接又は間接の構成員
（以下この項において「構成員」という。）
とする団体（次項において「事業主団体」
という。）は、労働者派遣事業の適正な
運営の確保及び派遣労働者の保護等が図
られるよう、構成員に対し、必要な助言、
協力その他の援助を行うように努めなけ
ればならない。

２　国は、事業主団体に対し、派遣元事業
主の労働者派遣事業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護等に関し必要な助
言及び協力を行うように努めるものとす
る。

第 47 条の 12（指針）
　厚生労働大臣は、第 24 条の３及び第 3
章第 1節から第３節までの規定により派
遣元事業主及び派遣先が講ずべき措置に
関して、その適切かつ有効な実施を図る
ため必要な指針を公表するものとする。

第 48 条（指導及び助言等）
１　厚生労働大臣は、この法律（第 3章
第 4節の規定を除く。第 49 条の３第１
項、第 50条及び第 51条第１項において
同じ。）の施行に関し必要があると認める
ときは、労働者派遣をする事業主及び労
働者派遣の役務の提供を受ける者に対し、
労働者派遣事業の適正な運営又は適正な
派遣就業を確保するために必要な指導及
び助言をすることができる。

２　厚生労働大臣は、労働力需給の適正な
調整を図るため、労働者派遣事業が専ら
労働者派遣の役務を特定の者に提供する
ことを目的として行われている場合（第
７条第１項第一号の厚生労働省令で定め
る場合を除く。）において必要があると認
めるときは、当該派遣元事業主に対し、
当該労働者派遣事業の目的及び内容を変
更するように勧告することができる。

３　厚生労働大臣は、第 23 条第３項、第
23条の２又は第 30条第 2項の規定によ

り読み替えて適用する同条第1項の規定
に違反した派遣元事業主に対し、第１項
の規定による指導又は助言をした場合に
おいて、当該派遣元事業主がなお第 23
条第３項、第 23条の２又は第 30条第 2
項の規定により読み替えて適用する同条
第1項の規定に違反したときは、当該派
遣元事業主に対し、必要な措置をとるべ
きことを指示することができる。

第 49 条（改善命令等）
１　厚生労働大臣は、派遣元事業主が当該
労働者派遣事業に関しこの法律（第 23
条第３項、第 23条の２及び第 30条第 2
項の規定により読み替えて適用する同条
第1項の規定を除く。）その他労働に関す
る法律の規定（これらの規定に基づく命
令の規定を含む。）に違反した場合におい
て、適正な派遣就業を確保するため必要
があると認めるときは、当該派遣元事業
主に対し、派遣労働者に係る雇用管理の
方法の改善その他当該労働者派遣事業の
運営を改善するために必要な措置を講ず
べきことを命ずることができる。

２　厚生労働大臣は、派遣先が第４条第３
項の規定に違反している場合において、
同項の規定に違反している派遣就業を継
続させることが著しく不適当であると認
めるときは、当該派遣先に労働者派遣を
する派遣元事業主に対し、当該派遣就業
に係る労働者派遣契約による労働者派遣
の停止を命ずることができる。

第 49 条の２（公表等）
１　厚生労働大臣は、労働者派遣の役務の
提供を受ける者が、第４条第３項、第24
条の２、第 26 条第 7 項若しくは第 10
項、第 40 条第 2項若しくは第 3項、第
40条の２第１項、第4項若しくは第5項、
第 40条の３若しくは第 40条の９第１項
の規定に違反しているとき、又はこれら
の規定に違反して第 48条第１項の規定
による指導若しくは助言を受けたにもか
かわらずなおこれらの規定に違反するお
それがあると認めるときは、当該労働者
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（第 49 条の 3 〜第 54 条）

派遣の役務の提供を受ける者に対し、第
４条第３項、第 24条の２、第 26条第 7
項若しくは第10項、第 40条第 2項若し
くは第 3項、第 40 条の２第１項、第 4
項若しくは第 5項、第 40 条の 3若しく
は第 40 条の９第１項の規定に違反する
派遣就業を是正するために必要な措置又
は当該派遣就業が行われることを防止す
るために必要な措置をとるべきことを勧
告することができる。

２　厚生労働大臣は、前項の規定による勧
告をした場合において、その勧告を受け
た者がこれに従わなかつたときは、その
旨を公表することができる。

第 49 条の３（厚生労働大臣に対する申告）
１　労働者派遣をする事業主又は労働者派
遣の役務の提供を受ける者がこの法律又
はこれに基づく命令の規定に違反する事
実がある場合においては、派遣労働者は、
その事実を厚生労働大臣に申告すること
ができる。

２　労働者派遣をする事業主及び労働者派
遣の役務の提供を受ける者は、前項の申
告をしたことを理由として、派遣労働者
に対して解雇その他不利益な取扱いをし
てはならない。

第 50 条（報告）
　厚生労働大臣は、この法律を施行するた
めに必要な限度において、厚生労働省令
で定めるところにより、労働者派遣事業
を行う事業主及び当該事業主から労働者
派遣の役務の提供を受ける者に対し、必
要な事項を報告させることができる。

第 51 条（立入検査）
１　厚生労働大臣は、この法律を施行する
ために必要な限度において、所属の職員
に、労働者派遣事業を行う事業主及び当
該事業主から労働者派遣の役務の提供を
受ける者の事業所その他の施設に立ち入
り、関係者に質問させ、又は帳簿、書類
その他の物件を検査させることができる。

２　前項の規定により立入検査をする職員
は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示しなければならない。
３　第１項の規定による立入検査の権限は、
犯罪捜査のために認められたものと解釈
してはならない。

第 52 条（相談及び援助）
　公共職業安定所は、派遣就業に関する事
項について、労働者等の相談に応じ、及
び必要な助言その他の援助を行うことが
できる。

第 53 条（労働者派遣事業適正運営協力員）
１　厚生労働大臣は、社会的信望があり、
かつ、労働者派遣事業の運営及び派遣就
業について専門的な知識経験を有する者
のうちから、労働者派遣事業適正運営協
力員を委嘱することができる。

２　労働者派遣事業適正運営協力員は、労
働者派遣事業の適正な運営及び適正な派
遣就業の確保に関する施策に協力して、
労働者派遣をする事業主、労働者派遣の
役務の提供を受ける者、労働者等の相談
に応じ、及びこれらの者に対する専門的
な助言を行う。

３　労働者派遣事業適正運営協力員は、正
当な理由がある場合でなければ、その職
務に関して知り得た秘密を他に漏らして
はならない。労働者派遣事業適正運営協
力員でなくなつた後においても、同様と
する。

４　労働者派遣事業適正運営協力員は、そ
の職務に関して、国から報酬を受けない。

５　労働者派遣事業適正運営協力員は、予
算の範囲内において、その職務を遂行す
るために要する費用の支給を受けること
ができる。

第 54 条（手数料）
　次に掲げる者は、実費を勘案して政令で
定める額の手数料を納付しなければなら
ない。
一　第５条第１項の許可を受けようとす
る者
二　第８条第３項の規定による許可証の
再交付を受けようとする者

三　第 10 条第２項の規定による許可の
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有効期間の更新を受けようとする者
四　第 11条第４項の規定による許可証
の書換えを受けようとする者

第 55 条（経過措置の命令への委任）
　この法律の規定に基づき政令又は厚生労
働省令を制定し、又は改廃する場合にお
いては、それぞれ政令又は厚生労働省令
で、その制定又は改廃に伴い合理的に必
要と判断される範囲内において、所要の
経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）
を定めることができる。

第 56 条（権限の委任）
１　この法律に定める厚生労働大臣の権限
は、厚生労働省令で定めるところにより、
その一部を都道府県労働局長に委任する
ことができる。

２　前項の規定により都道府県労働局長に
委任された権限は、厚生労働省令で定め
るところにより、公共職業安定所長に委
任することができる。

第 57 条（厚生労働省令への委任）
　この法律に定めるもののほか、この法律
の実施のために必要な手続その他の事項
は、厚生労働省令で定める。

第６章　罰則

第 58 条
　公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就
かせる目的で労働者派遣をした者は、１
年以上10年以下の懲役又は20万円以上
300万円以下の罰金に処する。

第 59 条
　次の各号のいずれかに該当する者は、１
年以下の懲役又は100万円以下の罰金に
処する。
一　第４条第１項又は第 15条の規定に
違反した者

二　第５条第１項の許可を受けないで労
働者派遣事業を行つた者

三　偽りその他不正の行為により第５条
第１項の許可又は第 10 条第２項の規
定による許可の有効期間の更新を受け

た者
四　第 14条第２項の規定による処分に
違反した者

第 60 条
　次の各号のいずれかに該当する者は、６
月以下の懲役又は 30万円以下の罰金に
処する。
一　第 49条の規定による処分に違反し
た者
二　第 49条の 3第 2項の規定に違反し
た者

第 61 条
　次の各号のいずれかに該当する者は、30
万円以下の罰金に処する。
一　第５条第２項（第 10 条第５項にお
いて準用する場合を含む。）に規定する
申請書又は第５条第３項（第 10 条第
５項において準用する場合を含む。）に
規定する書類に虚偽の記載をして提出
した者
二　第11条第１項、第13条第１項若し
くは第 23 条第４項の規定による届出
をせず、若しくは虚偽の届出をし、又
は第 11条第１項に規定する書類に虚
偽の記載をして提出した者

三　第 34条、第 35条の２、第 35条の
３、第 36 条、第 37 条、第 41条又は
第 42条の規定に違反した者

四　第 35 条の規定による通知をせず、
又は虚偽の通知をした者
五　第 50 条の規定による報告をせず、
又は虚偽の報告をした者

六　第 51条第１項の規定による立入り
若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは
忌避し、又は質問に対して答弁をせず、
若しくは虚偽の陳述をした者

第 62 条
　法人の代表者又は法人若しくは人の代理
人、使用人その他の従業者が、その法人
又は人の業務に関して、第 58 条から前
条までの違反行為をしたときは、行為者
を罰するほか、その法人又は人に対して
も、各本条の罰金刑を科する。
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の保護等に関する法律施行令

第 1条（法第 4条第 1項第一号の政令で定める業務）	 p.37

第 2条（法第 4条第 1項第三号の政令で定める業務）	 p.37

第 3条（法第 6条第一号の労働に関する法律の規定であつて
　　　　政令で定めるもの）	 p.38

第 4条（法第 35条の 4第 1項の政令で定める業務等）	 p.39

第 5条（労働基準法を適用する場合の読替え）	 p.40

第 6条（労働安全衛生法等を適用する場合の読替え等）	 p.41

第 7条（じん肺法を適用する場合の読替え）	 p.43

第 8条（作業環境測定法を適用する場合の読替え）	 p.44

第 9条（手数料の額）	 p.44
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（第 1 条〜第 2 条）

第１条 （法第４条第１項第一号の政令で定め
る業務） 
	 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派
遣労働者の保護等に関する法律（以下「法」
という。）第４条第１項第一号の政令で定
める業務は、港湾労働法（昭和 63 年法律
第 40 号）第２条第一号に規定する港湾以
外の港湾で港湾運送事業法（昭和 26 年法
律第 161 号）第２条第４項に規定するも
の（第三号において「特定港湾」という。）
において、他人の需要に応じて行う次に掲
げる行為に係る業務とする。	
一	　港湾運送事業法第２条第１項に規定
する港湾運送のうち、同項第二号から第
五号までのいずれかに該当する行為	
二	　港湾労働法施行令（昭和 63年政令第
335 号）第２条第一号及び第二号に掲げ
る行為	
三	　船舶若しくははしけにより若しくは
いかだに組んで運送された貨物の特定港
湾の水域の沿岸からおおむね 500 メー
トル（水島港にあつては 1,000 メートル、
鹿児島港にあつては 1,500 メートル）の
範囲内において厚生労働大臣が指定した
区域内にある倉庫（船舶若しくははしけ
により又はいかだに組んでする運送に係
る貨物以外の貨物のみを通常取り扱うも
のを除く。以下この条において「特定港
湾倉庫」という。）への搬入（上屋その
他の荷さばき場から搬出された貨物の搬
入であつて、港湾運送事業法第２条第３
項に規定する港湾運送関連事業のうち同
項第一号に掲げる行為に係るもの若しく
は同法第３条第一号から第四号までに掲
げる事業又は倉庫業法（昭和 31 年法律
第 121 号）第２条第２項に規定する倉
庫業のうち特定港湾倉庫に係るものを営
む者（以下この条において「特定港湾運
送関係事業者」という。）以外の者が行
うものを除く。）、船舶若しくははしけに

より若しくはいかだに組んで運送される
べき貨物の特定港湾倉庫からの搬出（上
屋その他の荷さばき場に搬入すべき貨物
の搬出であつて、特定港湾運送関係事業
者以外の者が行うものを除く。）又は貨
物の特定港湾倉庫における荷さばき。た
だし、冷蔵倉庫の場合にあつては、貨物
の当該倉庫に附属する荷さばき場から冷
蔵室への搬入、冷蔵室から当該倉庫に附
属する荷さばき場への搬出及び冷蔵室に
おける荷さばきを除く。	
四	　道路運送車両法（昭和 26 年法律第
185 号）第２条第１項に規定する道路運
送車両若しくは鉄道（軌道を含む。）（以
下この号において「車両等」という。）
により運送された貨物の特定港湾倉庫若
しくは上屋その他の荷さばき場への搬入
（特定港湾運送関係事業者以外の者が行
う当該貨物の搬入を除く。）又は車両等
により運送されるべき貨物の特定港湾倉
庫若しくは上屋その他の荷さばき場から
の搬出（特定港湾運送関係事業者以外の
者が行う当該貨物の搬出を除く。）。ただ
し、冷蔵倉庫の場合にあつては、貨物の
当該倉庫に附属する荷さばき場から冷蔵
室への搬入及び冷蔵室から当該倉庫に附
属する荷さばき場への搬出を除く。	

第２条 （法第４条第１項第三号の政令で定め
る業務） 　
１　法第４条第１項第三号の政令で定める業
務は、次に掲げる業務（当該業務について
紹介予定派遣をする場合、当該業務に係る
労働者派遣が法第 40 条の２第１項第四号
又は第五号に該当する場合及び第一号に掲
げる業務に係る派遣労働者の就業の場所が
へき地にあり、又は地域における医療の確
保のためには同号に掲げる業務に業として
行う労働者派遣により派遣労働者を従事さ
せる必要があると認められるものとして厚
生労働省令で定める場所（へき地にあるも
のを除く。）である場合を除く。）とする。	
一	　医師法（昭和 23 年法律第 201 号）
第 17 条に規定する医業（医療法（昭和
23 年法律第 205 号）第１条の５第１項
に規定する病院若しくは同条第２項に規
定する診療所（厚生労働省令で定めるも
のを除く。以下この条において「病院等」
という。）、同法第２条第１項に規定する
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労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律施行令

（昭和 61年４月３日政令第 95号）
最終改正：令和3年 6月2日政令第162号
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助産所（以下この条において「助産所」
という。）、介護保険法（平成９年法律第
123 号）第８条第 28 項に規定する介護
老人保健施設（以下この条において「介
護老人保健施設」という。）、同条第 29
項に規定する介護医療院（以下この条に
おいて「介護医療院」という。）又は医
療を受ける者の居宅（以下この条におい
て「居宅」という。）において行われる
ものに限る。）	
二　歯科医師法（昭和 23年法律第 202 号）
第 17 条に規定する歯科医業（病院等、
介護老人保健施設、介護医療院又は居宅
において行われるものに限る。）
三　薬剤師法（昭和 35 年法律第 146 号）
第 19 条に規定する調剤の業務（病院等
又は介護医療院において行われるものに
限る。）
四　保健師助産師看護師法（昭和 23 年法
律第 203 号）第２条、第３条、第５条、
第６条及び第 31 条第２項に規定する業
務（他の法令の規定により、同条第１項
及び第 32 条の規定にかかわらず、診療
の補助として行うことができることとさ
れている業務を含み、病院等、助産所、
介護老人保健施設、介護医療院又は居宅
において行われるもの（介護保険法第８
条第３項に規定する訪問入浴介護及び同
法第８条の２第２項に規定する介護予防
訪問入浴介護に係るものを除く。）に限
る。）
五　栄養士法（昭和 22 年法律第 245 号）
第１条第２項に規定する業務（傷病者に
対する療養のため必要な栄養の指導に係
るものであつて、病院等、介護老人保健
施設、介護医療院又は居宅において行わ
れるものに限る。）
六　歯科衛生士法（昭和 23 年法律第 204
号）第２条第１項に規定する業務（病院
等、介護老人保健施設、介護医療院又は
居宅において行われるものに限る。）
七　診療放射線技師法（昭和 26 年法律第
226 号）第２条第２項に規定する業務（病
院等、介護老人保健施設、介護医療院又
は居宅において行われるものに限る。）
八　歯科技工士法（昭和 30 年法律第 168
号）第２条第１項に規定する業務（病院
等又は介護医療院において行われるもの

に限る。）	
２　前項のへき地とは、次の各号のいずれか
に該当する地域をその区域に含む厚生労働
省令で定める市町村とする。	
一　離島振興法（昭和 28年法律第 72号）
第２条第１項の規定により離島振興対策
実施地域として指定された離島の区域	
二　奄美群島振興開発特別措置法（昭和
29 年法律第 189 号）第１条に規定する
奄美群島の区域	
三　辺地に係る公共的施設の総合整備の
ための財政上の特別措置等に関する法律
（昭和 37年法律第 88 号）第２条第１項
に規定する辺地	
四　山村振興法（昭和 40年法律第 64号）
第７条第１項の規定により指定された振
興山村の地域	
五　小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和
44年法律第 79号）第４条第１項に規定
する小笠原諸島の地域	
六　過疎地域自立促進特別措置法（平成
12年法律第 15号）第２条第１項に規定
する過疎地域	
七　沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律
第 14 号）第３条第三号に規定する離島
の地域	

第３条（法第６条第一号の労働に関する法律
の規定であつて政令で定めるもの） 　
　法第６条第一号の労働に関する法律の規定
であつて政令で定めるものは、次のとおり
とする。	
一　労働基準法（昭和 22年法律第 49号）
第 117 条、第 118 条第１項（同法第６
条及び第 56 条の規定に係る部分に限
る。）、第 119 条（同法第 16条、第 17条、
第 18 条第１項及び第 37 条の規定に係
る部分に限る。）及び第 120 条（同法第
18 条第７項及び第 23 条から第 27 条ま
での規定に係る部分に限る。）の規定並
びに当該規定に係る同法第 121 条の規
定（これらの規定が法第 44 条（第４項
を除く。）の規定により適用される場合
を含む。）	
二　職業安定法（昭和 22年法律第 141 号）
第 63条、第 64条、第 65条（第一号を
除く。）及び第 66条の規定並びにこれら
の規定に係る同法第 67条の規定	
三　最低賃金法（昭和 34年法律第 137 号）
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第 40 条の規定及び同条の規定に係る同
法第 42条の規定	
四　建設労働者の雇用の改善等に関する法
律（昭和 51 年法律第 33 号）第 49 条、
第 50 条及び第 51 条（第二号及び第三
号を除く。）の規定並びにこれらの規定
に係る同法第 52条の規定	
五　賃金の支払の確保等に関する法律（昭
和 51年法律第 34号）第 18条の規定及
び同条の規定に係る同法第 20条の規定	
六　港湾労働法第 48 条、第 49 条（第一
号を除く。）及び第 51条（第二号及び第
三号に係る部分に限る。）の規定並びに
これらの規定に係る同法第 52条の規定	
七　中小企業における労働力の確保及び良
好な雇用の機会の創出のための雇用管理
の改善の促進に関する法律（平成３年法
律第 57 号）第 19 条、第 20 条及び第
21条（第三号を除く。）の規定並びにこ
れらの規定に係る同法第 22条の規定	
八　育児休業、介護休業等育児又は家族介
護を行う労働者の福祉に関する法律（平
成３年法律第 76 号）第 62 条から第 65
条までの規定	
九　林業労働力の確保の促進に関する法律
（平成８年法律第 45 号）第 32 条、第
33 条及び第 34 条（第三号を除く。）の
規定並びにこれらの規定に係る同法第
35条の規定
十　外国人の技能実習の適正な実施及び技
能実習生の保護に関する法律（平成 28
年法律第 89 号）第 108 条、第 109 条、
第 110 条（同法第 44条の規定に係る部
分に限る。）、第 111 条（第一号を除く。）
及び第 112 条（第一号（同法第 35 条
第 1項の規定に係る部分に限る。）及び
第六号から第十一号までに係る部分に限
る。）の規定並びにこれらの規定に係る
同法第 113 条の規定
十一　法第 44 条第４項の規定により適用
される労働基準法第 118 条、第 119 条
及び第 121 条の規定並びに法第 45条第
７項の規定により適用される労働安全衛
生法（昭和 47 年法律第 57 号）第 119
条及び第 122 条の規定	

第４条（法第 35 条の４第１項の政令で定め
る業務等）
１　法第 35 条の４第１項の政令で定める業

務は、次のとおりとする。
一　電子計算機を使用することにより機能
するシステムの設計若しくは保守（これ
らに先行し、後続し、その他これらに関
連して行う分析を含む。）又はプログラ
ム（電子計算機に対する指令であつて、
一の結果を得ることができるように組み
合わされたものをいう。第十七号及び第
十八号において同じ。）の設計、作成若
しくは保守の業務
二　機械、装置若しくは器具（これらの部
品を含む。以下この号及び第十八号にお
いて「機械等」という。）又は機械等に
より構成される設備の設計又は製図（現
図製作を含む。）の業務
三　電子計算機、タイプライター又はこれ
らに準ずる事務用機器（第十七号におい
て「事務用機器」という。）の操作の業
務
四　通訳、翻訳又は速記の業務
五　法人の代表者その他の事業運営上の重
要な決定を行い、又はその決定に参画す
る管理的地位にある者の秘書の業務
六　文書、磁気テープ等のファイリング（能
率的な事務処理を図るために総合的かつ
系統的な分類に従つてする文書、磁気
テープ等の整理（保管を含む。）をいう。
以下この号において同じ。）に係る分類
の作成又はファイリング（高度の専門的
な知識、技術又は経験を必要とするもの
に限る。）の業務
七　新商品の開発、販売計画の作成等に必
要な基礎資料を得るためにする市場等に
関する調査又は当該調査の結果の整理若
しくは分析の業務
八　貸借対照表、損益計算書等の財務に関
する書類の作成その他財務の処理の業務
九　外国貿易その他の対外取引に関する文
書又は商品の売買その他の国内取引に係
る契約書、船荷証券、複合運送証券若し
くはこれらに準ずる国内取引に関する文
書の作成（港湾運送事業法第２条第１項
第一号に掲げる行為に附帯して行うもの
及び通関業法（昭和 42年法律第 122 号）
第２条第一号に規定する通関業務として
行われる同号ロに規定する通関書類の作
成を除く。）の業務
十　電子計算機、自動車その他その用途に
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応じて的確な操作をするためには高度の
専門的な知識、技術又は経験を必要とす
る機械の性能、操作方法等に関する紹介
及び説明の業務
十一　旅行業法（昭和 27年法律第 239 号）
第 12 条の 11 第１項に規定する旅程管
理業務（旅行者に同行して行うものに限
る。）若しくは同法第４条第１項第三号
に規定する企画旅行以外の旅行の旅行者
に同行して行う旅程管理業務に相当する
業務（以下この号において「旅程管理業
務等」という。）、旅程管理業務等に付随
して行う旅行者の便宜となるサービスの
提供の業務（車両、船舶又は航空機内に
おいて行う案内の業務を除く。）又は車
両の停車場若しくは船舶若しくは航空機
の発着場に設けられた旅客の乗降若しく
は待合いの用に供する建築物内において
行う旅行者に対する送迎サービスの提供
の業務
十二　建築物又は博覧会場における来訪者
の受付又は案内の業務
十三　科学に関する研究又は科学に関する
知識若しくは科学を応用した技術を用い
て製造する新製品若しくは科学に関する
知識若しくは科学を応用した技術を用い
て製造する製品の新たな製造方法の開発
の業務（第一号及び第二号に掲げる業務
を除く。）
十四　企業等がその事業を実施するために
必要な体制又はその運営方法の整備に関
する調査、企画又は立案の業務（労働条
件その他の労働に関する事項の設定又は
変更を目的として行う業務を除く。）
十五　書籍、雑誌その他の文章、写真、図
表等により構成される作品の制作におけ
る編集の業務
十六　商品若しくはその包装のデザイン、
商品の陳列又は商品若しくは企業等の広
告のために使用することを目的として作
成するデザインの考案、設計又は表現の
業務（建築物内における照明器具、家具
等のデザイン又は配置に関する相談又は
考案若しくは表現の業務（法第 4条第
1項第二号に規定する建設業務を除く。）
を除く。）
十七　事務用機器の操作方法、電子計算機
を使用することにより機能するシステム

の使用方法又はプログラムの使用方法を
習得させるための教授又は指導の業務
十八　顧客の要求に応じて設計（構造を変
更する設計を含む。）を行う機械等若し
くは機械等により構成される設備若しく
はプログラム又は顧客に対して専門的知
識に基づく助言を行うことが必要である
金融商品（金融サービスの提供等に関す
る法律（平成 12年法律第 101 号）第３
条第１項に規定する金融商品の販売の対
象となるものをいう。）に係る当該顧客
に対して行う説明若しくは相談又は売買
契約（これに類する契約で同項に規定す
る金融商品の販売に係るものを含む。以
下この号において同じ。）についての申
込み、申込みの受付若しくは締結若しく
は売買契約の申込み若しくは締結の勧誘
の業務

２　法第 35 条の４第１項の政令で定める場
合は、法第２条第四号に規定する派遣元事
業主が労働者派遣に係る法第 35 条の４第
１項に規定する日雇労働者（以下この項に
おいて「日雇労働者」という。）の安全又
は衛生を確保するため必要な措置その他の
雇用管理上必要な措置を講じている場合で
あつて次の各号のいずれかに該当するとき
とする。
一　当該日雇労働者が 60 歳以上の者であ
る場合
二　当該日雇労働者が学校教育法（昭和
22 年法律第 26 号）第１条、第 124 条
又は第 134 条第１項の学校の学生又は
生徒（同法第４条第１項に規定する定時
制の課程に在学する者その他厚生労働省
令で定める者を除く。）である場合
三　当該日雇労働者及びその属する世帯の
他の世帯員について厚生労働省令で定め
るところにより算定した収入の額が厚生
労働省令で定める額以上である場合

第５条（労働基準法を適用する場合の読替え）
	 法第 44 条の規定により同条第１項に規定
する派遣中の労働者（次条において「派遣
中の労働者」という。）の法第 23条の２に
規定する派遣就業（次条において「派遣就
業」という。）に関し労働基準法の規定を
適用する場合における法第 44 条第６項の
規定による労働基準法の規定の技術的読替
えは、次の表のとおりとする。
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第６条（労働安全衛生法等を適用する場合の
読替え等）
１　法第 45 条の規定により法第 44 条第１
項に規定する派遣先の事業（以下この条に
おいて「派遣先の事業」という。）に関し
労働安全衛生法の規定を適用する場合にお
ける法第 45 条第 17 項の規定による労働
安全衛生法の規定の技術的読替えは、次の
表のとおりとする。

読替えに
係る労働
安全衛生
法の規定

読み替えら
れる字句	 読み替える字句	

第５条
第２項 前項

労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関す
る法律（以下「労働者
派遣法」という。）第 45
条第８項の規定により
適用される前項	

第５条
第３項 前２項

労働者派遣法第 45 条第
８項の規定により適用
される第１項及び前項	

第 16 条
第１項 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より事業者とみなされ
る者を含む。次項にお
いて同じ。）	

第 16 条
第２項 前項

労働者派遣法第 45 条第
８項の規定により適用
される前項	

第 32 条
第１項

第 30 条第
１項又は
第４項

第 30 条第１項又は第
４項（労働者派遣法第
45 条第３項の規定によ
り適用される場合を含
む。）	

読替えに
係る労働
基準法の
規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 32 条
の 3の 2

使用者

使用者は、労働者派遣事
業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護
等に関する法律（昭和
60 年法律第 88 号。以
下「労働者派遣法」と
いう。）第 44 条第 2 項
の規定により同条第 1
項に規定する派遣先の
事業（以下単に「派遣
先の事業」という。）の
第 10 条に規定する使用
者とみなされる者

前条第 1
項の規定

労働者派遣法第 44 条第
2項の規定により適用さ
れる前条第 1項の規定

第 33 条又
は第 36 条
第 1 項 の
規定

当該使用者とみなされ
る者が労働者派遣法第
44 条第 2項の規定によ
り適用される第 33 条又
は第 36条第 1項の規定

第 32条
の４の２

使用者

使用者は、労働者派遣
法第 44 条第２項の規定
により派遣先の事業の
第 10 条に規定する使用
者とみなされる者	

前条の規定
労働者派遣法第 44 条第
２項の規定により適用
される前条の規定	

第 33 条又
は第 36 条
第１項の
規定

当該使用者とみなされ
る者が同項の規定によ
り適用される第 33 条又
は第 36条第１項の規定	

第 37 条
第１項

使用者が、
第 33 条又
は前条第
１項の規
定

使用者は、労働者派遣
法第 44 条第２項の規定
により派遣先の事業の
第 10 条に規定する使用
者とみなされる者が、同
項の規定により適用さ
れる第 33 条又は前条第
１項の規定	

第 37 条
第３項 使用者

使用者は、労働者派遣
法第 44 条第２項の規定
により派遣先の事業の
第 10 条に規定する使用
者とみなされる者	

第 38 条
第２項

第 34 条第
２項及び
第３項	

労働者派遣法第 44 条第
２項の規定により適用
される第 34 条第２項及
び第３項	

第 60 条
第２項、
第 61条
第５項

第 56 条第
２項の規
定によつ
て

労働者派遣法第 44 条第
３項に規定する派遣元
の使用者が第 56 条第２
項の規定によつて	

第 101条
第２項 前項

前項（労働者派遣法第
44 条第５項の規定によ
り適用される場合を含
む。）	
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（第 6 条）

２	　前項に定めるもののほか、法第 45条の
規定により労働安全衛生法の規定を適用す
る場合における同条第 17 項の規定による
同法の規定の技術的読替えは、次の表のと
おりとする。

同条第１項 第 30条第１項	

第 32 条
第２項

第 30 条の
２第１項
又は第４
項

第 30 条の２第１項又は
第４項（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

同条第１項 第 30条の２第１項	

第 32 条
第３項

第 30 条の
３第１項
又は第４
項

第 30 条の３第１項又は
第４項（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 32 条
第６項及
び第７項

若しくは
第 ４ 項、
第 30 条
の２第１
項若しく
は第４項、
第 30条の
３第１項
若しくは
第４項

若しくは第４項（労働
者派遣法第 45 条第３項
の規定により適用され
る場合を含む。）、第 30
条の２第１項若しくは
第４項（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より適用される場合を
含む。）、第 30 条の３第
１項若しくは第４項（労
働者派遣法第 45 条第３
項の規定により適用さ
れる場合を含む。）	

第 33 条
第２項

その使用す
る労働者

その使用する労働者（労
働者派遣法第 45 条第３
項の規定によりその使
用する労働者とみなさ
れる者を含む。）	

第 45 条
第２項 同項

労働者派遣法第 45 条第
３項の規定により適用
される前項	

第 66 条
の５第１
項

前条
労働者派遣法第 45 条第
３項の規定により適用
される前条	

第 105 条

第 65 条の
２第１項
及び第 66
条第１項
から第４
項まで

第 65 条の２第１項（労
働者派遣法第 45 条第３
項の規定により適用さ
れる場合を含む。）、第
66 条第１項及び同条第
２項から第４項まで（労
働者派遣法第 45 条第３
項の規定により適用さ
れる場合を含む。）	

第 120 条
第一号

第 16条
第１項

第 16 条第１項（労働者
派遣法第 45 条第８項の
規定により適用される
場合を含む。）	

読替えに
係る労働
安全衛生
法の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 31 条
第２項

前項

前項（労働者派遣事業
の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等
に関する法律（以下「労
働者派遣法」という。）
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）	

同項 前項	

第 36 条

第 31条
第 １ 項、
第 31 条
の ２、 第
32 条第１
項から第
５項まで、
第 33 条第
１項若し
くは第２
項又は第
34条

第 31 条第１項（労働者
派遣法第 45 条第 15 項
の規定により適用され
る場合を含む。）、第 31
条の２（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）、第 32 条第１
項から第４項まで（労働
者派遣法第 45 条第 15
項の規定により適用さ
れる場合を含む。）、第
32 条第５項、第 33 条
第１項（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）、第 33 条第２
項又は第 34 条（労働者
派遣法第 45 条第 15 項
の規定により適用され
る場合を含む。）	

第 32 条
第６項

第 32 条第６項（労働者
派遣法第 45 条第 15 項
の規定により適用され
る場合を含む。）	

第 45 条第
１項若し
くは第２
項

第 45 条第１項、同条第
２項（労働者派遣法第
45 条第４項の規定によ
り適用される場合を含
む。）	
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労
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（第 7 条）

　

３　労働者がその事業場における派遣就業
のために派遣されている派遣先の事業の事
業場に関する労働安全衛生法施行令（昭和
47 年政令第 318 号）第２条、第４条、第
５条及び第９条の規定の適用については、
当該派遣先の事業の事業場もまた当該派遣
中の労働者を使用する事業場とみなす。	
４　労働者がその事業場における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業の事業
場に関する労働安全衛生法施行令第３条及
び第８条の規定の適用については、当該派
遣先の事業の事業場を当該派遣中の労働者
を使用する事業場とみなす。	
５　その事業場に使用する労働者が派遣先の

事業における派遣就業のために派遣されて
いる法第 44 条第３項に規定する派遣元の
事業の事業場に関する労働安全衛生法施行
令第３条及び第８条の規定の適用について
は、当該派遣元の事業の事業場は、当該
派遣中の労働者を使用しないものとみな
す。

第７条（じん肺法を適用する場合の読替え）
１　法第 46 条第６項の規定によりじん肺法
（昭和 35年法律第 30号）の規定を適用す
る場合における同条第 14 項の規定による
同法の規定の技術的読替えは、次の表のと
おりとする。

	
２　前項に定めるもののほか、法第 46 条の
規定によりじん肺法の規定を適用する場合
における同条第 14 項の規定による同法の
規定の技術的読替えは、次の表のとおりと
する。

第 91条
第３項 前２項

第１項（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）及び前項	

第 91 条
第４項 第１項

第１項（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）	

第 94 条
第１項

前条第２
項又は第
３項

前条第２項又は第３項
（労働者派遣法第 45 条
第 15 項の規定により適
用される場合を含む。）	

第 98 条
第２項 前項

前項（労働者派遣法第
45 条第 15 項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 98 条
第３項 前２項

第１項（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）及び前項	

第 98 条
第４項 第１項

第１項（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）	

第 99 条
第２項 前項

前項（労働者派遣法第
45 条第 15 項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 114 条
第１項 第２章

第２章（労働者派遣法
第 45 条第 15 項の規定
により適用される場合
を含む。）	

第 114 条
第２項 第３章

第３章（労働者派遣法
第 45 条の規定により適
用される場合を含む。）	

読替えに係る
じん肺法の規定

読み替えられる
字句

読み替える
字句	

第８条第１項 次の各号 第三号及び第
四号	

第９条第１項 次の各号 第二号及び第
三号	

第９条の２
第１項

次の各号に掲げ
る労働者で

第三号に掲げ
る労働者で	

次の各号に掲げ
る労働者ごとに、
それぞれ当該各
号

同号	

第 11 条 第７条から第９
条まで

第８条及び第
９条	

第 12 条、第
13条第１項

第７条から第９
条の２まで

第８条から第
９条の２まで	

第 16 条第１
項、第 16 条
の２第１項

常時粉じん作業
に従事する労働
者又は常時

常時	

第 35 条の２ 粉じん作業を行
う作業場	 作業場



44

（第 8 条〜第 9 条）

第８条（作業環境測定法を適用する場合の読
替え） 
	 法第 47条の規定により作業環境測定法（昭
和 50 年法律第 28 号）の規定を適用する
場合における同条第３項の規定による同法

の規定の技術的読替えは、次の表のとおり
とする。

第９条（手数料の額）  
	 法第 54 条の政令で定める額は、次の各号
に掲げる者の区分に応じ、当該各号に定め
る額とする。	
一　法第 54 条第一号に掲げる者　12 万
円（労働者派遣事業を行う事業所の数が
２以上の場合にあつては、55,000 円に
当該事業所数から１を減じた数を乗じて
得た額に 12万円を加えた額）	
二　法第 54 条第二号に掲げる者　再交
付を受けようとする許可証１枚につき
1,500 円	
三　法第 54条第三号に掲げる者　55,000
円に労働者派遣事業を行う事業所の数を
乗じて得た額	
四　法第 54 条第四号に掲げる者　書換
えを受けようとする許可証１枚につき
3,000 円	

読替えに
係る作業
環境測定
法の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 12 条
第２項第
二号

第４条
第１項

第４条第１項（労働者派
遣事業の適正な運営の
確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（以
下「労働者派遣法」と
いう。）第 47 条第１項
の規定により適用され
る場合を含む。）	

第 34 条
第１項

第３条
第２項

第３条第２項（労働者
派遣法第 47 条第１項の
規定により適用される
場合を含む。）	

第 34 条
第２項

「第４条
第２項」

「第４条第２項（労働者
派遣法第 47 条第１項の
規定により適用される
場合を含む。）」	

読替えに係
るじん肺法
の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 18 条
第１項

及び第 16
条の２第
２項にお
いて準用
する場合

及び第 16 条の２第２項
（労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関す
る法律（以下「労働者
派遣法」という。）第 46
条第１項及び第６項の
規定により適用される
場合を含む。）において
準用する場合並びに労
働者派遣法第 46 条第１
項及び第６項の規定に
より適用される場合	

第 22 条
第一号

前条
第１項

前条第１項（労働者派
遣法第 46 条第４項の規
定により適用される場
合を含む。）	

第 22 条
第二号

前条
第４項

前条第４項（労働者派
遣法第 46 条第４項の規
定により適用される場
合を含む。）	

第 35 条
の４

及び第 16
条第１項

及び第 16 条第１項（労
働者派遣法第 46 条第１
項及び第６項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 40 条
第２項、
第 42 条
第２項

前項

前項（労働者派遣法第
46 条第 12 項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 40 条
第３項、
第 42 条
第３項

第１項

第１項（労働者派遣法
第 46 条第 12 項の規定
により適用される場合
を含む。）	
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労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者
の保護等に関する法律施行規則

	第 1章	 労働者派遣事業の適正な運営の確保に関する措置	 p.46

　第 1節　業務の範囲（第 1条）	 p.46

　第 2節　事業の許可（第 1条の 2〜第 10条）	 p.46

　第 3節　補則（第 17条〜第 20条）	 p.49

	第 2章	 派遣労働者の保護等に関する措置	 p.51

　第 1節　労働者派遣契約（第 21条〜第 24条の 6）	 p.51

　第 2節　派遣元事業主の講ずべき措置等
　　　　　（第 25条〜第 32条）	 p.54

　第 3節　派遣先の講ずべき措置等（第 32条の 2〜第 38条）	 p.59

　第 4節　労働基準法等の適用に関する特例等
　　　　　（第 39条〜第 46条）	 p.62

	第3章	 紛争の解決（第46条の 2）	 p.70

	第 4章	 雑則（第47条〜第55条）	 p.71
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（第 1 条〜第 1 条の 2）

第１章　労働者派遣事業の適正な運
営の確保に関する措置

第１節　業務の範囲

第１条（令第２条第１項の厚生労働省令で定
める場所等）
１　労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律施行令
（昭和61年政令第95号。以下「令」という。）
第２条第１項の厚生労働省令で定める場所
は、次に掲げる場所とする。
一　都道府県が医療法（昭和 23 年法律第
205 号）第 30 条の 23 第１項に規定す
る医療計画において定める医師の確保に
関する事項の実施に必要な事項として地
域における医療の確保のためには令第２
条第１項第一号に掲げる業務に業として
行う労働者派遣により派遣労働者を従事
させる必要があると認めた病院等（同号
に規定する病院等をいう。次号において
同じ。）であつて厚生労働大臣が定める
もの
二　前号に掲げる病院等に係る患者の居宅
２　令第２条第１項第一号の厚生労働省令で
定めるものは、次のとおりとする。
一　障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律（平成 17 年法
律第 123 号）第５条第 11項に規定する
障害者支援施設の中に設けられた診療所
二　生活保護法（昭和 25年法律第 144 号）
第 38 条第１項第一号（中国残留邦人等
の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した
中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第 30
号。次号において「中国残留邦人等支援
法」という。）第 14条第４項（中国残留
邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国
後の自立の支援に関する法律の一部を改

正する法律（平成 19 年法律第 127 号）
附則第４条第２項において準用する場合
を含む。次号において同じ。）において
その例による場合を含む。）に規定する
救護施設の中に設けられた診療所
三　生活保護法第 38 条第１項第二号（中
国残留邦人等支援法第 14 条第４項にお
いてその例による場合を含む。）に規定
する更生施設の中に設けられた診療所
四　削除
五　老人福祉法（昭和 38年法律第 133 号）
第 20 条の４に規定する養護老人ホーム
の中に設けられた診療所
六　老人福祉法第 20 条の５に規定する特
別養護老人ホームの中に設けられた診療
所
七　原子爆弾被爆者に対する援護に関する
法律（平成６年法律第 117 号）第 39条
に規定する養護事業を行う施設の中に設
けられた診療所

第２節　事業の許可

第１条の２（許可の申請手続）
１　労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律（以下
「法」という。）第５条第２項の申請書は、
労働者派遣事業許可申請書（様式第１号）
のとおりとする。
２　法第５条第３項の厚生労働省令で定める
書類は、次のとおりとする。
一　申請者が法人である場合にあつては、
次に掲げる書類
イ　定款又は寄附行為	
ロ　法人の登記事項証明書	
ハ　役員の住民票の写し（出入国管理及
び難民認定法（昭和 26 年政令第 319
号）第 19 条の３に規定する中長期在
留者にあつては住民票の写し（国籍等
（住民基本台帳法（昭和 42 年法律第
81 号）第 30 条の 45 に規定する国籍
等をいう。以下この号において同じ｡）
及び在留資格（出入国管理及び難民認
定法第２条の２第１項に規定する在留
資格をいう｡）を記載したものに限る｡）
とし、日本国との平和条約に基づき日
本の国籍を離脱した者等の出入国管理
に関する特例法（平成３年法律第 71

労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律施行規則

（昭和 61年労働省令第 20号）
　最終改正：令和 4年 1月 21日厚生労働省令
　　　　　　第 14号
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号）に定める特別永住者にあつては住
民票の写し（国籍等及び同法に定める
特別永住者である旨を記載したものに
限る｡）とし、出入国管理及び難民認
定法第 19 条の３第一号に掲げる者に
あつては旅券その他の身分を証する書
類の写しとする。以下同じ｡）及び履
歴書
ニ　役員の精神の機能の障害に関する医
師の診断書（当該役員が精神の機能の
障害により認知、判断又は意思疎通を
適切に行うことができないおそれがあ
る者である場合に限る。）
ホ　役員が未成年者で労働者派遣事業に
関し営業の許可を受けていない場合に
あつては、次に掲げる場合の区分に応
じ、それぞれ次に定める書類
（1）　当該役員の法定代理人が個人で
ある場合　当該法定代理人の住民票
の写し及び履歴書（当該法定代理人
が精神の機能の障害により認知、判
断又は意思疎通を適切に行うことが
できないおそれがある者である場合
に限る。）

（2）　当該役員の法定代理人が法人で
ある場合　当該法定代理人に係るイ
からニまでに掲げる書類（法定代理
人の役員が未成年者で労働者派遣事
業に関し営業の許可を受けていない
場合にあつては、当該役員の法定代
理人（法人に限る。以下この（2）
において同じ。）に係るイからニま
でに掲げる書類又は当該役員の法定
代理人（個人に限る。）の住民票の
写し及び履歴書並びに当該役員の法
定代理人の精神の機能の障害に関す
る医師の診断書（当該役員の法定代
理人が精神の機能の障害により認
知、判断又は意思疎通を適切に行う
ことができないおそれがある者であ
る場合に限る。）を含む。）	

ヘ　労働者派遣事業を行う事業所ごとの
個人情報の適正管理及び秘密の保持に
関する規程（以下「個人情報適正管理
規程」という。）	
ト　最近の事業年度における貸借対照表
及び損益計算書	
チ　労働者派遣事業に関する資産の内容

を証する書類及び建物の登記事項証明
書その他の当該資産の権利関係を証す
る書類	
リ　労働者派遣事業を行う事業所ごと
に選任する派遣元責任者の住民票の写
し、履歴書及び第 29 条の 2第一号に
規定する講習を修了したことを証する
書類（以下「受講証明書」という。当
該派遣元責任者が精神の機能の障害に
より認知、判断又は意思疎通を適切に
行うことができないおそれがある者で
ある場合に限る。）
ヌ　派遣労働者のキャリアの形成の支援
に関する規程
ル　派遣労働者の解雇に関する規程
ヲ　派遣労働者に対する休業手当に関す
る規程

二　申請者が個人である場合にあつては、
次に掲げる書類
イ　住民票の写し及び履歴書
ロ　申請者の精神の機能の障害に関する
医師の診断書（当該申請者が精神の機
能の障害により認知、判断又は意思疎
通を適切に行うことができないおそれ
がある者である場合に限る。）
ハ　申請者が未成年者で労働者派遣事業
に関し営業の許可を受けていない場合
にあつては、次に掲げる場合の区分に
応じ、それぞれ次に定める書類	
（1）　当該申請者の法定代理人が個人
である場合　当該法定代理人の住民
票の写し及び履歴書並びに当該法定
代理人の精神の機能の障害に関する
医師の診断書（当該法定代理人が精
神の機能の障害により認知、判断又
は意思疎通を適切に行うことができ
ないおそれがある者である場合に限
る。）

（2）　当該申請者の法定代理人が法人
である場合　当該法定代理人に係る
前号イからニまでに掲げる書類（法
定代理人の役員が未成年者で労働者
派遣事業に関し営業の許可を受けて
いない場合にあつては、当該役員の
法定代理人（法人に限る。）に係る
同号イからニまでに掲げる書類又は
当該役員の法定代理人（個人に限る。
以下この（2）において同じ。）の住
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民票の写し及び履歴書並びに当該役
員の法定代理人の精神の機能の障害
に関する医師の診断書（当該役員の
法定代理人が精神の機能の障害によ
り認知、判断又は意思疎通を適切に
行うことができないおそれがある者
である場合に限る。）を含む。）

ニ　前号ヘ及びチからヲまでに掲げる書
類

３　法第５条第３項の規定により添付すべき
事業計画書は、労働者派遣事業計画書（様
式第３号から様式第 3号の 3まで）のとお
りとする。

第 1 条の 3（法第 6 条第三号の厚生労働省令
で定める者）
	 法第６条第三号の厚生労働省令で定める者
は、精神の機能の障害により労働者派遣事
業を適正に行うに当たつて必要な認知、判
断及び意思疎通を適切に行うことができな
い者とする。

第１条の４（法第７条第１項第一号の厚生労
働省令で定める場合）
	 法第７条第１項第一号の厚生労働省令で定
める場合は、当該事業を行う派遣元事業主
が雇用する派遣労働者のうち、10 分の３
以上の者が 60 歳以上の者（他の事業主の
事業所を 60 歳以上の定年により退職した
後雇い入れた者に限る。）である場合とす
る。

第 1 条の５（法第 7 条第 1 項第二号の厚生労
働省令で定める基準）
	 法第 7条第 1項第二号の厚生労働省令で定
める基準は、次のとおりとする。
一　派遣労働者のキャリアの形成を支援す
る制度（厚生労働大臣が定める基準を満
たすものに限る。）を有すること。
二　前号に掲げるもののほか、派遣労働者
に係る雇用管理を適正に行うための体制
が整備されていること。

第２条（許可証）
	 法第８条第１項の許可証は、労働者派遣事
業許可証（様式第４号。以下単に「許可証」
という。）のとおりとする。

第３条（許可証の再交付）
	 法第８条第３項の規定により許可証の再交
付を受けようとする者は、許可証再交付申
請書（様式第５号）を、厚生労働大臣に提
出しなければならない。

第４条（許可証の返納等）
１　許可証の交付を受けた者は、次の各号の
いずれかに該当することとなつたときは、
当該事実のあつた日の翌日から起算して
10 日以内に、第一号又は第二号の場合に
あつては労働者派遣事業を行う全ての事業
所に係る許可証、第三号の場合にあつては
発見し、又は回復した許可証を厚生労働大
臣に返納しなければならない。
一　許可が取り消されたとき。
二　許可の有効期間が満了したとき。
三　許可証の再交付を受けた場合におい
て、亡失した許可証を発見し、又は回復
したとき。

２　許可証の交付を受けた者が次の各号に掲
げる場合のいずれかに該当することとなつ
たときは、当該各号に掲げる者は、当該事
実のあつた日の翌日から起算して 10 日以
内に、労働者派遣事業を行う全ての事業所
に係る許可証を厚生労働大臣に返納しなけ
ればならない。
一　死亡した場合　同居の親族又は法定代
理人
二　法人が合併により消滅した場合　合併
後存続し、又は合併により設立された法
人の代表者

第５条（許可の有効期間の更新の申請手続）
１　法第 10 条第２項の規定による許可の有
効期間の更新を受けようとする者は、当該
許可の有効期間が満了する日の３月前まで
に、労働者派遣事業許可有効期間更新申請
書（様式第１号）を、厚生労働大臣に提出
しなければならない。
２　法第 10 条第５項において準用する法第
５条第３項の厚生労働省令で定める書類
は、次のとおりとする。
一　申請者が法人である場合にあつては、
第１条の２第２項第一号イ、ロ、ニから
チまで、リ（受講証明書及び医師の診断
書に係る部分に限る。）及びヌからヲま
でに掲げる書類
二　申請者が個人である場合にあつては、
第１条の２第２項第一号ヘ、チ、リ（受
講証明書及び医師の診断書に係る部分に
限る。）及びヌからヲまで並びに同項第
二号ロに掲げる書類

３　法第 10 条第５項において準用する法第
５条第３項の規定により添付すべき事業計
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画書は、労働者派遣事業計画書（様式第３
号から様式第 3号の 3まで）のとおりとす
る。
４　法第 10 条第２項の規定による許可の有
効期間の更新は、当該更新を受けようとす
る者が現に有する許可証と引換えに新たな
許可証を交付することにより行うものとす
る。

第６条　削除
第７条　削除
第８条（変更の届出等）
１　法第 11 条の規定による届出をしようと
する者は、法第５条第２項第四号に掲げる
事項の変更の届出にあつては当該変更に係
る事実のあつた日の翌日から起算して 30
日以内に、同号に掲げる事項以外の事項の
変更の届出にあつては当該変更に係る事実
のあつた日の翌日から起算して 10 日（第
3項の規定により登記事項証明書を添付す
べき場合にあつては、30 日）以内に、当
該届出に係る事項が許可証の記載事項に該
当しない場合にあつては労働者派遣事業変
更届出書（様式第５号）を、当該届出に係
る事項が許可証の記載事項に該当する場合
にあつては労働者派遣事業変更届出書及び
許可証書換申請書（様式第５号）を厚生労
働大臣に提出しなければならない。
２　法第 11 条第１項の規定による届出のう
ち、事業所の新設に係る変更の届出を行う
場合には、前項の労働者派遣事業変更届出
書には、法人にあつては当該新設する事業
所に係る第１条の２第２項第一号ヘ及びチ
からヲまでに、個人にあつては当該新設す
る事業所に係る同項第二号ハに掲げる書類
（労働者派遣事業に関する資産の内容を証
する書類を除く。）を添付しなければなら
ない。ただし、法第２条第四号に規定する
派遣元事業主（以下単に「派遣元事業主」
という。）が労働者派遣事業を行つている
他の事業所の派遣元責任者を当該新設する
事業所の派遣元責任者として引き続き選任
したときは、法人にあつては第１条の２第
２項第一号リに掲げる書類のうち履歴書及
び受講証明書（選任した派遣元責任者の住
所に変更がないときは、住民票の写し、履
歴書及び受講証明書。以下この条において
同じ。）を、個人にあつては同項第二号ニ
に掲げる書類のうち履歴書及び受講証明書

を添付することを要しない。
３　法第 11 条第１項の規定による届出のう
ち、事業所の新設に係る変更の届出以外の
届出を行う場合には、第１項の労働者派遣
事業変更届出書又は労働者派遣事業変更届
出書及び許可証書換申請書には、第１条の
２第２項に規定する書類のうち当該変更事
項に係る書類（事業所の廃止に係る変更の
届出にあつては、当該廃止した事業所に係
る許可証）を添付しなければならない。
４　法第５条第２項第四号に掲げる事項のう
ち派遣元責任者の氏名に変更があつた場合
において、当該派遣元事業主が労働者派遣
事業を行つている他の事業所の派遣元責任
者を当該変更に係る事業所の変更後の派遣
元責任者として引き続き選任したときは、
法人にあつては第１条の２第２項第一号リ
に掲げる書類のうち履歴書及び受講証明書
を、個人にあつては同項第二号ニに掲げる
書類のうち履歴書及び受講証明書を添付す
ることを要しない。

第９条（事業所の新設に係る変更の届出があ
つた場合の許可証の交付）
	 法第 11 条第３項の規定による許可証の交
付は、当該新設に係る事業所ごとに交付す
るものとする。

第 10 条（廃止の届出）
	 法第 13 条第１項の規定による届出をしよ
うとする者は、当該労働者派遣事業を廃止
した日の翌日から起算して 10 日以内に、
労働者派遣事業を行う全ての事業所に係る
許可証を添えて、労働者派遣事業廃止届出
書（様式第８号）を厚生労働大臣に提出し
なければならない。

第 11 条から第 16 条まで　削除

第３節　補則

第 17 条（事業報告書及び収支決算書）
１　派遣元事業主は、毎事業年度に係る労働
者派遣事業を行う事業所ごとの当該事業に
係る事業報告書及び収支決算書を作成し、
厚生労働大臣に提出しなければならない。
ただし、派遣元事業主が当該事業年度に係
る貸借対照表及び損益計算書を提出したと
きは、収支決算書を提出することを要しな
い。
２　前項の事業報告書及び収支決算書は、そ
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（第 17 条の 2 〜第 18 条の 3）

れぞれ労働者派遣事業報告書（様式第 11
号）及び労働者派遣事業収支決算書（様式
第 12号）のとおりとする。
３　法第 30条の 4第 1項の協定を締結した
派遣元事業主は、第 1項の事業報告書には、
当該協定を添付しなければならない。
４　第１項の事業報告書及び収支決算書の提
出期限は、次の各号に掲げる区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める期限とする。
一　労働者派遣事業報告書（様式第 11号）
　毎事業年度における事業年度の終了の
日の属する月の翌月以後の最初の 6月
30日
二　労働者派遣事業収支決算書（様式第
12号）　毎事業年度経過後３月が経過す
る日

第 17 条の２（関係派遣先への派遣割合の報
告）　
	 法第 23 条第３項の規定による報告は、毎
事業年度経過後３月が経過する日までに、
当該事業年度に係る関係派遣先派遣割合報
告書（様式第 12 号の２）を厚生労働大臣
に提出することにより行わなければならな
い。

第 18 条（海外派遣の届出）
	 派遣元事業主は、法第 23 条第４項の規定
による海外派遣（以下単に「海外派遣」と
いう。）をしようとするときは、海外派遣
届出書（様式第 13 号）に第 23 条の規定
による書面の写しを添えて厚生労働大臣に
提出しなければならない。

第 18 条の２（情報提供の方法等）
１　法第 23 条第５項の規定による情報の提
供は、事業所への書類の備付け、インター
ネットの利用その他の適切な方法により行
わなければならない。
２　法第 23 条第５項の厚生労働省令で定め
るところにより算定した割合は、前事業年
度に係る労働者派遣事業を行う事業所（以
下この項において「１の事業所」という。）
ごとの当該事業に係る労働者派遣に関する
料金の額の平均額（当該事業年度における
派遣労働者１人１日当たりの労働者派遣に
関する料金の額の平均額をいう。以下この
条において同じ。）から派遣労働者の賃金
の額の平均額（当該事業年度における派遣
労働者１人１日当たりの賃金の額の平均額
をいう。次項において同じ。）を控除した

額を労働者派遣に関する料金の額の平均
額で除して得た割合（当該割合に小数点以
下 1位未満の端数があるときは、これを四
捨五入する。）とする。ただし、１の事業
所が当該派遣元事業主の労働者派遣事業を
行う他の事業所と一体的な経営を行つてい
る場合には、その範囲内において同様の方
法により当該割合を算定することを妨げな
い。
３　法第 23 条第５項の厚生労働省令で定め
る事項は、次のとおりとする。
一　労働者派遣に関する料金の額の平均額
二　派遣労働者の賃金の額の平均額
三　法第 30条の 4第 1項の協定を締結し
ているか否かの別
四　法第 30条の 4第 1項の協定を締結し
ている場合にあつては、協定対象派遣労
働者（法第 30 条の 5に規定する協定対
象派遣労働者をいう。以下同じ。）の範
囲及び当該協定の有効期間の終期
五　その他労働者派遣事業の業務に関し参
考となると認められる事項

第 18 条の３（法第 23 条の２の厚生労働省
令で定める者等）　
１　法第 23 条の２の厚生労働省令で定める
者は、次に掲げる者とする。
一　派遣元事業主を連結子会社（連結財務
諸表の用語、様式及び作成方法に関する
規則（昭和 51 年大蔵省令第 28 号）第
２条第四号に規定する連結子会社をい
う。以下この号において同じ。）とする
者及び当該者の連結子会社
二　派遣元事業主の親会社等又は派遣元事
業主の親会社等の子会社等（前号に掲げ
る者を除く。）

２　前項第二号の派遣元事業主の親会社等
は、次に掲げる者とする。
一　派遣元事業主（株式会社である場合に
限る。）の議決権の過半数を所有してい
る者
二　派遣元事業主（持分会社（会社法（平
成 17 年法律第 86 号）第 575 条第１項
に規定する持分会社をいう。次項におい
て同じ。）である場合に限る。）の資本金
の過半数を出資している者
三　派遣元事業主の事業の方針の決定に関
して、前二号に掲げる者と同等以上の支
配力を有すると認められる者
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３　第１項第二号の派遣元事業主の親会社等
の子会社等は、次に掲げる者とする。
一　派遣元事業主の親会社等が議決権の過
半数を所有している者（株式会社である
場合に限る。）
二　派遣元事業主の親会社等が資本金の過
半数を出資している者（持分会社である
場合に限る。）
三　事業の方針の決定に関する派遣元事業
主の親会社等の支配力が前二号に掲げる
者と同等以上と認められる者

４　法第 23 条の２の厚生労働省令で定める
ところにより算定した割合は、1の事業年
度における派遣元事業主が雇用する派遣労
働者（60 歳以上の定年に達したことによ
り退職した者であつて当該派遣元事業主
に雇用されているものを除く。）の関係派
遣先（同条に規定する関係派遣先をいう。）
に係る同条に規定する派遣就業（以下単に
「派遣就業」という。）に係る総労働時間を、
その事業年度における当該派遣元事業主が
雇用する派遣労働者の全ての派遣就業に係
る総労働時間で除して得た割合（当該割合
に小数点以下 1位未満の端数があるとき
は、これを切り捨てる。）とする。

第 19 条（書類の提出の経由）
	 法第２章又はこの章の規定により厚生労働
大臣に提出する書類は、派遣元事業主の主
たる事務所の所在地を管轄する都道府県労
働局長を経由して提出するものとする。た
だし、法第８条第３項、法第 11 条第１項
若しくは第４項又は第４条第１項の規定に
より厚生労働大臣に提出する書類（許可証
を含む。）のうち、法第５条第２項第一号
及び第二号に規定する事項以外の事項に係
るものについては、当該事業所の所在地を
管轄する都道府県労働局長を経由して提出
することができる。

第 20 条（提出すべき書類の部数）
	 法第２章又はこの章の規定により厚生労働
大臣に提出する書類（許可証を除く。）は、
正本にその写し２通（第１条の２第２項、
第５条第２項又は第８条第２項若しくは第
３項に規定する書類にあつては、１通）を
添えて提出しなければならない。

第２章　派遣労働者の保護等に関す
る措置

第１節　労働者派遣契約

第 21 条（労働者派遣契約における定めの方
法等）
１　法第 26 条第１項の規定による定めは、
同項各号に掲げる事項の内容の組合せが１
であるときは当該組合せに係る派遣労働者
の数を、当該組合せが２以上であるときは
当該それぞれの組合せの内容及び当該組合
せごとの派遣労働者の数を定めることによ
り行わなければならない。
２　法第 26 条第１項第一号の業務の内容に
令第 4条第 1項各号に掲げる業務が含まれ
るときは、当該業務が該当する同項各号に
掲げる業務の号番号を付するものとする。
ただし、日雇労働者に係る労働者派遣が行
われないことが明らかである場合は、この
限りでない。	
３　労働者派遣契約の当事者は、当該労働者
派遣契約の締結に際し法第 26 条第１項の
規定により定めた事項を、書面に記載して
おかなければならない。
４　派遣元事業主から労働者派遣の役務の提
供を受ける者は、当該労働者派遣契約の締
結に当たり法第 26 条第３項の規定により
明示された内容を、前項の書面に併せて記
載しておかなければならない。

第 21 条の 2（法第 26 条第 1 項第二号の厚生
労働省令で定める区分）
	 法第 26 条第 1項第二号の厚生労働省令で
定める区分は、名称のいかんを問わず、業
務の関連性に基づいて法第 2条第四号に規
定する派遣先（以下単に「派遣先」という。）
が設定した労働者の配置の区分であつて、
配置された労働者の業務の遂行を指揮命令
する職務上の地位にある者が当該労働者の
業務の配分及び当該業務に係る労務管理に
関して直接の権限を有するものとする。

第 22 条（法第 26 条第１項第十号の厚生労
働省令で定める事項）
	 法第 26 条第１項第十号の厚生労働省令で
定める事項は、次のとおりとする。
一　派遣労働者が従事する業務に伴う責任
の程度
二　派遣元責任者及び派遣先責任者に関す
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る事項
三　労働者派遣の役務の提供を受ける者が
法第 26 条第１項第四号に掲げる派遣就
業をする日以外の日に派遣就業をさせる
ことができ、又は同項第五号に掲げる派
遣就業の開始の時刻から終了の時刻まで
の時間を延長することができる旨の定め
をした場合における当該派遣就業をさせ
ることができる日又は延長することがで
きる時間数
四　派遣元事業主が、派遣先である者又は
派遣先となろうとする者との間で、これ
らの者が当該派遣労働者に対し、診療所
等の施設であつて現に当該派遣先である
者又は派遣先になろうとする者に雇用さ
れる労働者が通常利用しているもの（第
32条の 3各号に掲げるものを除く。）の
利用、レクリエーション等に関する施設
又は設備の利用、制服の貸与その他の派
遣労働者の福祉の増進のための便宜を供
与する旨の定めをした場合における当該
便宜供与の内容及び方法
五　労働者派遣の役務の提供を受ける者
が、労働者派遣の終了後に当該労働者派
遣に係る派遣労働者を雇用する場合に、
労働者派遣をする事業主に対し、あらか
じめその旨を通知すること、手数料を支
払うことその他の労働者派遣の終了後に
労働者派遣契約の当事者間の紛争を防止
するために講ずる措置
六　派遣労働者を協定対象派遣労働者に限
るか否かの別
七　派遣労働者を無期雇用派遣労働者（法
第 30 条の 2第 1項に規定する無期雇用
派遣労働者をいう。）又は第 32 条の 4
に規定する者に限るか否かの別

第 22 条の２（契約に係る書面の記載事項）
	 第 21 条第３項に規定する書面には、同項
及び同条第４項に規定する事項のほか、次
の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞ
れ当該各号に定める事項を記載しなければ
ならない。
一　紹介予定派遣の場合　当該派遣先が
職業紹介を受けることを希望しない場合
又は職業紹介を受けた者を雇用しない場
合には、派遣元事業主の求めに応じ、そ
の理由を、書面の交付若しくはファクシ
ミリを利用してする送信又は電子メール

その他のその受信をする者を特定して情
報を伝達するために用いられる電気通信
（電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86
号）第 2 条第一号に規定する電気通信
をいう。以下「電子メール等」という。）
の送信の方法（当該電子メール等の受信
をする者が当該電子メール等の記録を出
力することにより書面を作成すること
ができるものに限る。同号ロにおいて同
じ。）（以下「書面の交付等」という。）に
より、派遣元事業主に対して明示する旨
二　法第 40 条の２第１項第三号イの業務
について行われる労働者派遣の場合　同
号イに該当する旨
三　法第 40 条の２第１項第三号ロの業務
について行われる労働者派遣の場合　次
のイからハまでに掲げる事項
イ　法第 40 条の２第１項第三号ロに該
当する旨	
ロ　当該派遣先において当該業務が１箇
月間に行われる日数	
ハ　当該派遣先に雇用される通常の労働
者の１箇月間の所定労働日数	

四　法第 40 条の２第１項第四号の労働者
派遣の場合　次のイ及びロに掲げる事項
イ　労働基準法（昭和22年法律第49号）
第 65 条第１項若しくは第２項の規定
による休業（以下「産前産後休業」と
いう。）、育児休業、介護休業等育児又
は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律（平成３年法律第 76 号。以下
「育児・介護休業法」という。）第２条
第一号に規定する育児休業（以下「育
児休業」という。）又は第 33条に規定
する場合における休業をする労働者の
氏名及び業務	
ロ　イの労働者がする産前産後休業、育
児休業又は第 33 条に規定する場合に
おける休業の開始及び終了予定の日	

五　法第 40 条の２第１項第五号の労働者
派遣の場合　次のイ及びロに掲げる事項
イ　育児・介護休業法第２条第二号に規
定する介護休業（以下「介護休業」と
いう。）又は第 33条の２に規定する休
業をする労働者の氏名及び業務	
ロ　イの労働者がする介護休業又は第
33 条の２に規定する休業の開始及び
終了予定の日
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第 23 条（海外派遣に係る労働者派遣契約に
おける定めの方法）
	 派遣元事業主は、海外派遣に係る労働者派
遣契約の締結に際し、法第 26 条第２項の
規定により定めた事項を書面に記載して、
当該海外派遣に係る役務の提供を受ける者
に当該書面の交付等をしなければならない。

第 24 条（法第 26 条第２項第三号の厚生労
働省令で定める措置）
	 法第 26 条第２項第三号の厚生労働省令で
定める措置は、次のとおりとする。
一　法第 26 条第４項に規定する法第 40
条の２第１項の規定に抵触することとな
る最初の日の通知
二　法第 39 条の労働者派遣契約に関する
措置
三　法第 40 条第１項の苦情の内容の通知
及び当該苦情の処理
四　法第 40 条第 2項に規定する教育訓練
の実施等必要な措置
五　法第 40 条第 3項に規定する福利厚生
施設の利用の機会の付与
六　法第 40 条の４に規定する派遣労働者
の雇用に関する事項に関する措置
七　法第 40 条の 5に規定する労働者の募
集に係る事項の周知
八　法第 40条の 9第２項に規定する通知
九　疾病、負傷等の場合における療養の実
施その他派遣労働者の福祉の増進に係る
必要な援助
十　前各号に掲げるもののほか、派遣就業
が適正かつ円滑に行われるようにするた
め必要な措置

第 24 条の２（法第 26 条第４項に規定する
法第 40 条の２第１項の規定に抵触するこ
ととなる最初の日の通知の方法）
	 法第 26 条第４項に規定する法第 40 条の
２第１項の規定に抵触することとなる最初
の日の通知は、労働者派遣契約を締結する
に当たり、あらかじめ、法第 26 条第４項
の規定により通知すべき事項に係る書面の
交付等により行わなければならない。

第 24 条の 3（法第 26 条第 7 項の情報の提供
の方法等）
1　法第 26 条第 7項の情報の提供は、同項
の規定により提供すべき事項に係る書面の
交付等により行わなければならない。
2　派遣元事業主は前項の規定による情報の

提供に係る書面等を、派遣先は当該書面等
の写しを、当該労働者派遣契約に基づく労
働者派遣が終了した日から起算して 3年を
経過する日まで保存しなければならない。

第 24 条の 4（法第 26 条第 7 項の厚生労働省
令で定める情報）
1　法第 26 条第 7項の厚生労働省令で定め
る情報は、次の各号に掲げる場合の区分に
応じ、それぞれ当該各号に定める情報とす
る。
一　労働者派遣契約に、当該労働者派遣契
約に基づく労働者派遣に係る派遣労働者
を協定対象派遣労働者に限定しないこと
を定める場合　次のイからホまでに掲げ
る情報
イ　比較対象労働者（法第 26 条第 8項
に規定する比較対象労働者をいう。以
下同じ。）の職務の内容（同項に規定
する職務の内容をいう。以下同じ。）、
当該職務の内容及び配置の変更の範囲
並びに雇用形態
ロ　当該比較対象労働者を選定した理由
ハ　当該比較対象労働者の待遇のそれぞ
れの内容（昇給、賞与その他の主な待
遇がない場合には、その旨を含む。）
ニ　当該比較対象労働者の待遇のそれぞ
れの性質及び当該待遇を行う目的
ホ　当該比較対象労働者の待遇のそれぞ
れについて、職務の内容、当該職務の
内容及び配置の変更の範囲その他の事
情のうち、当該待遇に係る決定をする
に当たつて考慮したもの

二　労働者派遣契約に、当該労働者派遣契
約に基づく労働者派遣に係る派遣労働者
を協定対象派遣労働者に限定することを
定める場合　次のイ及びロに掲げる情報
イ　法第 40 条第 2項の教育訓練の内容
（当該教育訓練がない場合には、その
旨）
ロ　第 32 条の 3各号に掲げる福利厚生
施設の内容（当該福利厚生施設がない
場合には、その旨）	

第 24 条の 5（法第 26 条第 8 項の厚生労働省
令で定める者）
1　法第 26 条第 8項の厚生労働省令で定め
る者は、次のとおりとする。
一　職務の内容並びに当該職務の内容及び
配置の変更の範囲が派遣労働者と同一で
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あると見込まれる通常の労働者
二　前号に該当する労働者がいない場合に
あつては、職務の内容が派遣労働者と同
一であると見込まれる通常の労働者
三　前二号に該当する労働者がいない場合
にあつては、前二号に掲げる者に準ずる
労働者

第 24 条の 6（法第 26 条第 10 項の情報の提
供の方法等）
1　法第 26条第 10項の情報の提供は、同条
第七項の情報に変更があつたときは、遅滞
なく、同条第 10 項の規定により提供すべ
き事項に係る書面の交付等により行わなけ
ればならない。
2　派遣労働者を協定対象派遣労働者に限定
しないことを定めた労働者派遣契約に基づ
き現に行われている労働者派遣に係る派遣
労働者の中に協定対象派遣労働者以外の者
がいない場合には、法第 26 条第 10 項の
情報（法第 40 条第 2項の教育訓練及び第
32 条の 3各号に掲げる福利厚生施設に係
るものを除く。）の提供を要しない。この
場合において、当該派遣労働者の中に新た
に協定対象派遣労働者以外の者が含まれる
こととなつたときは、派遣先は、遅滞なく、
当該情報を提供しなければならない。
3　労働者派遣契約が終了する日前 1週間以
内における変更であつて、当該変更を踏ま
えて派遣労働者の待遇を変更しなくても法
第 30 条の 3の規定に違反しないものであ
り、かつ、当該変更の内容に関する情報の
提供を要しないものとして労働者派遣契約
で定めた範囲を超えないものが生じた場合
には、法第 26 条第 10 項の情報の提供を
要しない。
4　第 24 条の 3 第 2 項の規定については、
法第 26 条第 10 項の情報の提供について
準用する。

第２節　派遣元事業主の講ずべき措置等

第 25 条（法第 30 条第１項の厚生労働省令
で定める者等）
１　法第 30条第 1項の派遣先の事業所その
他派遣就業の場所における同一の組織単位
（法第 26 条第 1 項第二号に規定する組織
単位をいう。以下同じ。）の業務について
継続して 1年以上の期間当該労働者派遣に

係る労働に従事する見込みがある者として
厚生労働省令で定めるものは、派遣先の事
業所その他派遣就業の場所（以下「事業所
等」という。）における同一の組織単位の
業務について継続して 1年以上の期間当該
労働者派遣に係る労働に従事する見込みが
ある者であつて、当該労働者派遣の終了後
も継続して就業することを希望しているも
の（法第 40条の 2第 1項各号に掲げる労
働者派遣に係る派遣労働者を除く。）とする。
２　前項の派遣労働者の希望については、派
遣元事業主が当該派遣労働者に係る労働者
派遣が終了する日の前日までに当該派遣労
働者に対して聴くものとする。
３　法第 30条第 1項のその他雇用の安定を
図る必要性が高いと認められる者として厚
生労働省令で定めるものは、当該派遣元事
業主に雇用された期間が通算して 1年以上
である有期雇用派遣労働者（同項に規定す
る有期雇用派遣労働者をいい、第 1項に規
定する者を除く。）とする。
４　法第 30条第 1項の派遣労働者として期
間を定めて雇用しようとする労働者であつ
て雇用の安定を図る必要性が高いと認めら
れるものとして厚生労働省令で定めるもの
は、当該派遣元事業主に雇用された期間が
通算して1年以上である派遣労働者として期
間を定めて雇用しようとする労働者とする。

第 25 条の 2（法第 30 条の措置の実施の方法）
１　派遣元事業主は、法第 30条第 1項の規
定による措置を講ずるに当たつては、同項
各号のいずれかの措置を講ずるように努め
なければならない。
２　法第 30条第 2項の規定により読み替え
て適用する同条第 1項の規定による措置
を講ずる場合における前項の規定の適用に
ついては、同項中「講ずるように努めなけ
ればならない」とあるのは、「講じなけれ
ばならない。ただし、同項第一号の措置が
講じられた場合であつて、当該措置の対象
となつた特定有期雇用派遣労働者（同項に
規定する特定有期雇用派遣労働者をいう。）
が当該派遣先に雇用されなかつたときは、
同項第二号から第四号までのいずれかの措
置を講じなければならない」とする。

第 25 条の 3（法第 30 条第 1 項第二号の厚生
労働省令で定める事項）
	 法第 30 条第 1項第二号の厚生労働省令で
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定める事項は、特定有期雇用派遣労働者等
（同項に規定する特定有期雇用派遣労働者
等をいう。以下同じ。）の居住地、従前の
職務に係る待遇その他派遣労働者の配置に
関して通常考慮すべき事項とする。

第 25 条の 4（法第 30 条第 1 項第四号の厚生
労働省令で定める教育訓練）
	 法第 30 条第 1項第四号の厚生労働省令で
定める教育訓練は、新たな就業の機会を提
供するまでの間に行われる教育訓練（当該
期間中、特定有期雇用派遣労働者等に対し
賃金が支払われる場合に限る。）とする。

第 25 条の 5（法第 30 条第 1 項第四号の厚生
労働省令で定める措置）
	 法第 30 条第 1項第四号の厚生労働省令で
定める措置は、次のとおりとする。
一　前条に規定する教育訓練
二　当該派遣元事業主が職業安定法（昭和
22 年法律第 141 号）その他の法律の規
定による許可を受けて、又は届出をして
職業紹介を行うことができる場合にあつ
ては、特定有期雇用派遣労働者等を紹介
予定派遣の対象とし、又は紹介予定派遣
に係る派遣労働者として雇い入れること。
三　その他特定有期雇用派遣労働者等の雇
用の継続が図られると認められる措置

第 25 条の 6（法第 30 条の 4 第 1 項の過半数
代表者）
1　法第 30 条の 4第 1項の労働者の過半数
を代表する者（以下この条において「過半
数代表者」という。）は、次の各号のいず
れにも該当する者とする。ただし、第一号
に該当する者がいない場合にあつては、過
半数代表者は第二号に該当する者とする。
一　労働基準法第 41 条第二号に規定する
監督又は管理の地位にある者でないこと。
二　法第 30条の 4第 1項の協定をする者
を選出することを明らかにして実施され
る投票、挙手等の民主的な方法による手
続により選出された者であつて、派遣元
事業主の意向に基づき選出されたもので
ないこと。

2　派遣元事業主は、労働者が過半数代表者
であること若しくは過半数代表者になろう
としたこと又は過半数代表者として正当な
行為をしたことを理由として、当該労働者
に対して不利益な取扱いをしないようにし
なければならない。

3　派遣元事業主は、過半数代表者が法第 30
条の 4第 1項の協定に関する事務を円滑に
遂行することができるよう必要な配慮を行
わなければならない。

第 25 条の 7（法第 30 条の 4 第 1 項の厚生労
働省令で定める待遇）
	 法第 30 条の 4第 1項の厚生労働省令で定
める待遇は、次のとおりとする。
一　法第 40条第 2項の教育訓練
二　第 32 条の 3各号に掲げる福利厚生施
設

第 25 条の 8（法第 30 条の 4 第 1 項第二号の
厚生労働省令で定める賃金）
	 法第 30 条の 4第 1項第二号の厚生労働省
令で定める賃金は、通勤手当、家族手当、
住宅手当、別居手当、子女教育手当その他
名称の如何を問わず支払われる賃金（職務
の内容に密接に関連して支払われるものを
除く。）とする。

第 25 条の 9（法第 30 条の 4 第 1 項第二号イ
の厚生労働省令で定める賃金の額）
	 法第 30 条の 4第 1項第二号イの厚生労働
省令で定める賃金の額は、派遣先の事業所
その他派遣就業の場所の所在地を含む地域
において派遣労働者が従事する業務と同種
の業務に従事する一般の労働者であつて、
当該派遣労働者と同程度の能力及び経験を
有する者の平均的な賃金の額とする。

第 25 条の 10（法第 30 条の 4 第 1 項第六号
の厚生労働省令で定める事項）
　法第 30条の 4第 1項第六号の厚生労働省
令で定める事項は、次のとおりとする。
一　有効期間
二　法第 30条の 4第 1項第一号に掲げる
派遣労働者の範囲を派遣労働者の一部に
限定する場合には、その理由
三　派遣元事業主は、特段の事情がない限
り、一の労働契約の契約期間中に、当該
労働契約に係る派遣労働者について、派
遣先の変更を理由として、協定対象派遣
労働者であるか否かを変更しようとしな
いこと。

第 25 条の 11（法第 30 条の 4 第 2 項の周知
の方法）
	 法第 30 条の 4第 2項の周知は、次のいず
れかの方法により行わなければならない。
一　書面の交付の方法
二　次のいずれかの方法によることを当該

改
正
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則



56

（第 25 条の 12 〜第 25 条の 19）

労働者が希望した場合における当該方法
イ　ファクシミリを利用してする送信の
方法
ロ　電子メール等の送信の方法

三　電子計算機に備えられたファイル、磁
気ディスクその他これらに準ずる物に記
録し、かつ、労働者が当該記録の内容を
常時確認できる方法
四　常時当該派遣元事業主の各事業所の見
やすい場所に掲示し、又は備え付ける方
法（法第 30 条の 4第 1項の協定の概要
について、第一号又は第二号の方法によ
り併せて周知する場合に限る。）

第 25 条の 12（協定に係る書面の保存）
　派遣元事業主は、法第 30条の 4第 1項の
協定を締結したときは、当該協定に係る書
面を、その有効期間が終了した日から起算
して 3年を経過する日まで保存しなければ
ならない。

第 25 条の 13（法第 30 条の五の厚生労働省
令で定める賃金）
	 法第 30 条の 5の厚生労働省令で定める賃
金は、通勤手当、家族手当、住宅手当、別
居手当、子女教育手当その他名称の如何を
問わず支払われる賃金（職務の内容に密接
に関連して支払われるものを除く。）とする。

第 25 条の 14（待遇に関する事項等の説明）
１　法第 31 条の２第１項の規定による説明
は、書面の交付等その他の適切な方法によ
り行わなければならない。ただし、次項第
一号に規定する労働者の賃金の額の見込み
に関する事項の説明は、書面の交付等の方
法により行わなければならない。
２　法第 31 条の２第１項の厚生労働省令で
定める事項は、次のとおりとする。
一　労働者を派遣労働者として雇用した場
合における当該労働者の賃金の額の見込
み、健康保険法（大正 11年法律第 70号）
に規定する被保険者の資格の取得、厚生
年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）
に規定する被保険者の資格の取得及び雇
用保険法（昭和 49年法律第 116 号）に
規定する被保険者となることに関する事項
その他の当該労働者の待遇に関する事項
二　事業運営に関する事項
三　労働者派遣に関する制度の概要

第 25 条の 15
	 法第 31 条の 2第 2項の厚生労働省令で定

める方法は、次条各号に掲げる事項が明ら
かとなる次のいずれかの方法によることを
当該派遣労働者が希望した場合における当
該方法とする。
一　ファクシミリを利用してする送信の方
法
二　電子メール等の送信の方法

第 25 条の 16
	 法第 31 条の 2第 2項第一号の厚生労働省
令で定める事項は、次のとおりとする。
一　昇給の有無
二　退職手当の有無
三　賞与の有無
四　協定対象派遣労働者であるか否か（協
定対象派遣労働者である場合には、当該
協定の有効期間の終期）
五　派遣労働者から申出を受けた苦情の処
理に関する事項

第 25 条の 17
	 派遣元事業主は、法第 31条の 2第 2項の
規定により派遣労働者に対して明示しなけ
ればならない同項第一号に掲げる事項を事
実と異なるものとしてはならない。

第 25 条の 18
	 法第 31 条の 2第 2項（第二号に係る部分
に限る。）及び第 3項（第二号に係る部分
に限る。）の規定による説明は、書面の活
用その他の適切な方法により行わなければ
ならない。

第 25 条の 19
1　労働者派遣の実施について緊急の必要が
あるためあらかじめ法第 31条の 2第 3項
に規定する文書の交付等により同項（第一
号に係る部分に限る。）の明示を行うこと
ができないときは、当該文書の交付等以外
の方法によることができる。
2　前項の場合であつて、次の各号のいずれ
かに該当するときは、当該労働者派遣の開
始の後遅滞なく、法第 31条の 2第 3項（第
一号に係る部分に限る。）の規定により明
示すべき事項を同項に規定する文書の交付
等により当該派遣労働者に明示しなければ
ならない。
一　当該派遣労働者から請求があつたと
き。
二　前号以外の場合であつて、当該労働者
派遣の期間が 1週間を超えるとき。
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第 25 条の 20
	 法第 31 条の 2第 3項第一号の厚生労働省
令で定める事項は、次のとおりとする。
一　労働契約の期間に関する事項
二　期間の定めのある労働契約を更新する
場合の基準に関する事項
三　就業の場所及び従事すべき業務に関す
る事項
四　始業及び終業の時刻、所定労働時間を
超える労働の有無、休憩時間、休日並び
に労働者を 2組以上に分けて就業させる
場合における就業時転換に関する事項
五　退職に関する事項（解雇の事由を含
む。）
六　派遣労働者から申出を受けた苦情の処
理に関する事項

第 26 条（就業条件の明示の方法等）
１　法第 34 条第１項及び第２項の規定によ
る明示は、当該規定により明示すべき事項
を次のいずれかの方法により明示すること
により行わなければならない。ただし、同
条第１項の規定による明示にあつては、労
働者派遣の実施について緊急の必要がある
ためあらかじめこれらの方法によることが
できない場合において、当該明示すべき事
項をあらかじめこれらの方法以外の方法に
より明示したときは、この限りでない。
一　書面の交付の方法
二　次のいずれかの方法によることを当該
派遣労働者が希望した場合における当該
方法
イ　ファクシミリを利用してする送信の
方法	
ロ　電子メール等の送信の方法	

２　前項ただし書の場合であつて、次の各号
のいずれかに該当するときは、当該労働者
派遣の開始の後遅滞なく、当該事項を前項
各号に掲げるいずれかの方法により当該派
遣労働者に明示しなければならない。
一　当該派遣労働者から請求があつたとき
二　前号以外の場合であつて、当該労働者
派遣の期間が１週間を超えるとき

３　前 2項の規定は、法第 34条第 3項の規
定による明示について準用する。

第 26 条の 2（法第 34 条第 1 項第二号の厚生
労働省令で定める事項）
	 法第 34 条第 1項第二号の厚生労働省令で
定める事項は、第 27条の 2第 1項各号に

掲げる書類が同項に規定する行政機関に提
出されていない場合のその具体的な理由と
する。

第 26 条の３（労働者派遣に関する料金の額
の明示の方法等）　
１　法第 34 条の２の規定による明示は、第
３項の規定による額を書面の交付等の方法
により行わなければならない。
２　派遣元事業主が労働者派遣をしようとす
る場合における次項の規定による額が労働
者を派遣労働者として雇い入れようとする
場合における法第 34 条の２の規定により
明示した額と同一である場合には、同条の
規定による明示を要しない。
３　法第 34 条の２の厚生労働省令で定める
額は、次のいずれかに掲げる額とする。
一　当該労働者に係る労働者派遣に関する
料金の額
二　当該労働者に係る労働者派遣を行う事
業所における第18条の２第２項に規定す
る労働者派遣に関する料金の額の平均額

第 27 条（派遣先への通知の方法等）
１　法第 35 条第１項の規定による通知は、
法第 26 条第１項各号に掲げる事項の内容
の組合せが１であるときは当該組合せに係
る派遣労働者の氏名及び次条第１項各号に
掲げる事項を、当該組合せが２以上である
ときは当該組合せごとに派遣労働者の氏名
及び同条第１項各号に掲げる事項を通知す
ることにより行わなければならない。
２　法第 35 条第１項の規定による通知は、
労働者派遣に際し、あらかじめ、同項によ
り通知すべき事項に係る書面の交付等によ
り行わなければならない。ただし、労働者
派遣の実施について緊急の必要があるため
あらかじめ書面の交付等ができない場合に
おいて、当該通知すべき事項をあらかじめ
書面の交付等以外の方法により通知したと
きは、この限りでない。
３　前項ただし書の場合であつて、当該労働
者派遣の期間が２週間を超えるとき（法第
26 条第１項各号に掲げる事項の内容の組
合せが２以上である場合に限る。）は、当
該労働者派遣の開始の後遅滞なく、当該事
項に係る書面の交付等をしなければならな
い。
４　第 2項に定めるほか、派遣元事業主は、
法第 35条第 1項の規定により次条第 1項
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各号に掲げる書類がそれぞれ当該各号に掲
げる省令により当該書類を届け出るべきこ
ととされている行政機関に提出されている
ことを派遣先に通知するときは、その事実
を当該事実を証する書類の提示その他の適
切な方法により示さなければならない。
５　法第 35 条第２項の規定による通知は、
書面の交付等により行わなければならな
い。
６　第 4項の規定は、前項の通知について準
用する。

第 27 条の２（法第 35 条第１項第五号の厚
生労働省令で定める事項）
１　法第 35 条第１項第五号の厚生労働省令
で定める事項は、当該労働者派遣に係る派
遣労働者に関して、次の各号に掲げる書類
がそれぞれ当該各号に掲げる省令により当
該書類を届け出るべきこととされている行
政機関に提出されていることの有無とす
る。
一　健康保険法施行規則（大正 15 年内務
省令第 36 号）第 24 条第１項に規定す
る健康保険被保険者資格取得届
二　厚生年金保険法施行規則（昭和 29 年
厚生省令第 37 号）第 15 条に規定する
厚生年金保険被保険者資格取得届
三　雇用保険法施行規則（昭和 50 年労働
省令第３号）第６条に規定する雇用保険
被保険者資格取得届

２　派遣元事業主は、前項の規定により同項
各号に掲げる書類が提出されていないこと
を派遣先に通知するときは、当該書類が提
出されていない具体的な理由を付さなけれ
ばならない。

第 28 条（法第 35 条第１項第六号の厚生労
働省令で定める事項）
	 法第 35 条第１項第六号の厚生労働省令で
定める事項は、次のとおりとする。
一　派遣労働者の性別（派遣労働者が 45
歳以上である場合にあつてはその旨及
び当該派遣労働者の性別、派遣労働者が
18 歳未満である場合にあつては当該派
遣労働者の年齢及び性別）
二　派遣労働者に係る法第 26 条第１項第
四号、第五号又は第十号に掲げる事項の
内容が、同項の規定により労働者派遣契
約に定めた当該派遣労働者に係る組合せ
におけるそれぞれの事項の内容と異なる

場合における当該内容
第 28 条の２（令第４条第２項第二号の厚生

労働省令で定める者）　
	 令第４条第２項第二号の厚生労働省令で定
める者は、次に掲げる者とする。
一　卒業を予定している者であつて、雇用
保険法第５条第１項に規定する適用事業
に雇用され、卒業した後も引き続き当該
事業に雇用されることになつているもの
二　休学中の者
三　前二号に掲げる者に準ずる者

第 28 条の３（令第４条第２項第三号の厚生
労働省令で定めるところにより算定した収
入の額等）　
１　令第４条第２項第三号の厚生労働省令で
定めるところにより算定した収入の額は、
次に掲げる額とする。
一　日雇労働者の１年分の賃金その他の収
入の額
二　日雇労働者（主として生計を 1にする
配偶者（婚姻の届出をしていないが、事
実上婚姻関係と同様の事情にある者を含
む。）その他の親族（以下この号におい
て「配偶者等」という。）の収入により
生計を維持する者に限る。）及び当該日
雇労働者と生計を 1にする配偶者等の１
年分の賃金その他の収入の額を合算した
額

２　令第４条第２項第三号の厚生労働省令で
定める額は、500 万円とする。

第 29 条（派遣元責任者の選任）
	 法第 36 条の規定による派遣元責任者の選
任は、次に定めるところにより行わなけれ
ばならない。
一　派遣元事業主の事業所（以下この条に
おいて単に「事業所」という。）ごとに
当該事業所に専属の派遣元責任者として
自己の雇用する労働者の中から選任する
こと。ただし、派遣元事業主（法人であ
る場合は、その役員）を派遣元責任者と
することを妨げない。
二　当該事業所の派遣労働者の数が 100
人以下のときは１人以上の者を、100 人
を超え 200 人以下のときは２人以上の
者を、200 人を超えるときは、当該派遣
労働者の数が 100 人を超える 100 人ご
とに１人を２人に加えた数以上の者を選
任すること。
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三　法附則第４項に規定する物の製造の業
務（以下「製造業務」という。）に労働
者派遣をする事業所にあつては、当該事
業所の派遣元責任者のうち、製造業務に
従事する派遣労働者の数が 100 人以下
のときは１人以上の者を、100 人を超
え 200 人以下のときは２人以上の者を、
200 人を超えるときは、当該派遣労働者
の数が 100 人を超える 100 人ごとに１
人を２人に加えた数以上の者を当該派遣
労働者を専門に担当する者（以下「製造
業務専門派遣元責任者」という。）とす
ること。ただし、製造業務専門派遣元責
任者のうち１人は、製造業務に従事しな
い派遣労働者を併せて担当することがで
きる。

第 29 条の 2（法第 36 条の厚生労働省令で定
める基準）
	 法第 36条の厚生労働省令で定める基準は、
次の各号のいずれにも該当することとす
る。
一　過去 3年以内に、派遣労働者に係る雇
用管理の適正な実施のために必要な知識
を習得させるための講習として厚生労働
大臣が定めるものを修了していること。
二　精神の機能の障害により派遣元責任者
の業務を適正に行うに当たつて必要な認
知、判断及び意思疎通を適切に行うこと
ができない者でないこと。

第 30 条（派遣元管理台帳の作成及び記載）
１　法第 37 条第１項の規定による派遣元管
理台帳の作成は、派遣元事業主の事業所ご
とに、行わなければならない。
２　法第 37 条第１項の規定による派遣元管
理台帳の記載は、労働者派遣をするに際し、
行わなければならない。
３　前項に定めるもののほか、法第 42 条第
３項の規定による通知が行われる場合にお
いて、当該通知に係る事項が法第 37 条第
１項各号に掲げる事項に該当する場合であ
つて当該通知に係る事項の内容が前項の記
載と異なるときは、当該通知が行われた都
度、当該通知に係る事項の内容を記載しな
ければならない。

第 30 条の 2（法第 37 条第 1 項第十号の厚生
労働省令で定める教育訓練）
	 法第 37 条第 1項第十号の厚生労働省令で
定める教育訓練は、法第 30条の 2第 1項

の規定による教育訓練とする。
第 31 条（法第 37 条第１項第十三号の厚生

労働省令で定める事項）
	 法第 37 条第１項第十三号の厚生労働省令
で定める事項は、次のとおりとする。
一　派遣労働者の氏名
二　派遣労働者が従事する業務に伴う責任
の程度
三　事業所の名称
四　派遣元責任者及び派遣先責任者に関す
る事項
五　令第 4条第 1項各号に掲げる業務につ
いて労働者派遣をするときは、第 21 条
第２項の規定により付することとされる
号番号
六　法第 40 条の２第１項第三号イの業務
について労働者派遣をするときは、第
22条の２第二号の事項
七　法第 40 条の２第１項第三号ロの業務
について労働者派遣をするときは、第
22条の２第三号の事項
八　法第 40 条の２第１項第四号の労働者
派遣をするときは、第 22 条の２第四号
の事項
九　法第 40 条の２第１項第五号の労働者
派遣をするときは、第 22 条の２第五号
の事項
十　法第 30条の 2第 2項の規定による援
助を行つた日及び当該援助の内容
十一　第 27 条の２の規定による通知の内
容

第 32 条（保存期間の起算日）
	 法第 37 条第２項の規定による派遣元管理
台帳を保存すべき期間の計算についての起
算日は、労働者派遣の終了の日とする。

第３節　派遣先の講ずべき措置等

第 32 条の 2（法第 40 条第 2 項の厚生労働省
令で定める場合）
	 法第 40 条第 2項の厚生労働省令で定める
場合は、当該教育訓練と同様の教育訓練を
派遣元事業主が既に実施した場合又は実施
することができる場合とする。

第 32 条の 3（法第 40 条第 3 項の厚生労働省
令で定める福利厚生施設）
	 法第 40 条第 3項の厚生労働省令で定める
福利厚生施設は、次のとおりとする。
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一　給食施設
二　休憩室
三　更衣室

第 32 条の 4（法第 40 条の 2 第 1 項第二号の
厚生労働省令で定める者）
	 法第 40 条の 2第 1項第二号の厚生労働省
令で定める者は、60歳以上の者とする。

第 33 条（法第 40 条の２第１項第四号の厚
生労働省令で定める場合）
	 法第 40 条の２第１項第四号の厚生労働省
令で定める場合は、労働基準法第 65 条第
１項の規定による休業に先行し、又は同条
第２項の規定による休業若しくは育児休業
に後続する休業であつて、母性保護又は子
の養育をするためのものをする場合とす
る。

第 33 条の２（法第 40 条の２第１項第五号
の厚生労働省令で定める休業）
	 法第 40 条の２第１項第五号の厚生労働省
令で定める休業は、介護休業に後続する休
業であつて育児・介護休業法第２条第四号
に規定する対象家族を介護するためにする
休業とする。

第 33 条の３（派遣可能期間の延長に係る意
見の聴取）
１　法第 40条の 2第 4項の規定により労働
者の過半数で組織する労働組合（以下「過
半数労働組合」という。）又は労働者の過
半数を代表する者（以下「過半数代表者」
という。）の意見を聴くに当たつては、当
該過半数労働組合又は過半数代表者に、次
に掲げる事項を書面により通知しなければ
ならない。
一　派遣可能期間を延長しようとする事業
所等
二　延長しようとする期間
２　前項の過半数代表者は、次の各号のい
ずれにも該当する者とする。ただし、第一
号に該当する者がいない事業所等にあつて
は、過半数代表者は第二号に該当する者と
する。
一　労働基準法第 41 条第二号に規定する
監督又は管理の地位にある者でないこと。
二　法第 40条の 2第 4項の規定により意
見を聴取される者を選出することを明ら
かにして実施される投票、挙手等の民主
的な方法による手続により選出された者
であつて、派遣先の意向に基づき選出さ

れたものでないこと。
３　派遣先は、法第 40条の 2第 4項の規定
により意見を聴いた場合には、次に掲げる
事項を書面に記載し、延長前の派遣可能期
間が経過した日から 3年間保存しなければ
ならない。
一　意見を聴いた過半数労働組合の名称又
は過半数代表者の氏名
二　第 1項の規定により過半数労働組合又
は過半数代表者に通知した日及び通知し
た事項
三　過半数労働組合又は過半数代表者から
意見を聴いた日及び当該意見の内容
四　意見を聴いて、延長する期間を変更し
たときは、その変更した期間

４　派遣先は、前項各号に掲げる事項を、次
に掲げるいずれかの方法によつて、当該事
業所等の労働者に周知しなければならな
い。
一　常時当該事業所等の見やすい場所に掲
示し、又は備え付けること。
二　書面を労働者に交付すること。
三　電子計算機に備えられたファイル、磁
気ディスクその他これらに準ずる物に記
録し、かつ、当該事業所等に労働者が当
該記録の内容を常時確認できる機器を設
置すること。

5　派遣先は、過半数代表者が法第 40条の 2
第 4項の規定による意見の聴取に関する事
務を円滑に遂行することができるよう必要
な配慮を行わなければならない。

第 33 条の 4
１　法第 40条の 2第 5項の厚生労働省令で
定める事項は、次のとおりとする。
一　派遣可能期間の延長の理由及びその延
長の期間
二　当該異議（労働者派遣により労働者の
職業生活の全期間にわたるその能力の有
効な発揮及びその雇用の安定に資すると
認められる雇用慣行が損なわれるおそれ
がある旨の意見に限る。）への対応に関
する方針

２　派遣先は、法第 40条の 2第 5項の規定
により過半数労働組合又は過半数代表者に
対して説明した日及び説明した内容を書面
に記載し、当該事業所等ごとの業務につい
て延長前の派遣可能期間が経過した日から
3年間保存しなければならない。
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３　派遣先は、前項の書面に記載した事項を、
前条第 4項各号に掲げる方法によつて、当
該事業所等の労働者に周知しなければなら
ない。

第 33 条の 5
	 派遣先は、労働者が過半数代表者であるこ
と若しくは過半数代表者になろうとしたこ
と又は過半数代表者として正当な行為をし
たことを理由として、当該労働者に対して
不利益な取扱いをしないようにしなければ
ならない。

第 33 条の 6
	 法第40条の2第7項の規定による通知は、
同項の規定により通知すべき事項に係る書
面の交付等により行わなければならない。

第 33 条の 7（法第 40 条の 4 の厚生労働省令
で定める者）
	 法第 40 条の 4の厚生労働省令で定める者
は、法第 30条第 1項（同条第 2項の規定
により読み替えて適用する場合を含む。）
の規定により同条第 1項第一号の措置が講
じられた者とする。

第 33 条の 8（法第 40 条の 5 第 2 項の厚生労
働省令で定める者）
	 法第 40 条の 5第 2項の厚生労働省令で定
める者は、法第 30 条第 2項の規定により
読み替えて適用する同条第 1項の規定に
より同項第一号の措置が講じられた者とす
る。

第 33 条の 9（法第 40 条の 6 第 1 項第三号の
厚生労働省令で定める意見の聴取の手続）
	 法第 40 条の 6第 1項第三号の厚生労働省
令で定める意見の聴取の手続は、次のとお
りとする。
一　第 33条の 3第 1項の規定による通知
二　第 33条の 3第 3項の規定による書面
の記載及びその保存
三　第 33条の 3第 4項の規定による周知

第 33 条の 10（法第 40 条の９第１項の厚生
労働省令で定める者等）
１　法第 40 条の９第１項の厚生労働省令で
定める者は、60 歳以上の定年に達したこ
とにより退職した者であつて当該労働者派
遣をしようとする派遣元事業主に雇用され
ているものとする。
２　法第 40 条の９第２項の規定による通知
は、書面の交付等により行わなければなら
ない。

第 34 条（派遣先責任者の選任）
	 法第 41 条の規定による派遣先責任者の選
任は、次に定めるところにより行わなけれ
ばならない。
一　事業所等ごとに当該事業所等に専属の
派遣先責任者として自己の雇用する労働
者の中から選任すること。ただし、派遣
先（法人である場合は、その役員）を派
遣先責任者とすることを妨げない。
二　事業所等において派遣先がその指揮
命令の下に労働させる派遣労働者の数
が 100 人以下のときは１人以上の者を、
100 人を超え 200 人以下のときは２人
以上の者を、200 人を超えるときは当該
派遣労働者の数が 100 人を超える 100
人ごとに１人を２人に加えた数以上の者
を選任すること。ただし、当該派遣労働
者の数に当該派遣先が当該事業所等にお
いて雇用する労働者の数を加えた数が５
人を超えないときは、派遣先責任者を選
任することを要しない。
三　製造業務に 50 人を超える派遣労働者
を従事させる事業所等にあつては、当該
事業所等の派遣先責任者のうち、製造業
務に従事させる派遣労働者の数が 50 人
を超え 100 人以下のときは１人以上の
者を、100 人を超え 200 人以下のとき
は２人以上の者を、200 人を超えるとき
は、当該派遣労働者の数が 100 人を超
える 100 人ごとに１人を２人に加えた
数以上の者を、当該派遣労働者を専門に
担当する者（以下「製造業務専門派遣先
責任者」という。）とすること。ただし、
製造業務専門派遣先責任者のうち１人
は、製造業務に従事させない派遣労働者
を併せて担当することができ、また、製
造業務に従事させる派遣労働者と製造業
務に付随する製造業務以外の業務（以下
「製造付随業務」という。）に従事させる
派遣労働者を、同一の派遣先責任者が担
当することが、当該製造付随業務に従事
させる派遣労働者の安全衛生の確保のた
めに必要な場合においては、１人の製造
業務専門派遣先責任者が担当する製造業
務に従事させる派遣労働者と製造付随業
務に従事させる派遣労働者の合計数が
100 人を超えない範囲内で、製造業務専
門派遣先責任者に製造付随業務に従事さ
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せる派遣労働者を併せて担当させること
ができる。

第 35 条（派遣先管理台帳の作成及び記載）
１　法第 42 条第１項の規定による派遣先管
理台帳の作成は、事業所等ごとに行わなけ
ればならない。
２　法第 42 条第１項の規定による派遣先管
理台帳の記載は、労働者派遣の役務の提供
を受けるに際し、行わなければならない。
３　前２項の規定にかかわらず、当該派遣先
が当該事業所等においてその指揮命令の下
に労働させる派遣労働者の数に当該事業所
等において雇用する労働者の数を加えた数
が５人を超えないときは、派遣先管理台帳
の作成及び記載を行うことを要しない。

第 35 条の 2（法第 42 条第 1 項第十号の厚生
労働省令で定める教育訓練）
	 法第 42 条第 1項第十号の厚生労働省令で
定める教育訓練は、次のとおりとする。
一　業務の遂行の過程内における実務を通
じた実践的な技能及びこれに関する知識
の習得に係る教育訓練であつて計画的に
行われるもの
二　業務の遂行の過程外において行われる
教育訓練

第 36 条（法第 42 条第１項第十一号の厚生
労働省令で定める事項）
	 法第 42 条第１項第十一号の厚生労働省令
で定める事項は、次のとおりとする。
一　派遣労働者の氏名
二　派遣労働者が従事する業務に伴う責任
の程度
三　派遣元事業主の事業所の名称
四　派遣元事業主の事業所の所在地
五　派遣労働者が労働者派遣に係る労働に
従事した事業所の名称及び所在地その他
派遣就業をした場所並びに組織単位
六　派遣先責任者及び派遣元責任者に関す
る事項
七　令第 4条第 1項各号に掲げる業務につ
いて労働者派遣をするときは、第 21 条
第２項の規定により付することとされて
いる号番号
八　法第 40 条の２第１項第三号イの業務
について労働者派遣をするときは、第
22条の２第二号の事項
九　法第 40 条の２第１項第三号ロの業務
について労働者派遣をするときは、第

22条の２第三号の事項
十　法第 40 条の２第１項第四号の労働者
派遣をするときは、第 22 条の２第四号
の事項
十一　法第 40 条の２第１項第五号の労働
者派遣をするときは、第 22 条の２第五
号の事項
十二　第27条の２の規定による通知の内容

第 37 条（保存期間の起算日）
	 法第 42 条第２項の規定による派遣先管理
台帳を保存すべき期間の計算についての起
算日は、労働者派遣の終了の日とする。

第 38 条（派遣元事業主に対する通知）
１　法第 42 条第３項の規定による派遣元事
業主に対する通知は、派遣労働者ごとの同
条第１項第五号から第七号まで並びに第
36 条第一号、第二号及び第五号に掲げる
事項を、１箇月ごとに１回以上、一定の期
日を定めて、書面の交付等により通知する
ことにより行わなければならない。
２　前項の規定にかかわらず、派遣元事業主
から請求があつたときは、同項に定める事
項を、遅滞なく、書面の交付等により通知
しなければならない。

第４節　労働基準法等の適用に関する
特例等

第 39 条（労働基準法施行規則を適用する場
合の読替え）
	 法第 44 条の規定により同条第１項に規定
する派遣中の労働者（以下単に「派遣中の
労働者」という。）の派遣就業に関する労
働基準法施行規則（昭和 22 年厚生省令第
23 号）の規定の適用については、同令第
19条中「法第 33条若しくは法第 36条第
１項の規定」とあるのは「労働者派遣事業
の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護
等に関する法律（以下「労働者派遣法」と
いう。）第 44条第２項の規定により適用さ
れる法第 33 条若しくは法第 36 条第１項
の規定」と、同令第 20 条中「法第 33 条
又は法第 36 条第１項の規定」とあるのは
「労働者派遣法第 44 条第２項の規定によ
り適用される法第 33 条又は法第 36 条第
１項の規定」と、同令第 24条中「使用者」
とあるのは「労働者派遣法第 44 条第２項
の規定により同条第１項に規定する派遣先
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の事業の法第 10 条に規定する使用者とみ
なされる者」とする。

第 40 条（法第 45 条の厚生労働省令で定め
る事項等）
１　法第 45 条第１項の厚生労働省令で定め
る労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
第 66 条第２項後段の規定による健康診断
は、法第 44 条第３項に規定する派遣元の
事業（以下単に「派遣元の事業」という。）
の事業者が労働安全衛生法第 66 条第２項
後段の規定により派遣中の労働者に対して
行う健康診断とする。
２　労働安全衛生法第 13 条第１項の健康管
理その他の厚生労働省令で定める事項のう
ち派遣中の労働者に関して法第 45 条第１
項の厚生労働省令で定めるものは、次の事
項で医学に関する専門的知識を必要とする
ものとする。
一　労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省
令第 32 号）第 14 条第１項第一号に掲
げる事項のうち労働安全衛生法第 66 条
第１項の規定による健康診断（前項の健
康診断を含む。）の実施及びその結果に
基づく労働者の健康を保持するための措
置に関すること。
二　労働安全衛生規則第 14 条第 1項第二
号に掲げる事項
三　労働安全衛生規則第 14 条第 1項第三
号に掲げる事項
四　労働安全衛生規則第 14 条第１項第七
号に掲げる事項
五　労働安全衛生規則第 14 条第１項第八
号に掲げる事項のうち労働安全衛生法第
59 条第１項及び第２項の規定による衛
生のための教育に関すること。

３　労働安全衛生法第 18 条第１項各号の事
項のうち派遣中の労働者に関して法第 45
条第１項の厚生労働省令で定めるものは、
次のとおりとする。
一　労働安全衛生法第 18 条第１項第一号
に掲げる事項のうち前項第一号に掲げる
ものに係るものに関すること。
二　労働安全衛生法第 18 条第１項第二号
に掲げる事項
三　労働安全衛生法第 18 条第１項第四号
に掲げる事項のうち次に掲げるもの
イ　労働安全衛生規則第 22 条第一号に
掲げる事項のうち前項第一号に規定す

る健康診断に係るものに関すること。
ロ　労働安全衛生規則第 22 条第四号に
掲げる事項のうち前項第五号に規定す
る衛生のための教育に係るものに関す
ること。
ハ　労働安全衛生規則第 22 条第七号に
掲げる事項のうち前項第一号に規定す
る健康診断の結果に係るものに関する
こと。
ニ　労働安全衛生規則第 22 条第八号に
掲げる事項	

４　労働安全衛生法第 13 条第１項の健康管
理その他の厚生労働省令で定める事項のう
ち派遣中の労働者に関して法第 45 条第２
項の厚生労働省令で定めるものは、第２項
各号に掲げる事項で医学に関する専門的知
識を必要とするものとする。
５　労働安全衛生法第 18 条第１項各号の事
項のうち派遣中の労働者に関して法第 45
条第２項の厚生労働省令で定めるものは、
第３項各号に掲げるものとする。
６　法第 45 条第 10 項に規定する派遣中の
労働者を使用する事業者とみなされた者
は、同項の健康診断の結果を記載した書面
の作成を、当該派遣中の労働者が受けた健
康診断の種類に応じ、労働安全衛生規則様
式第５号、有機溶剤中毒予防規則（昭和
47年労働省令第 36号）様式第３号、鉛中
毒予防規則（昭和 47年労働省令第 37号）
様式第２号、四アルキル鉛中毒予防規則
（昭和 47年労働省令第 38号）様式第２号、
特定化学物質障害予防規則（昭和 47 年労
働省令第 39 号）様式第２号、高気圧作業
安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 40
号）様式第１号、電離放射線障害防止規則
（昭和 47年労働省令第 41号）様式第１号
の 2若しくは様式第 1号の 3、石綿障害予
防規則（平成 17年厚生労働省令第 21号）
様式第２号又は東日本大震災により生じた
放射性物質により汚染された土壌等を除染
するための業務等に係る電離放射線障害防
止規則（平成 23年厚生労働省令第 152 号）
様式第２号によるそれぞれの書面の写しを
作成することにより行わなければならない。
７　派遣元の事業の事業者は、法第 45 条第
10 項の規定により送付を受けた同項の書
面を５年間（当該書面が特定化学物質障害
予防規則様式第２号によるもの（同令第
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40 条第２項に規定する業務に係るものに
限る。）、電離放射線障害防止規則様式第１
号の 2若しくは様式第 1号の 3 によるも
のである場合（同令第 57 条ただし書の規
定の例により同条の機関に引き渡す場合を
除く。）又は東日本大震災により生じた放
射性物質により汚染された土壌等を除染す
るための業務等に係る電離放射線障害防止
規則様式第２号によるものである場合（同
令第 21 条ただし書の規定の例により同条
の機関に引き渡す場合を除く。）にあつて
は 30 年間、石綿障害予防規則様式第２号
によるものである場合にあつては当該労働
者が常時当該業務に従事しないこととなつ
た日から40年間）保存しなければならない。
８　法第 45 条第 10 項に規定する派遣中の
労働者を使用する事業者とみなされた者
は、同条第 14 項の通知を、当該派遣中の
労働者が受けた健康診断の種類に応じ、同
項の医師又は歯科医師の意見が記載された
労働安全衛生規則様式第５号、有機溶剤中
毒予防規則様式第３号、鉛中毒予防規則様
式第２号、四アルキル鉛中毒予防規則様式
第２号、特定化学物質障害予防規則様式第
２号、高気圧作業安全衛生規則様式第１号、
電離放射線障害防止規則様式第１号の 2若
しくは様式第 1号の 3、石綿障害予防規則
様式第２号又は東日本大震災により生じた
放射性物質により汚染された土壌等を除染
するための業務等に係る電離放射線障害防
止規則様式第２号によるそれぞれの書面の
写しを作成し、同項の派遣元の事業の事業
者に送付することにより行わなければなら
ない。

第 41 条（労働安全衛生規則を適用する場合
の読替え等）
１　法第 45 条の規定により法第 44 条第１
項に規定する派遣先の事業（以下単に「派
遣先の事業」という。）に関し労働安全衛
生規則の規定を適用する場合における法第
45条第 17項の規定による同令の規定の技
術的読替えは、次の表のとおりとする。

（第 41 条）

読替えに係
る労働安
全衛生規
則の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 12 条 事業者

労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関す
る法律（以下「労働者
派遣法」という。）第 45
条第１項の規定により
衛生管理者を選任すべき
事業者とみなされる者	

第７条
第１項
第六号

労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関す
る法律施行規則（以下
「労働者派遣法施行規
則」という。）第 41 条
第４項の規定により適
用される第７条第１項
第六号	

法第 10 条
第１項各
号の業務

労働者派遣法第 45 条第
１項に規定する派遣先
安全衛生管理業務	

第 14 条
第３項

第１項各
号に掲げ
る事項	

第１項各号に掲げる事
項（労働者派遣法第 44
条第１項に規定する派
遣中の労働者（以下単
に「派遣中の労働者」と
いう。）に関しては、第１
項各号に掲げる事項のう
ち労働者派遣法施行規
則第 40 条第２項各号に
掲げる事項以外の事項）	

第 14 条
第５項

事業者

労働者派遣法第 45 条第
３項の規定により歯科
医師による健康診断を
行うべき事業者とみな
される者	

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）	

第１項各
号に掲げ
る事項

第１項各号に掲げる事
項（派遣中の労働者に
関しては、同項各号に
掲げる事項のうち労働
者派遣法施行規則第 40
条第２項各号に掲げる
事項以外の事項）	

第 14 条
第６項 労働者 労働者（派遣中の労働

者を含む。）	
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（第 41 条）

２　その事業場に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣されて
いる派遣元の事業に関し労働安全衛生規則
の規定を適用する場合における法第 45 条
第 17 項の規定による同令の規定の技術的
読替えは、次の表のとおりとする。　

改
正
労
働
者
派
遣
法
施
行
規
則

事業者

労働者派遣法第 45 条第
３項の規定により歯科
医師による健康診断を
行うべき事業者とみな
される者	

第 14 条
の 4第 1
項

事業者

労働者派遣法第 45 条第
3項の規定により産業医
を選任すべき事業者と
みなされる者

第 14 条第
1 項 各 号
に掲げる
事項

第 14条第 1項各号に掲
げる事項（派遣中の労
働者に関しては、同項
各号に掲げる事項のう
ち労働者派遣法施行規
則第 40条第 2項各号に
掲げる事項以外の事項）

第 14 条
の 4第 2
項

第 14 条第
1 項 各 号
に掲げる
事項

第 14条第 1項各号に掲
げる事項（派遣中の労
働者に関しては、同項
各号に掲げる事項のう
ち労働者派遣法施行規
則第 40条第 2項各号に
掲げる事項以外の事項）

第 14 条
の 4第 2
項第一号

事業者

労働者派遣法第 45 条第
3項の規定により産業医
を選任すべき事業者と
みなされる者

第 14 条
の 4第 2
項第二号

第 14 条第
1 項 各 号
に掲げる
事項

第 14条第 1項各号に掲
げる事項（派遣中の労
働者に関しては、同項
に規定する事項のうち
労働者派遣法施行規則
第 40条第 2項各号に掲
げる事項以外の事項）

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）

第 14 条
の 4第 2
項第三号

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）

第 15条
の２第２
項

事業者
労働者派遣法第 45 条第
１項の規定により事業
者とみなされる者	

労働者の
健康管理
等

労働者の健康管理等
（派遣中の労働者に関
しては、労働者派遣法
第 45 条第１項の規定
により産業医に行わせ
なければならないもの
とされる労働者の健康
管理等）	

第 15 条
の 2第 3
項

法第 13 条
第 4 項 の
厚生労働
省令で定
める情報

法第 13条第 4項の厚生
労働省令で定める情報
（派遣中の労働者に関し
ては、労働者派遣法施
行規則第 40条第 2項各
号に掲げる事項に関す
るものを除く。）

第 35条
第１項

事業者
労働者派遣法第 45 条第
１項の規定により事業
者とみなされる者	

又は労働者 又は労働者（派遣中の
労働者を含む。）	

事業場の
労働者

事業場の労働者（派遣
中の労働者を含む。）	

第 35 条
第２項

事業者
労働者派遣法第 45 条第
１項の規定により事業
者とみなされる者	

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）	

第 52 条
の 7の 3
第 2項

事業者

労働者派遣法第 45 条第
3項の規定により派遣中
の労働者を使用する事
業者とみなされる者

読替えに係
る労働安
全衛生規
則の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 12 条

事業者

労働者派遣事業の適正
な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関す
る法律（以下「労働者
派遣法」という。）第
44 条第３項に規定する
派遣元の事業（以下単
に「派遣元の事業」と
いう。）を行う者	

法第 10 条
第１項各
号の業務

労働者派遣法第 45 条第
２項に規定する派遣元
安全衛生管理業務	
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（第 41 条）

３　前２項に定めるもののほか、法第 45 条
の規定により労働安全衛生規則の規定を適
用する場合における同条第 17 項の規定に
よる同令の規定の技術的読替えは、次の表
のとおりとする。

読替えに係
る労働安
全衛生規
則の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第６条
第２項 事業者

事業者（労働者派遣事業
の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等
に関する法律（以下「労
働者派遣法」という。）
第 45 条第３項の規定に
より安全管理者を選任
すべき事業者とみなさ
れる者を含む。）	

第 11 条
第２項 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項の規定に
より衛生管理者を選任
すべき事業者とみなさ
れる者を含む。）	

第 12 条
の４ 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項の規定に
より安全衛生推進者又
は衛生推進者を選任す
べき事業者とみなされ
る者を含む。）	

第 14 条
第４項 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項の規定に
より産業医を選任すべ
き事業者とみなされる
者を含む。）	

第17条、
第 18条 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より作業主任者を選任
すべき事業者とみなさ
れる者を含む。）	

第 18 条
の５

事業者

事業者（労働者派遣法第
45 条第３項の規定によ
り元方安全衛生管理者
を選任すべき事業者と
みなされる者を含む。）	

労働者

労働者（労働者派遣法
第 44 条第１項に規定す
る派遣中の労働者（以下
単に「派遣中の労働者」
という。）を含む。）	

第 23 条
第１項 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項又は第３
項の規定により派遣中
の労働者を使用する事
業者とみなされる者を
含む。）	

第 14 条
第３項

第１項各
号に掲げ
る事項

第１項各号に掲げる事
項（労働者派遣法第 44			
条第１項に規定する派
遣中の労働者（以下単
に「派遣中の労働者」と
いう。）に関しては、労
働者派遣事業の適正な
運営の確保及び派遣労
働者の保護等に関する
法律施行規則（以下「労
働者派遣法施行規則」と
いう。）第 40 条第２項
各号に掲げる事項）	

第 14 条
の 4第 1
項

第 14 条第
1 項 各 号
に掲げる
事項

第 14 条第 1 項各号に
掲げる事項（派遣中の
労働者に関しては、労
働者派遣法施行規則第
40 条第 2 項各号に掲
げる事項）

第 14 条
の 4第 2
項

第 14 条第
1 項 各 号
に掲げる
事項

第 14条第 1項各号に掲
げる事項（派遣中の労
働者に関しては、労働
者派遣法施行規則第 40
条第 2 項各号に掲げる
事項）

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）

第 15条
の２第２
項

労働者の
健康管理
等

労働者の健康管理等
（派遣中の労働者に関
しては、労働者派遣法
第 45 条第２項の規定
により産業医に行わせ
なければならないもの
とされる労働者の健康
管理等）	

第 15 条
の 2第 3
項

法第 13 条
第 4 項 の
厚生労働
省令で定
める情報

法第 13条第 4項の厚生
労働省令で定める情報
（派遣中の労働者に関し
ては、労働者派遣法施
行規則第 40条第 2項各
号に掲げる事項に関す
るもの）
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（第 42 条〜第 43 条）

４　労働者がその事業場における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業の事業
場に関する労働安全衛生規則第７条第１項
第四号から第六号まで、第 12 条の２並び
に第 13 条第１項第二号及び第三号の規定
の適用については、当該派遣先の事業の事
業場もまた当該派遣中の労働者を使用する
事業場とみなす。
５　労働者がその事業場における派遣就業の
ために派遣されている派遣先の事業の事業
場に関する労働安全衛生規則第４条第１項
第四号の規定の適用については、当該派遣
先の事業の事業場を当該派遣中の労働者を
使用する事業場とみなす。
６　その事業場に使用する労働者が派遣先の
事業における派遣就業のために派遣されて
いる派遣元の事業場に関する労働安全衛生
規則第４条第１項第四号の規定の適用につ
いては、当該派遣元の事業の事業場は当該
派遣中の労働者を使用しないものとみなす。

第 42 条（派遣中の労働者に係る労働者死傷
病報告の送付）
	 派遣先の事業を行う者は、労働安全衛生規
則第 97 条第１項の規定により派遣中の労
働者に係る同項の報告書を所轄労働基準監
督署長に提出したときは、遅滞なく、その
写しを当該派遣中の労働者を雇用する派遣
元の事業の事業者に送付しなければならな
い。

第 43 条（ボイラー及び圧力容器安全規則等
を適用する場合の読替え）
１　法第 45 条の規定によりボイラー及び圧
力容器安全規則（昭和 47年労働省令第 33
号）の規定を適用する場合における同条第
17 項の規定による同令の規定の技術的読
替えは、次の表のとおりとする。
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第 23条
第３項

事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項又は第３
項の規定により派遣中
の労働者を使用する事
業者とみなされる者を
含む。）	

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）	

第 23 条
の２ 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第１項又は第３
項の規定により派遣中
の労働者を使用する事
業者とみなされる者を
含む。）	

第 24 条
の８ 事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より救護に関する技術
的事項を管理する者を
選任すべき事業者とみ
なされる者を含む。）	

第 40 条
の３第１
項

事業者

事業者（労働者派遣法
第 45 条第３項の規定に
より派遣中の労働者を
使用する事業者とみな
される者を含む。）	

第 42 条
第１項

事業者

事業者（労働者派遣法
第 44 条第１項に規定す
る派遣先の事業を行う
者を含む。次項におい
て同じ。）	

労働者（ 労働者（派遣中の労働
者を含み、	

第 48 条 雇入れの
際

雇入れの際（派遣中の
労働者については、当
該派遣中の労働者に係
る労働者派遣法第２条
第一号に規定する労働
者派遣の役務の提供の
開始の際）	

第 52 条
の 21 労働者 労働者（派遣中の労働

者を含む。）

第 98 条
の 2第 2
項第三号

労働者 労働者（派遣中の労働
者を含む。）	

第 99 条
法及びこ
れに基づ
く命令

法及びこれに基づく命
令（労働者派遣法第 45
条の規定により適用さ
れる場合を含む。）	

第 100 条 法
法（労働者派遣法第 45
条の規定により適用さ
れる場合を含む。）	

第 667 条
その使用
する労働
者

その使用する労働者（労
働者派遣法第 45 条第３
項の規定によりその使
用する労働者とみなさ
れる者を含む。）	

第 671 条、
第 677 条 労働者 労働者（派遣中の労働

者を含む。）	
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２　法第 45 条の規定により有機溶剤中毒予
防規則、鉛中毒予防規則、四アルキル鉛中
毒予防規則及び高気圧作業安全衛生規則の
規定を適用する場合における同条第 17 項
の規定によるこれらの命令の規定の技術的

読替えは、有機溶剤中毒予防規則第 29 条
第２項（特定化学物質障害予防規則第 41
条の 2において準用する場合を含む。）、鉛
中毒予防規則第 53 条第１項、四アルキル
鉛中毒予防規則第 22 条及び高気圧作業安
全衛生規則第 38 条第１項の規定中「雇入
れの際」とあるのは「雇入れの際（労働者
派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律第 44 条第１項に
規定する派遣中の労働者については、当該
派遣中の労働者に係る同法第２条第一号に
規定する労働者派遣の役務の提供の開始の
際）」と読み替えるものとする。
３　法第 45 条の規定により特定化学物質障
害予防規則、電離放射線障害防止規則、石
綿障害予防規則及び東日本大震災により生
じた放射性物質により汚染された土壌等を
除染するための業務等に係る電離放射線障
害防止規則の規定を適用する場合における
同条第 17 項の規定によるこれらの命令の
規定の技術的読替えは、特定化学物質障害
予防規則第 39 条第１項、別表第 3（九）
の項及び別表第 4（九）の項、電離放射線
障害防止規則第 56 条第１項、石綿障害予
防規則第 40 条第１項並びに東日本大震災
により生じた放射性物質により汚染された
土壌等を除染するための業務等に係る電離
放射線障害防止規則第 20 条第１項及び第
25 条の９中「雇入れ」とあるのは「雇入
れ（労働者派遣事業の適正な運営の確保及
び派遣労働者の保護等に関する法律第 44
条第１項に規定する派遣中の労働者につい
ては、当該派遣中の労働者に係る同法第２
条第一号に規定する労働者派遣の役務の提
供の開始）」と、電離放射線障害防止規則
第 56条の 2第 1項、第 57条の 2第 2項、
第 57 条の 3第 2 項及び第 59 条中「離職
する際」とあるのは「離職する際（労働者
派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律第 44 条第 1項に
規定する派遣中の労働者については、当該
派遣中の労働者に係る同法第 2条第一号に
規定する労働者派遣の役務の提供を終了す
る際）」と、同令第 62条中「事業者（除染
則第 2条第 1項の事業者を除く。）及びそ
の使用する労働者」とあるのは「事業者（労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関する法律第 45 条第３

読替えに
係るボイ
ラー及び
圧力容器
安全規則
の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 23 条
第１項

労働安全
衛生規則
（ 昭 和 47
年労働省
令 第 32
号。 以 下
「安衛則」
と い う。）
第 42条

労働安全衛生規則（昭和
47 年労働省令第 32 号。
以下「安衛則」という。）
第 42 条（労働者派遣事
業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護
等に関する法律施行規
則（以下「労働者派遣
法施行規則」という。）
第 41 条第３項の規定に
より適用される場合を
含む。）	

第 44 条
第１項、
第48条、
第79条、
第 83条

事業者

事業者（労働者派遣事
業の適正な運営の確保
及び派遣労働者の保護
等に関する法律第 44 条
第１項に規定する派遣
先の事業を行う者を含
む。）	

第 125 条
第一号

第 36 条か
ら第 54 条
まで

第 36 条から第 54 条ま
で（第 44 条第１項及び
第 48 条の規定にあつて
は、労働者派遣法施行
規則第 43 条第１項の規
定により適用される場
合を含む。）	

第 125 条
第一号か
ら第三号
まで

第 71 条か
ら第 85 条
まで

第 71 条から第 85 条ま
で（第 79 条及び第 83
条の規定にあつては、労
働者派遣法施行規則第
43 条第１項の規定によ
り適用される場合を含
む。）	

第 125 条
第四号

第 71 条か
ら第 83 条
まで

第 71 条から第 83 条ま
で（第 79 条及び第 83
条の規定にあつては、労
働者派遣法施行規則第
43 条第１項の規定によ
り適用される場合を含
む。）	
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項の規定により派遣中の労働者を使用する
事業者とみなされる者を含み、除染則第 2
条第 1項の事業者（同法第 45条第 3項の
規定により派遣中の労働者を使用する事業
者とみなされる者を含む。）を除く。）及び
その使用する労働者（同法第 45 条第３項
の規定によりその使用する労働者とみなさ
れる者を含む。）」と、東日本大震災により
生じた放射性物質により汚染された土壌等
を除染するための業務等に係る電離放射線
障害防止規則第６条第２項、第 21 条、第
25条の５第２項及び第 25条の９中「離職
した後」とあるのは「離職した後（労働者
派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律第 44 条第１項に
規定する派遣中の労働者については、当該
派遣中の労働者に係る同法第２条第一号に
規定する労働者派遣の役務の提供を終了し
た後）」と、同令第 27 条第２項及び第 28
条第２項中「離職するとき」とあるのは「離
職するとき（労働者派遣事業の適正な運営
の確保及び派遣労働者の保護等に関する法
律第 44 条第１項に規定する派遣中の労働
者については、当該派遣中の労働者に係る
同法第２条第一号に規定する労働者派遣の
役務の提供を終了するとき」と読み替える
ものとする。

第 44 条（法第 46 条の厚生労働省令で定め
る事項）
１　法第46条第１項の規定により同項に規定
する派遣中の労働者（次条第３項において
単に「派遣中の労働者」という。）を使用す
る事業者とみなされた者は、同条第７項のじ
ん肺健康診断の結果を記載した書面の作成
を、じん肺法施行規則（昭和 35 年労働省
令第６号）様式第３号による書面の写しを
作成することにより行わなければならない。
２　前項の者は、法第 46 条第７項の通知の
内容を記載した書面の作成を、じん肺法施
行規則第 16 条のじん肺管理区分決定通知
書の写しを作成することにより行わなけれ
ばならない。
３　派遣元の事業を行う者は、法第46条第７
項の規定により送付を受けた同項の書面を、
じん肺健康診断の結果を記載した書面にあ
つては７年間、通知の内容を記載した書面
にあつては３年間保存しなければならない。

第 45 条（じん肺法施行規則を適用する場合
の読替え）
１　法第 46 条（第６項を除く。）の規定に
よりじん肺法施行規則の規定を適用する場
合における同条第 14 項の規定による同令
の規定の技術的読替えは、次の表のとおり
とする。

２　法第 46 条第６項の規定によりじん肺法
（昭和 35年法律第 30号）第２条第１項第
五号の事業者とみなされる者に関して同項
の規定によりじん肺法施行規則の規定を適
用する場合における同条第 14 項の規定に
よる同令の規定の技術的読替えは、同令第
10 条、第 14 条及び第 22 条中「法第７条
から第９条の２」とあるのは「法第８条か
ら第９条の２」と読み替えるものとする。
３　令第８条第２項の規定によりじん肺法第
18 条第１項の規定が適用される場合にお
ける派遣中の労働者又は派遣中の労働者で
あつた者に係る同項の審査請求に係る同法
第 19 条第７項の利害関係者は、じん肺法
施行規則第 25 条の規定にかかわらず、次
の各号に掲げる審査請求人ごとに、それぞ
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読替えに
係るじん肺
法施行規
則の規定

読み替えら
れる字句 読み替える字句	

第 18 条 使用され
ている間

使用されている間（労働
者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法
律第 46 条第１項に規定
する派遣中の労働者（以
下単に「派遣中の労働
者」という。）について
は、同法第 44 条第１項
に規定する派遣先の事
業（以下「派遣先の事業」
という。）における同法
第 23 条の２に規定する
派遣就業のために派遣
されている間）	

離職した
者

離職した者（派遣中の
労働者については、当
該派遣中の労働者に係
る労働者派遣法第２条
第一号に規定する労働
者派遣の役務の提供を
終了した者を含む。）	
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れ各号に掲げる者とする。
一　派遣中の労働者　法第 46 条第１項の
規定により当該派遣中の労働者を使用す
るじん肺法第２条第１項第五号に規定す
る事業者（以下この項において「事業者」
という。）とみなされる派遣先の事業を
行う者及び当該派遣中の労働者を雇用す
る派遣元の事業を行う者
二　法第 46 条第６項の規定によりその者
について派遣元の事業を行う者が事業者
とみなされる労働者　当該派遣元の事業
を行う者
三　派遣先の事業において常時粉じん作業
（じん肺法第２条第１項第三号に規定す
る粉じん作業をいう。以下同じ。）に従
事したことのある労働者であつて現に派
遣元の事業を行う者に雇用されていない
もの　当該派遣元の事業を行う者であつ
た者
四　法第 46 条第１項の規定により派遣中
の労働者を使用する事業者とみなされる
派遣先の事業を行う者　当該派遣中の労
働者及び当該派遣中の労働者を雇用する
派遣元の事業を行う者
五　派遣中の労働者を雇用する派遣元の事
業を行う者　当該派遣中の労働者及び当
該派遣中の労働者に係る派遣先の事業を
行う者
六　法第 46 条第６項の規定によりその雇
用する労働者について事業者とみなされ
る派遣元の事業を行う者　当該労働者
七　その事業に使用する労働者を派遣先の
事業における派遣就業のために派遣し、
常時粉じん作業に従事させた派遣元の事
業を行う者であつて現に当該労働者を雇
用していないもの　当該労働者であつた者
八　前各号に掲げる者以外の者　派遣中の
労働者又は派遣中の労働者であつた者及
び当該派遣中の労働者を雇用する派遣元
の事業を行う者又は派遣元の事業を行う
者であつた者（派遣中の労働者にあつて
は、法第 46 条第１項の規定により当該
派遣中の労働者を使用する事業者とみな
される派遣先の事業を行う者を含む。）

第 46 条（雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保等に関する法律施行規
則を適用する場合の読替え）
	 法第 47 条の２の規定により同条に規定す

る労働者派遣の役務の提供を受ける者に関
し雇用の分野における男女の均等な機会及
び待遇の確保等に関する法律施行規則（昭
和 61 年労働省令第２号）を適用する場合
における同令の規定の技術的読替えは、同
令第２条の４中「事業主」とあるのは「労
働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年
法律第 88 号）第 47 条の２の規定により
派遣労働者を雇用する事業主とみなされる
者」と、「女性労働者」とあるのは「女性
労働者（労働者派遣の役務の提供を受ける
者がその指揮命令の下に労働させる女性の
派遣労働者を含む。）」と読み替えるものと
する。

第３章　紛争の解決

第 46 条の 2（準用）
　雇用の分野における男女の均等な機会及び
待遇の確保等に関する法律施行規則第 3条
から第 12 条までの規定は、法第 47 条の
8第 1 項の調停の手続について準用する。
この場合において、同令第 3条第 1項中「法
第 18 条第 1項」とあるのは「労働者派遣
事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（昭和 60年法律第 88
号。以下「労働者派遣法」という。）第 47
条の8第1項」と、同項並びに同令第4条（見
出しを含む。）及び第 5条（見出しを含む。）
中「機会均等調停会議」とあるのは「派遣
労働者待遇調停会議」と、同令第 5条及び
第 10 条第 2項中「都道府県労働局雇用環
境・均等部（北海道労働局、東京労働局、
神奈川労働局、愛知労働局、大阪労働局、
兵庫労働局及び福岡労働局以外の都道府県
労働局にあつては、雇用環境・均等室）」
とあるのは「都道府県労働局職業安定部（東
京労働局、愛知労働局及び大阪労働局にあ
つては、需給調整事業部）」と、同令第 6
条中「法第 18 条第 1項」とあるのは「労
働者派遣法第 47 条の 8 第 1 項」と、「事
業場」とあるのは「事業所」と、同令第 8
条第 1項及び第 3項中「法第 20条」とあ
るのは「労働者派遣法第 47 条の 9におい
て準用する法第 20 条」と、同令第 9条中
「事業場」とあるのは「事業所」と、同令
第 10 条第 1項中「第 4条第 1項及び第 2
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項」とあるのは「労働者派遣事業の適正な
運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す
る法律施行規則（昭和 61年労働省令第 20
号）第 46条の 2において準用する第 4条
第 1項及び第 2項」と、「第 8条」とある
のは「同令第 46 条の 2において準用する
第 8条」と、同令第 11条第 1項中「法第
21条」とあるのは「労働者派遣法第 47条
の 9において準用する法第 21 条」と、同
令別記様式中「労働者」とあるのは「派遣
労働者」と、「事業場」とあるのは「事業所」
と読み替えるものとする。

第４章　雑則

第 47 条（報告等）
	 厚生労働大臣は、法第 50条の規定により、
労働者派遣事業を行う事業主及び当該事業
主から労働者派遣の役務の提供を受ける者
に対し必要な事項を報告させるときは、当
該報告すべき事項及び当該報告をさせる理
由を書面により通知するものとする。

第 48 条（立入検査のための証明書）
	 法第 51 条第２項の証明書は、様式第 14
号による。

第 49 条から第 53 条まで　削除

第 54 条（手数料の納付方法等）
１　法第 54 条の規定による手数料は、申請
書に当該手数料の額に相当する額の収入印
紙をはつて、納付しなければならない。
２　前項の手数料は、これを納付した後にお
いては、返還しない。

第 55 条（権限の委任）
	 次に掲げる厚生労働大臣の権限は、労働者
派遣事業を行う者の主たる事務所及び当該
事業を行う事業所の所在地並びに労働者派
遣の役務の提供を受ける者の事業所その他
派遣就業の場所の所在地を管轄する都道府
県労働局長に委任する。ただし、厚生労働
大臣が自らその権限を行うことを妨げない。
一　法第 14条第２項の規定による命令
二　法第 40条の 8第 1項の規定による助
言並びに同条第 2項の規定による助言、
指導及び勧告
三　法第 48 条第１項の規定による指導及
び助言、同条第２項の規定による勧告並
びに同条第３項の規定による指示

四　法第 49 条第１項及び第２項の規定に
よる命令
五　法第49条の２第１項の規定による勧告
六　法第 50条の規定による報告徴収
七　法第 51条の規定による立入検査
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第１　趣旨
　　この指針は、労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律（以下「労働者派遣法」という。）第
24 条の３並びに第３章第１節及び第２節
の規定により派遣元事業主が講ずべき措置
に関して、その適切かつ有効な実施を図る
ために必要な事項を定めたものである。
　　また、労働者派遣法第 24 条の３の規定
により派遣元事業主が講ずべき措置に関す
る必要な事項と併せ、個人情報の保護に関
する法律（平成 15 年法律第 57 号）の遵
守等についても定めたものである。

第２　派遣元事業主が講ずべき措置
１　労働者派遣契約の締結に当たっての就業
条件の確認
	 　派遣元事業主は、派遣先との間で労働者
派遣契約を締結するに際しては、派遣先が
求める業務の内容及び当該業務に伴う責任
の程度（8及び 9において「職務の内容」
という。）、当該業務を遂行するために必要
とされる知識、技術又は経験の水準、労働
者派遣の期間その他労働者派遣契約の締結
に際し定めるべき就業条件を事前にきめ細
かに把握すること。
２　派遣労働者の雇用の安定を図るために必
要な措置
（1）　労働契約の締結に際して配慮すべき
事項
	 　派遣元事業主は、労働者を派遣労働者
として雇い入れようとするときは、当該
労働者の希望及び労働者派遣契約におけ
る労働者派遣の期間を勘案して、労働契
約の期間について、当該期間を当該労働
者派遣契約における労働者派遣の期間と
合わせる等、派遣労働者の雇用の安定を
図るために必要な配慮をするよう努める
こと。

（2）　労働者派遣契約の締結に当たって講

ずべき措置
イ　派遣元事業主は、労働者派遣契約の
締結に当たって、派遣先の責に帰すべ
き事由により労働者派遣契約の契約期
間が満了する前に当該労働者派遣契約
の解除が行われる場合には、派遣先は
当該労働者派遣に係る派遣労働者の新
たな就業機会の確保を図ること及びこ
れができないときには少なくとも当該
労働者派遣契約の解除に伴い当該派遣
元事業主が当該労働者派遣に係る派遣
労働者を休業させること等を余儀なく
されることにより生ずる損害である休
業手当、解雇予告手当等に相当する額
以上の額について損害の賠償を行うこ
とを定めるよう求めること。
ロ　派遣元事業主は、労働者派遣契約の
締結に当たって、労働者派遣の終了後
に当該労働者派遣に係る派遣労働者を
派遣先が雇用する場合に、当該雇用が
円滑に行われるよう、派遣先が当該労
働者派遣の終了後に当該派遣労働者を
雇用する意思がある場合には、当該意
思を事前に派遣元事業主に示すこと、
派遣元事業主が職業安定法（昭和 22
年法律第 141 号）その他の法律の規
定による許可を受けて、又は届出をし
て職業紹介を行うことができる場合に
は、派遣先は職業紹介により当該派遣
労働者を雇用し、派遣元事業主に当該
職業紹介に係る手数料を支払うこと等
を定めるよう求めること。

（3）　労働者派遣契約の解除に当たって講
ずべき措置
	 　派遣元事業主は、労働者派遣契約の契
約期間が満了する前に派遣労働者の責に
帰すべき事由以外の事由によって労働者
派遣契約の解除が行われた場合には、当
該労働者派遣契約に係る派遣先と連携し
て、当該派遣先からその関連会社での就
業のあっせんを受けること、当該派遣元
事業主において他の派遣先を確保するこ
と等により、当該労働者派遣契約に係る
派遣労働者の新たな就業機会の確保を図
ること。また、当該派遣元事業主は、当
該労働者派遣契約の解除に当たって、新
たな就業機会の確保ができない場合は、
まず休業等を行い、当該派遣労働者の雇

派遣元事業主が講ずべき
措置に関する指針

（平成 11年 11月 17日労働省告示第 137 号）
最終改正：令和 4年 3月25日厚生労働省告示
　　　　　第 92号
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用の維持を図るようにするとともに、休
業手当の支払等の労働基準法（昭和 22
年法律第 49 号）等に基づく責任を果た
すこと。さらに、やむを得ない事由に
よりこれができない場合において、当該
派遣労働者を解雇しようとするときであ
っても、労働契約法（平成 19 年法律第
128 号）の規定を遵守することはもとよ
り、当該派遣労働者に対する解雇予告、
解雇予告手当の支払等の労働基準法等に
基づく責任を果たすこと。

（4）　労働者派遣契約の終了に当たって講
ずべき事項
イ　派遣元事業主は、無期雇用派遣労働
者（労働者派遣法第 30 条の 2第 1項
に規定する無期雇用派遣労働者をい
う。以下同じ。）の雇用の安定に留意し、
労働者派遣が終了した場合において、
当該労働者派遣の終了のみを理由とし
て当該労働者派遣に係る無期雇用派遣
労働者を解雇してはならないこと。
ロ　派遣元事業主は、有期雇用派遣労働
者（労働者派遣法第 30 条第 1項に規
定する有期雇用派遣労働者をいう。以
下同じ。）の雇用の安定に留意し、労
働者派遣が終了した場合であって、当
該労働者派遣に係る有期雇用派遣労働
者との労働契約が継続しているとき
は、当該労働者派遣の終了のみを理由
として当該有期雇用派遣労働者を解雇
してはならないこと。

３　適切な苦情の処理
	 　派遣元事業主は、派遣労働者の苦情の申
出を受ける者、派遣元事業主において苦情
の処理を行う方法、派遣元事業主と派遣先
との連携のための体制等を労働者派遣契約
において定めること。また、派遣元管理台
帳に苦情の申出を受けた年月日、苦情の内
容及び苦情の処理状況について、苦情の申
出を受け、及び苦情の処理に当たった都度、
記載すること。また、派遣労働者から苦情
の申出を受けたことを理由として、当該派
遣労働者に対して不利益な取扱いをしては
ならないこと。
４　労働・社会保険の適用の促進
	 　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働
者の就業の状況等を踏まえ、労働・社会保
険の適用手続を適切に進め、労働・社会保

険に加入する必要がある派遣労働者につい
ては、加入させてから労働者派遣を行うこ
と。ただし、新規に雇用する派遣労働者に
ついて労働者派遣を行う場合であって、当
該労働者派遣の開始後速やかに労働・社会
保険の加入手続を行うときは、この限りで
ないこと。
５　派遣先との連絡体制の確立
	 　派遣元事業主は、派遣先を定期的に巡回
すること等により、派遣労働者の就業の状
況が労働者派遣契約の定めに反していない
ことの確認等を行うとともに、派遣労働者
の適正な派遣就業の確保のために、きめ細
かな情報提供を行う等により、派遣先との
連絡調整を的確に行うこと。特に、労働基
準法第 36 条第 1項の時間外及び休日の労
働に関する協定の内容等派遣労働者の労働
時間の枠組みについては、情報提供を行う
等により、派遣先との連絡調整を的確に行
うこと。なお、同項の協定の締結に当たり、
労働者の過半数を代表する者の選出を行う
場合には、労働基準法施行規則（昭和 22
年厚生省令第 23号）第 6条の 2の規定に
基づき、適正に行うこと。
	 　また、派遣元事業主は、割増賃金等の計
算に当たり、その雇用する派遣労働者の実
際の労働時間等について、派遣先に情報提
供を求めること。
６　派遣労働者に対する就業条件の明示
	 　派遣元事業主は、モデル就業条件明示書
の活用等により、派遣労働者に対し就業条
件を明示すること。
７　労働者を新たに派遣労働者とするに当た
っての不利益取扱いの禁止
	 　派遣元事業主は、その雇用する労働者で
あって、派遣労働者として雇い入れた労働
者以外のものを新たに労働者派遣の対象と
しようとする場合であって、当該労働者が
同意をしないことを理由として、当該労働
者に対し解雇その他不利益な取扱いをして
はならないこと。
８　派遣労働者の雇用の安定及び福祉の増進
等
（1）　無期雇用派遣労働者について留意す
べき事項
	 　派遣元事業主は、無期雇用派遣労働者
の募集に当たっては、「無期雇用派遣」
という文言を使用すること等により、無
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期雇用派遣労働者の募集であることを明
示しなければならないこと。

（2）　特定有期雇用派遣労働者等について
留意すべき事項
イ　派遣元事業主が、労働者派遣法第
30 条第 2項の規定の適用を避けるた
めに、業務上の必要性等なく同一の派
遣労働者に係る派遣先の事業所その他
派遣就業の場所（以下「事業所等」と
いう。）における同一の組織単位（労
働者派遣法第 26 条第 1項第二号に規
定する組織単位をいう。以下同じ。）
の業務について継続して労働者派遣に
係る労働に従事する期間を 3年未満と
することは、労働者派遣法第 30 条第
2項の規定の趣旨に反する脱法的な運
用であって、義務違反と同視できるも
のであり、厳に避けるべきものである
こと。
ロ　派遣元事業主は、労働者派遣法第
30 条第 1項（同条第 2項の規定によ
り読み替えて適用する場合を含む。以
下同じ。）の規定により同条第 1項の
措置（以下「雇用安定措置」という。）
を講ずるに当たっては、当該雇用安定
措置の対象となる特定有期雇用派遣労
働者等（同条第 1 項に規定する特定
有期雇用派遣労働者等をいう。以下
同じ。）（近い将来に該当する見込みの
ある者を含む。）に対し、キャリアコ
ンサルティング（職業能力開発促進法
（昭和 44 年法律第 64 号）第 2条第 5
項に規定するキャリアコンサルティン
グのうち労働者の職業生活の設計に関
する相談その他の援助を行うことをい
う。）や労働契約の更新の際の面談等
の機会を利用し、又は電子メールを活
用すること等により、労働者派遣の終
了後に継続して就業することの希望の
有無及び希望する雇用安定措置の内容
を把握すること。
ハ　派遣元事業主は、雇用安定措置を講
ずるに当たっては、当該雇用安定措置
の対象となる特定有期雇用派遣労働者
等の希望する雇用安定措置を講ずるよ
う努めること。また、派遣元事業主は、
特定有期雇用派遣労働者（労働者派遣
法第 30 条第 1項に規定する特定有期

雇用派遣労働者をいう。）が同項第一
号の措置を希望する場合には、派遣先
での直接雇用が実現するよう努めるこ
と。
ニ　派遣元事業主は、雇用安定措置を
講ずるに当たっては、当該雇用安定措
置の対象となる特定有期雇用派遣労働
者等の労働者派遣の終了の直前ではな
く、早期に当該特定有期雇用派遣労働
者等の希望する雇用安定措置の内容に
ついて聴取した上で、十分な時間的余
裕をもって当該措置に着手すること。

（3）　労働契約法の適用について留意すべ
き事項
イ　派遣元事業主は、派遣労働者につい
ても労働契約法の適用があることに留
意すること。
ロ　派遣元事業主が、その雇用する有期
雇用派遣労働者について、当該有期雇
用派遣労働者からの労働契約法第 18
条第 1項の規定による期間の定めのな
い労働契約の締結の申込みを妨げるた
めに、当該有期雇用派遣労働者に係る
期間の定めのある労働契約の更新を拒
否し、また、空白期間（同条第 2項に
規定する空白期間をいう。）を設ける
ことは、同条の規定の趣旨に反する脱
法的な運用であること。
ハ　派遣元事業主は、短時間労働者及
び有期雇用労働者の雇用管理の改善
等に関する法律（平成 5年法律第 76
号）第 8条の規定により、その雇用す
る有期雇用派遣労働者の通勤手当につ
いて、その雇用する通常の労働者の通
勤手当との間において、当該有期雇用
派遣労働者及び通常の労働者の職務の
内容、当該職務の内容及び配置の変更
の範囲その他の事情のうち、当該通勤
手当の性質及び当該通勤手当を支給す
る目的に照らして適切と認められるも
のを考慮して、不合理と認められる相
違を設けてはならないこと。また、派
遣元事業主は、同法第 9条の規定によ
り、職務の内容が通常の労働者と同一
の有期雇用派遣労働者であって、当該
事業所における慣行その他の事情から
みて、当該派遣元事業主との雇用関係
が終了するまでの全期間において、そ
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の職務の内容及び配置が当該通常の労
働者の職務の内容及び配置の変更の範
囲と同一の範囲で変更されることが見
込まれるものについては、有期雇用労
働者であることを理由として、通勤手
当について差別的取扱いをしてはなら
ないこと。なお、有期雇用派遣労働者
の通勤手当については、当然に労働者
派遣法第 30 条の 3 又は第 30 条の 4
第 1項の規定の適用があることに留意
すること。

（4）　派遣労働者等の適性、能力、経験、
希望等に適合する就業機会の確保等
	 　派遣元事業主は、派遣労働者又は派遣
労働者となろうとする者（以下「派遣労
働者等」という。）について、当該派遣
労働者等の適性、能力、経験等を勘案し
て、最も適した就業の機会の確保を図る
とともに、就業する期間及び日、就業時
間、就業場所、派遣先における就業環境
等について当該派遣労働者等の希望と適
合するような就業機会を確保するよう努
めなければならないこと。また、派遣労
働者等はその有する知識、技術、経験等
を活かして就業機会を得ていることに鑑
み、派遣元事業主は、労働者派遣法第
30 条の 2の規定による教育訓練等の措
置を講じなければならないほか、就業機
会と密接に関連する教育訓練の機会を確
保するよう努めなければならないこと。

（5）　派遣労働者に対するキャリアアップ
措置
イ　派遣元事業主は、その雇用する派遣
労働者に対し、労働者派遣法第 30 条
の 2第 1項の規定による教育訓練を実
施するに当たっては、労働者派遣事業
の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律施行規則第 1条の
4第一号の規定に基づき厚生労働大臣
が定める基準（平成 27 年厚生労働省
告示第 391 号）第四号に規定する教
育訓練の実施計画（以下「教育訓練計
画」という。）に基づく教育訓練を行
わなければならないこと。
ロ　派遣元事業主は、派遣労働者として
雇用しようとする労働者に対し、労働
契約の締結時までに教育訓練計画を周
知するよう努めること。また、派遣元

事業主は、当該教育訓練計画に変更が
あった場合は、その雇用する派遣労働
者に対し、速やかにこれを周知するよ
う努めること。
ハ　派遣元事業主は、その雇用する派遣
労働者が教育訓練計画に基づく教育訓
練を受講できるよう配慮しなければな
らないこと。特に、教育訓練計画の策
定に当たっては、派遣元事業主は、教
育訓練の複数の受講機会を設け、又は
開催日時や時間の設定について配慮す
ること等により、可能な限り派遣労働
者が教育訓練を受講しやすくすること
が望ましいこと。
ニ　派遣元事業主は、その雇用する派遣
労働者のキャリアアップを図るため、
教育訓練計画に基づく教育訓練を実
施するほか、更なる教育訓練を自主的
に実施するとともに、当該教育訓練に
係る派遣労働者の費用負担を実費程度
とすることで、派遣労働者が教育訓練
を受講しやすくすることが望ましいこ
と。
ホ　派遣元事業主は、その雇用する派遣
労働者のキャリアアップを図るととも
に、その適正な雇用管理に資するため、
当該派遣労働者に係る労働者派遣の期
間及び派遣就業をした日、従事した業
務の種類、労働者派遣法第 37 条第 1
項第十号に規定する教育訓練を行った
日時及びその内容等を記載した書類を
保存するよう努めること。

（6）　労働者派遣に関する料金の額に係る
交渉等
イ　労働者派遣法第 30 条の 3に規定に
よる措置を講じた結果のみをもって、
当該派遣労働者の賃金を従前より引き
下げるような取扱いは、同条の規定の
趣旨を踏まえた対応とはいえないこ
と。
ロ　派遣元事業主は、労働者派遣に関す
る料金の額に係る派遣先との交渉が当
該労働者派遣に係る派遣労働者の待遇
の改善にとって極めて重要であること
を踏まえつつ、当該交渉に当たるよう
努めること。
ハ　派遣元事業主は、労働者派遣に関
する料金の額が引き上げられた場合に
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は、可能な限り、当該労働者派遣に係
る派遣労働者の賃金を引き上げるよう
努めること。

（7）　同一の組織単位の業務への労働者派
遣
	 　派遣元事業主が、派遣先の事業所等に
おける同一の組織単位の業務について継
続して 3年間同一の派遣労働者に係る労
働者派遣を行った場合において、当該派
遣労働者が希望していないにもかかわら
ず、当該労働者派遣の終了後 3月が経過
した後に、当該同一の組織単位の業務に
ついて再度当該派遣労働者を派遣するこ
とは、派遣労働者のキャリアアップの観
点から望ましくないこと。

（8）　派遣元事業主がその雇用する協定対
象派遣労働者（労働者派遣法第 30 条の
5に規定する協定対象派遣労働者をいう。
以下同じ。）に対して行う安全管理に関
する措置及び給付のうち、当該協定対象
派遣労働者の職務の内容に密接に関連す
るものについては、派遣先に雇用される
通常の労働者との間で不合理と認められ
る相違等が生じないようにすることが望
ましいこと。

（9）　派遣元事業主は、派遣労働者が育児
休業、介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律（平成 3年
法律第 76 号）第 2条第一号に規定する
育児休業から復帰する際には、当該派遣
労働者が就業を継続できるよう、当該派
遣労働者の派遣先に係る希望も勘案しつ
つ、就業機会の確保に努めるべきである
ことに留意すること。

（10）　障害者である派遣労働者の有する
能力の有効な発揮の支障となっている事
情の改善を図るための措置
	 　派遣元事業主は、障害者の雇用の促進
等に関する法律（昭和 35 年法律第 123
号。以下「障害者雇用促進法」という。）
第 2条第 1号に規定する障害者（以下単
に「障害者」という。）である派遣労働
者から派遣先の職場において障害者であ
る派遣労働者の有する能力の有効な発揮
の支障となっている事情の申出があった
場合又は派遣先から当該事情に関する苦
情があった旨の通知を受けた場合等にお
いて、同法第 36 条の 3の規定による措

置を講ずるに当たって、当該障害者であ
る派遣労働者と話合いを行い、派遣元事
業主において実施可能な措置を検討する
とともに、必要に応じ、派遣先と協議等
を行い、協力を要請すること。

９　派遣労働者の待遇に関する説明等
	 　派遣元事業主は、その雇用する派遣労働
者に対し、労働者派遣法第 31 条の 2第 4
項の規定による説明を行うに当たっては、
次の事項に留意すること。
（1）　派遣労働者（協定対象派遣労働者を
除く。以下この（1）及び（2）において
同じ。）に対する説明の内容
イ　派遣元事業主は、労働者派遣法第
26 条第 7項及び第 10 項並びに第 40
条第 5項の規定により提供を受けた情
報（11及び 12において「待遇等に関
する情報」という。）に基づき、派遣
労働者と比較対象労働者（労働者派遣
法第 26 条第 8項に規定する比較対象
労働者をいう。以下この 9において同
じ。）との間の待遇の相違の内容及び
理由について説明すること。
ロ　派遣元事業主は、派遣労働者と比較
対象労働者との間の待遇の相違の内容
として、次の（イ）及び（ロ）に掲げ
る事項を説明すること。
（イ）　派遣労働者及び比較対象労働者
の待遇のそれぞれを決定するに当た
って考慮した事項の相違の有無

（ロ）　次の（ⅰ）又は（ⅱ）に掲げる
事項
（ⅰ）　派遣労働者及び比較対象労働
者の待遇の個別具体的な内容

（ⅱ）　派遣労働者及び比較対象労働
者の待遇に関する基準

ハ　派遣元事業主は、派遣労働者及び比
較対象労働者の職務の内容、職務の内
容及び配置の変更の範囲その他の事情
のうち、待遇の性質及び待遇を行う目
的に照らして適切と認められるものに
基づき、待遇の相違の理由を説明する
こと。

（2）　協定対象派遣労働者に対する説明の
内容
イ　派遣元事業主は、協定対象派遣労働
者の賃金が労働者派遣法第 30 条の 4
第 1項第二号に掲げる事項であって同
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項の協定で定めたもの及び同項第三号
に関する当該協定の定めによる公正な
評価に基づき決定されていることにつ
いて説明すること。
ロ　派遣元事業主は、協定対象派遣労働
者の待遇（賃金、労働者派遣法第 40
条第 2 項の教育訓練及び労働者派遣
事業の適正な運営の確保及び派遣労働
者の保護等に関する法律施行規則（昭
和 61年労働省令第 20号）第 32条の
3各号に掲げる福利厚生施設を除く。）
が労働者派遣法第 30 条の 4第 1項第
四号に基づき決定されていること等に
ついて、派遣労働者に対する説明の内
容に準じて説明すること。

（3）　派遣労働者に対する説明の方法
	 　派遣元事業主は、派遣労働者が説明の
内容を理解することができるよう、資料
を活用し、口頭により説明することを基
本とすること。ただし、説明すべき事項
を全て記載した派遣労働者が容易に理解
できる内容の資料を用いる場合には、当
該資料を交付する等の方法でも差し支え
ないこと。

（4）　比較対象労働者との間の待遇の相違
の内容等に変更があったときの情報提供
	 　派遣元事業主は、派遣労働者から求め
がない場合でも、当該派遣労働者に対し、
比較対象労働者との間の待遇の相違の内
容及び理由並びに労働者派遣法第 30 条
の 3から第 30 条の 6までの規定により
措置を講ずべきこととされている事項に
関する決定をするに当たって考慮した事
項に変更があったときは、その内容を情
報提供することが望ましいこと。

10　関係法令の関係者への周知
	 　派遣元事業主は、労働者派遣法の規定に
よる派遣元事業主及び派遣先が講ずべき措
置の内容並びに労働者派遣法第３章第４節
に規定する労働基準法等の適用に関する特
例等関係法令の関係者への周知の徹底を図
るために、説明会等の実施、文書の配布等
の措置を講ずること。
11　個人情報等の保護
（1）　個人情報の収集、保管及び使用
イ　派遣元事業主は、派遣労働者となろ
うとする者を登録する際には当該労働
者の希望、能力及び経験に応じた就業

の機会の確保を図る目的の範囲内で、
派遣労働者として雇用し労働者派遣を
行う際には当該派遣労働者の適正な雇
用管理を行う目的の範囲内で、派遣労
働者等の個人情報（以下この（1）、（2）
及び（4）において単に「個人情報」
という。）を収集することとし、次に
掲げる個人情報を収集してはならない
こと。ただし、特別な業務上の必要性
が存在することその他業務の目的の達
成に必要不可欠であって、収集目的を
示して本人から収集する場合はこの限
りでないこと。
（イ）　人種、民族、社会的身分、門地、
本籍、出生地その他社会的差別の原
因となるおそれのある事項

（ロ）　思想及び信条
（ハ）　労働組合への加入状況
ロ　派遣元事業主は、個人情報を収集す
る際には、本人から直接収集し、又は
本人の同意の下で本人以外の者から収
集する等適法かつ公正な手段によらな
ければならないこと。
ハ　派遣元事業主は、高等学校若しくは
中等教育学校又は中学校若しくは義務
教育学校の新規卒業予定者であって派
遣労働者となろうとする者から応募書
類の提出を求めるときは、職業安定局
長の定める書類によりその提出を求め
ること。
ニ　個人情報の保管又は使用は、収集目
的の範囲に限られること。このため、
例えば、待遇等に関する情報のうち個
人情報に該当するものの保管又は使用
は、労働者派遣法第 30条の 2、第 30
条の 3、第 30 条の 4 第 1 項、第 30
条の 5及び第 31条の 2第 4項の規定
による待遇の確保等という目的（（4）
において「待遇の確保等の目的」と
いう。）の範囲に限られること。なお、
派遣労働者として雇用し労働者派遣を
行う際には、労働者派遣事業制度の性
質上、派遣元事業主が派遣先に提供す
ることができる派遣労働者の個人情報
は、労働者派遣法第 35 条第 1項各号
に掲げる派遣先に通知しなければなら
ない事項のほか、当該派遣労働者の業
務遂行能力に関する情報に限られるも
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のであること。ただし、他の保管若し
くは使用の目的を示して本人の同意を
得た場合又は他の法律に定めのある場
合は、この限りでないこと。

（2）　適正管理
イ　派遣元事業主は、その保管又は使用
に係る個人情報に関し、次に掲げる措
置を適切に講ずるとともに、派遣労働
者等からの求めに応じ、当該措置の内
容を説明しなければならないこと。
（イ）　個人情報を目的に応じ必要な範
囲において正確かつ最新のものに保
つための措置

（ロ）　個人情報の紛失、破壊及び改ざ
んを防止するための措置

（ハ）　正当な権限を有しない者による
個人情報へのアクセスを防止するた
めの措置

（ニ）　収集目的に照らして保管する必
要がなくなった個人情報を破棄又は
削除するための措置

ロ　派遣元事業主が、派遣労働者等の秘
密に該当する個人情報を知り得た場合
には、当該個人情報が正当な理由なく
他人に知られることのないよう、厳重
な管理を行わなければならないこと。
ハ　派遣元事業主は、次に掲げる事項を
含む個人情報適正管理規程を作成し、
これを遵守しなければならないこと。
（イ）　個人情報を取り扱うことができ
る者の範囲に関する事項

（ロ）　個人情報を取り扱う者に対する
研修等教育訓練に関する事項

（ハ）　本人から求められた場合の個人
情報の開示又は訂正（削除を含む。
以下同じ。）の取扱いに関する事項

（ニ）　個人情報の取扱いに関する苦情
の処理に関する事項

ニ　派遣元事業主は、本人が個人情報の
開示又は訂正の求めをしたことを理由
として、当該本人に対して不利益な取
扱いをしてはならないこと。

（3）　個人情報の保護に関する法律の遵守
等
	 　（1）及び（2）に定めるもののほか、
派遣元事業主は、個人情報の保護に関す
る法律第 16 条第２項に規定する個人情
報取扱事業者（以下「個人情報取扱事業

者」という。）に該当する場合には、同
法第４章第２節に規定する義務を遵守し
なければならないこと。また、個人情
報取扱事業者に該当しない場合であっ
ても、個人情報取扱事業者に準じて、個
人情報の適正な取扱いの確保に努めるこ
と。

（4）　待遇等に関する情報のうち個人情報
に該当しないものの保管及び使用
	 　派遣元事業主は、待遇等に関する情報
のうち個人情報に該当しないものの保管
又は使用を待遇の確保等の目的の範囲に
限定する等適切に対応すること。

12　秘密の保持
	 　待遇等に関する情報は、労働者派遣法
第 24 条の 4の秘密を守る義務の対象と
なるものであること。

13　派遣労働者を特定することを目的とす
る行為に対する協力の禁止等
（1）　派遣元事業主は、紹介予定派遣の場
合を除き、派遣先による派遣労働者を特
定することを目的とする行為に協力して
はならないこと。なお、派遣労働者等が、
自らの判断の下に派遣就業開始前の事業
所訪問若しくは履歴書の送付又は派遣就
業期間中の履歴書の送付を行うことは、
派遣先によって派遣労働者を特定するこ
とを目的とする行為が行われたことには
該当せず、実施可能であるが、派遣元事
業主は、派遣労働者等に対してこれらの
行為を求めないこととする等、派遣労働
者を特定することを目的とする行為への
協力の禁止に触れないよう十分留意する
こと。

（2）　派遣元事業主は、派遣先との間で労
働者派遣契約を締結するに当たっては、
職業安定法第３条の規定を遵守するとと
もに、派遣労働者の性別を労働者派遣契
約に記載し、かつ、これに基づき当該派
遣労働者を当該派遣先に派遣してはなら
ないこと。

（3）　派遣元事業主は、派遣先との間で労
働者派遣契約を締結するに当たっては、
派遣元事業主が当該派遣先の指揮命令の
下に就業させようとする労働者につい
て、障害者であることを理由として、障
害者を排除し、又はその条件を障害者に
対してのみ不利なものとしてはならず、
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かつ、これに基づき障害者でない派遣労
働者を当該派遣先に派遣してはならない
こと。

14　安全衛生に係る措置
	 　派遣元事業主は、派遣労働者に対する雇
入れ時及び作業内容変更時の安全衛生教育
を適切に行えるよう、当該派遣労働者が従
事する業務に係る情報を派遣先から入手す
ること、健康診断等の結果に基づく就業上
の措置を講ずるに当たって、派遣先の協力
が必要な場合には、派遣先に対して、当該
措置の実施に協力するよう要請すること
等、派遣労働者の安全衛生に係る措置を実
施するため、派遣先と必要な連絡調整等を
行うこと。
15　紹介予定派遣
（1）　紹介予定派遣を受け入れる期間
	 　派遣元事業主は、紹介予定派遣を行う
に当たっては、６箇月を超えて、同一
の派遣労働者の労働者派遣を行わないこ
と。

（2）　派遣先が職業紹介を希望しない場合
又は派遣労働者を雇用しない場合の理由
の明示
	 　派遣元事業主は、紹介予定派遣を行っ
た派遣先が職業紹介を受けることを希望
しなかった場合又は職業紹介を受けた派
遣労働者を雇用しなかった場合には、派
遣労働者の求めに応じ、派遣先に対し、
それぞれその理由を書面、ファクシミリ
又は電子メールその他のその受信をする
者を特定して情報を伝達するために用い
られる電気通信（電気通信事業法（昭
和 59 年法律第 86 号）第 2条第一号に
規定する電気通信をいう。以下この（2）
において「電子メール等」という。）（当
該派遣元事業主が当該電子メール等の記
録を出力することにより書面を作成する
ことができるものに限る。）により明示
するよう求めること。また、派遣先から
明示された理由を、派遣労働者に対して
書面、ファクシミリ又は電子メール等（当

該派遣労働者が当該電子メール等の記録
を出力することにより書面を作成するこ
とができるものに限る。）（ファクシミリ
又は電子メール等による場合にあって
は、当該派遣労働者が希望した場合に限
る。）により明示すること。

（3）　派遣元事業主は、派遣先が障害者に
対し、面接その他紹介予定派遣に係る派
遣労働者を特定することを目的とする行
為を行う場合に、障害者雇用促進法第
36 条の 2 又は第 36 条の 3 の規定によ
る措置を講ずるに当たっては、障害者と
話合いを行い、派遣元事業主において実
施可能な措置を検討するとともに、必要
に応じ、派遣先と協議等を行い、協力を
要請すること。

16　情報の提供
	 　派遣元事業主は、派遣労働者及び派遣先
が良質な派遣元事業主を適切に選択できる
よう、労働者派遣の実績、労働者派遣に関
する料金の額の平均額から派遣労働者の賃
金の額の平均額を控除した額を当該労働者
派遣に関する料金の額の平均額で除して得
た割合（以下この 16において「マージン率」
という。）、教育訓練に関する事項、労働者
派遣法第 30条の 4第 1項の協定を締結し
ているか否かの別並びに当該協定を締結し
ている場合における協定対象派遣労働者の
範囲及び当該協定の有効期間の終期（以下
この 16 において「協定の締結の有無等」
という。）等に関する情報を事業所への書
類の備付け、インターネットの利用その他
の適切な方法により提供すること。特に、
マージン率及び協定の締結の有無等の情報
提供に当たっては、常時インターネットの
利用により広く関係者、とりわけ派遣労働
者に必要な情報を提供することを原則とす
ること。また、労働者派遣の期間の区分ご
との雇用安定措置を講じた人数等の実績及
び教育訓練計画については、インターネッ
トの利用その他の適切な方法により関係者
に対し情報提供することが望ましいこと。
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第１　趣旨
	 　この指針は、労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律（以下「労働者派遣法」という。）第
３章第１節及び第３節の規定により派遣先
が講ずべき措置に関して、その適切かつ有
効な実施を図るために必要な事項を定めた
ものである。

第２　派遣先が講ずべき措置
１　労働者派遣契約の締結に当たっての就業
条件の確認
	 　派遣先は、労働者派遣契約の締結の申込
みを行うに際しては、就業中の派遣労働者
を直接指揮命令することが見込まれる者か
ら、業務の内容及び当該業務に伴う責任の
程度、当該業務を遂行するために必要とさ
れる知識、技術又は経験の水準その他労働
者派遣契約の締結に際し定めるべき就業条
件の内容を十分に確認すること。
２　労働者派遣契約に定める就業条件の確保
	 　派遣先は、労働者派遣契約を円滑かつ的
確に履行するため、次に掲げる措置その他
派遣先の実態に即した適切な措置を講ずる
こと。
（1）　就業条件の周知徹底
	 　労働者派遣契約で定められた就業条件
について、当該派遣労働者の業務の遂行
を指揮命令する職務上の地位にある者そ
の他の関係者に当該就業条件を記載した
書面を交付し、又は就業場所に掲示する
等により、周知の徹底を図ること。

（2）　就業場所の巡回
	 　定期的に派遣労働者の就業場所を巡回
し、当該派遣労働者の就業の状況が労働
者派遣契約に反していないことを確認す
ること。

（3）　就業状況の報告
	 　派遣労働者を直接指揮命令する者か
ら、定期的に当該派遣労働者の就業の状

況について報告を求めること。
（4）　労働者派遣契約の内容の遵守に係る
指導
	 　派遣労働者を直接指揮命令する者に対
し、労働者派遣契約の内容に違反するこ
ととなる業務上の指示を行わないように
すること等の指導を徹底すること。

３　派遣労働者を特定することを目的とする
行為の禁止
	 　派遣先は、紹介予定派遣の場合を除き、
派遣元事業主が当該派遣先の指揮命令の下
に就業させようとする労働者について、労
働者派遣に先立って面接すること、派遣先
に対して当該労働者に係る履歴書を送付さ
せることのほか、若年者に限ることとする
こと等派遣労働者を特定することを目的と
する行為を行わないこと。なお、派遣労働
者又は派遣労働者となろうとする者が、自
らの判断の下に派遣就業開始前の事業所訪
問若しくは履歴書の送付又は派遣就業期間
中の履歴書の送付を行うことは、派遣先に
よって派遣労働者を特定することを目的と
する行為が行われたことには該当せず、実
施可能であるが、派遣先は、派遣元事業主
又は派遣労働者若しくは派遣労働者となろ
うとする者に対してこれらの行為を求めな
いこととする等、派遣労働者を特定するこ
とを目的とする行為の禁止に触れないよう
十分留意すること。
４　性別による差別及び障害者であることを
理由とする不当な差別的取扱いの禁止
（1）　性別による差別の禁止
	 　派遣先は、派遣元事業主との間で労働
者派遣契約を締結するに当たっては、当
該労働者派遣契約に派遣労働者の性別を
記載してはならないこと。

（2）　障害者であることを理由とする不当
な差別的取扱いの禁止
	 　派遣先は、派遣元事業主との間で労働
者派遣契約を締結するに当たっては、派
遣元事業主が当該派遣先の指揮命令の下
に就業させようとする労働者について、
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭
和 35 年法律第 123 号。以下「障害者
雇用促進法」という。）第 2条第一号に
規定する障害者（以下単に「障害者」と
いう。）であることを理由として、障害
者を排除し、又はその条件を障害者に対

派遣先が講ずべき措置に
関する指針

（平成 11年 11月 17日労働省告示第 138 号）
最終改正：平成 30年 12月 28日厚生労働省告示
　　　　　第 428 号
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してのみ不利なものとしてはならないこ
と。

５　労働者派遣契約の定めに違反する事実を
知った場合の是正措置等
	 　派遣先は、労働者派遣契約の定めに反す
る事実を知った場合には、これを早急に是
正するとともに、労働者派遣契約の定めに
反する行為を行った者及び派遣先責任者に
対し労働者派遣契約を遵守させるために必
要な措置を講ずること、派遣元事業主と十
分に協議した上で損害賠償等の善後処理方
策を講ずること等適切な措置を講ずるこ
と。
６　派遣労働者の雇用の安定を図るために必
要な措置
（1）　労働者派遣契約の締結に当たって講
ずべき措置
イ　派遣先は、労働者派遣契約の締結に
当たって、派遣先の責に帰すべき事由
により労働者派遣契約の契約期間が満
了する前に労働者派遣契約の解除を行
おうとする場合には、派遣先は派遣労
働者の新たな就業機会の確保を図るこ
と及びこれができないときには少なく
とも当該労働者派遣契約の解除に伴い
当該派遣元事業主が当該労働者派遣に
係る派遣労働者を休業させること等を
余儀なくされることにより生ずる損害
である休業手当、解雇予告手当等に相
当する額以上の額について損害の賠償
を行うことを定めなければならないこ
と。また、労働者派遣の期間を定める
に当たっては、派遣元事業主と協力し
つつ、当該派遣先において労働者派遣
の役務の提供を受けようとする期間を
勘案して可能な限り長く定める等、派
遣労働者の雇用の安定を図るために必
要な配慮をするよう努めること。
ロ　派遣先は、労働者派遣契約の締結に
当たって、労働者派遣の終了後に当該
労働者派遣に係る派遣労働者を雇用す
る場合に、当該雇用が円滑に行われる
よう、派遣元事業主の求めに応じ、派
遣先が当該労働者派遣の終了後に当該
派遣労働者を雇用する意思がある場合
には、当該意思を事前に派遣元事業主
に示すこと、派遣元事業主が職業安定
法（昭和 22年法律第 141 号）その他

の法律の規定による許可を受けて、又
は届出をして職業紹介を行うことがで
きる場合には、派遣先は職業紹介によ
り当該派遣労働者を雇用し、派遣元事
業主に当該職業紹介に係る手数料を支
払うこと等を定め、これらの措置を適
切に講ずること。

（2）　労働者派遣契約の解除の事前の申入
れ
	 　派遣先は、専ら派遣先に起因する事由
により、労働者派遣契約の契約期間が
満了する前の解除を行おうとする場合に
は、派遣元事業主の合意を得ることはも
とより、あらかじめ相当の猶予期間をも
って派遣元事業主に解除の申入れを行う
こと。

（3）　派遣先における就業機会の確保
	 　派遣先は、労働者派遣契約の契約期間
が満了する前に派遣労働者の責に帰すべ
き事由以外の事由によって労働者派遣契
約の解除が行われた場合には、当該派遣
先の関連会社での就業をあっせんする等
により、当該労働者派遣契約に係る派遣
労働者の新たな就業機会の確保を図るこ
と。

（4）　損害賠償等に係る適切な措置
	 　派遣先は、派遣先の責に帰すべき事由
により労働者派遣契約の契約期間が満了
する前に労働者派遣契約の解除を行おう
とする場合には、派遣労働者の新たな就
業機会の確保を図ることとし、これがで
きないときには、少なくとも当該労働者
派遣契約の解除に伴い当該派遣元事業主
が当該労働者派遣に係る派遣労働者を休
業させること等を余儀なくされたことに
より生じた損害の賠償を行わなければな
らないこと。例えば、当該派遣元事業主
が当該派遣労働者を休業させる場合は休
業手当に相当する額以上の額について、
当該派遣元事業主がやむを得ない事由に
より当該派遣労働者を解雇する場合は、
派遣先による解除の申入れが相当の猶予
期間をもって行われなかったことにより
当該派遣元事業主が解雇の予告をしない
ときは 30 日分以上、当該予告をした日
から解雇の日までの期間が 30 日に満た
ないときは当該解雇の日の 30 日前の日
から当該予告の日までの日数分以上の賃
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金に相当する額以上の額について、損害
の賠償を行わなければならないこと。そ
の他派遣先は派遣元事業主と十分に協議
した上で適切な善後処理方策を講ずるこ
と。また、派遣元事業主及び派遣先の双
方の責に帰すべき事由がある場合には、
派遣元事業主及び派遣先のそれぞれの責
に帰すべき部分の割合についても十分に
考慮すること。

（5）　労働者派遣契約の解除の理由の明示
	 　派遣先は、労働者派遣契約の契約期間
が満了する前に労働者派遣契約の解除を
行う場合であって、派遣元事業主から請
求があったときは、労働者派遣契約の解
除を行う理由を当該派遣元事業主に対し
明らかにすること。

７　適切な苦情の処理
（1）　適切かつ迅速な処理を図るべき苦情
	 　派遣先が適切かつ迅速な処理を図るべ
き苦情には、セクシュアルハラスメント、
妊娠、出産等に関するハラスメント、育
児休業等に関するハラスメント、パワー
ハラスメント、障害者である派遣労働者
の有する能力の有効な発揮の支障となっ
ている事情に関するもの等が含まれるこ
とに留意すること。

（2）　苦情の処理を行う際の留意点等
	 　派遣先は、派遣労働者の苦情の処理を
行うに際しては、派遣先の労働組合法（昭
和 24年法律第 174 号）上の使用者性に
関する代表的な裁判例や中央労働委員会
の命令に留意すること。また、派遣先は、
派遣労働者の苦情の申出を受ける者、派
遣先において苦情の処理を行う方法、派
遣元事業主と派遣先との連携のための体
制等を労働者派遣契約において定めると
ともに、派遣労働者の受入れに際し、説
明会等を実施して、その内容を派遣労働
者に説明すること。さらに、派遣先管理
台帳に苦情の申出を受けた年月日、苦情
の内容及び苦情の処理状況について、苦
情の申出を受け、及び苦情の処理に当た
った都度、記載するとともに、その内容
を派遣元事業主に通知すること。また、
派遣労働者から苦情の申出を受けたこと
を理由として、当該派遣労働者に対して
不利益な取扱いをしてはならないこと。

８　労働・社会保険の適用の促進

	 　派遣先は、労働・社会保険に加入する必
要がある派遣労働者については、労働・社
会保険に加入している派遣労働者（派遣元
事業主が新規に雇用した派遣労働者であっ
て、当該派遣先への労働者派遣の開始後速
やかに労働・社会保険への加入手続が行わ
れるものを含む。）を受け入れるべきであ
り、派遣元事業主から派遣労働者が労働・
社会保険に加入していない理由の通知を受
けた場合において、当該理由が適正でない
と考えられる場合には、派遣元事業主に対
し、当該派遣労働者を労働・社会保険に加
入させてから派遣するよう求めること。
９　適正な派遣就業の確保
（1）　適切な就業環境の維持、福利厚生等
	 　派遣先は、その指揮命令の下に労働さ
せている派遣労働者について、派遣就
業が適正かつ円滑に行われるようにする
ため、労働者派遣法第 40 条第 1項から
第 3項までに定めるもののほか、セクシ
ュアルハラスメントの防止等適切な就業
環境の維持並びに派遣先が設置及び運営
し、その雇用する労働者が通常利用して
いる物品販売所、病院、診療所、浴場、
理髪室、保育所、図書館、講堂、娯楽室、
運動場、体育館、保養施設等の施設の利
用に関する便宜の供与の措置を講ずるよ
うに配慮しなければならないこと。また、
派遣先は、労働者派遣法第 40 条第 5項
の規定に基づき、派遣元事業主の求めに
応じ、当該派遣先に雇用される労働者の
賃金、教育訓練、福利厚生等の実状をよ
り的確に把握するために必要な情報を派
遣元事業主に提供するとともに、派遣元
事業主が当該派遣労働者の職務の成果等
に応じた適切な賃金を決定できるよう、
派遣元事業主からの求めに応じ、当該派
遣労働者の職務の評価等に協力をするよ
うに配慮しなければならないこと。

（2）　労働者派遣に関する料金の額
イ　派遣先は、労働者派遣法第 26 条第
11 項の規定により、労働者派遣に関
する料金の額について、派遣元事業主
が、労働者派遣法第 30 条の 4第 1項
の協定に係る労働者派遣以外の労働者
派遣にあっては労働者派遣法第 30 条
の 3 の規定、同項の協定に係る労働
者派遣にあっては同項第二号から第五
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号までに掲げる事項に関する協定の定
めを遵守することができるものとなる
ように配慮しなければならないことと
されているが、当該配慮は、労働者派
遣契約の締結又は更新の時だけではな
く、当該締結又は更新がなされた後に
も求められるものであること。
ロ　派遣先は、労働者派遣に関する料
金の額の決定に当たっては、その指揮
命令の下に労働させる派遣労働者の就
業の実態、労働市場の状況、当該派遣
労働者が従事する業務の内容及び当該
業務に伴う責任の程度並びに当該派遣
労働者に要求する技術水準の変化等を
勘案するよう努めなければならないこ
と。

（3）　教育訓練・能力開発
	 　派遣先は、その指揮命令の下に労働さ
せる派遣労働者に対して労働者派遣法第
40 条第 2項の規定による教育訓練を実
施する等必要な措置を講ずるほか、派遣
元事業主が労働者派遣法第 30 条の 2第
1項の規定による教育訓練を実施するに
当たり、派遣元事業主から求めがあった
ときは、派遣元事業主と協議等を行い、
派遣労働者が当該教育訓練を受講できる
よう可能な限り協力するとともに、必要
に応じた当該教育訓練に係る便宜を図る
よう努めなければならないこと。派遣元
事業主が行うその他の教育訓練、派遣労
働者の自主的な能力開発等についても同
様とすること。

（4）　障害者である派遣労働者の適正な就
業の確保
①　派遣先は、その指揮命令の下に労働
させる派遣労働者に対する教育訓練及
び福利厚生の実施について、派遣労働
者が障害者であることを理由として、
障害者でない派遣労働者と不当な差別
的取扱いをしてはならないこと。
②　派遣先は、労働者派遣契約に基づき
派遣された労働者について、派遣元事
業主が障害者雇用促進法第 36 条の 3
の規定による措置を講ずるため、派遣
元事業主から求めがあったときは、派
遣元事業主と協議等を行い、可能な限
り協力するよう努めなければならない
こと。

10　関係法令の関係者への周知
	 　派遣先は、労働者派遣法の規定により派
遣先が講ずべき措置の内容及び労働者派遣
法第３章第 4節に規定する労働基準法（昭
和 22 年法律第 49 号）等の適用に関する
特例等関係法令の関係者への周知の徹底を
図るために、説明会等の実施、文書の配布
等の措置を講ずること。
11　派遣元事業主との労働時間等に係る連
絡体制の確立
	 　派遣先は、派遣元事業主の事業場で締結
される労働基準法第 36 条第１項の時間外
及び休日の労働に関する協定の内容等派遣
労働者の労働時間の枠組みについて派遣元
事業主に情報提供を求める等により、派遣
元事業主との連絡調整を的確に行うこと。
	 　また、労働者派遣法第 42 条第 1項及び
第 3項において、派遣先は派遣先管理台帳
に派遣就業をした日ごとの始業及び終業時
刻並びに休憩時間等を記載し、これを派遣
元事業主に通知しなければならないとされ
ており、派遣先は、適正に把握した実際の
労働時間等について、派遣元事業主に正確
に情報提供すること。
12　派遣労働者に対する説明会等の実施
	 　派遣先は、派遣労働者の受入れに際し、
説明会等を実施し、派遣労働者が利用でき
る派遣先の各種の福利厚生に関する措置の
内容についての説明、派遣労働者が円滑か
つ的確に就業するために必要な、派遣労働
者を直接指揮命令する者以外の派遣先の労
働者との業務上の関係についての説明及び
職場生活上留意を要する事項についての助
言等を行うこと。
13　派遣先責任者の適切な選任及び適切な
業務の遂行
	 　派遣先は、派遣先責任者の選任に当たっ
ては、労働関係法令に関する知識を有する
者であること、人事・労務管理等について
専門的な知識又は相当期間の経験を有する
者であること、派遣労働者の就業に係る事
項に関する一定の決定、変更を行い得る権
限を有する者であること等派遣先責任者の
職務を的確に遂行することができる者を選
任するよう努めること。
14　労働者派遣の役務の提供を受ける期間
の制限の適切な運用
	 　派遣先は、労働者派遣法第 40 条の２及
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び第 40 条の 3の規定に基づき派遣労働者
による常用労働者の代替及び派遣就業を望
まない派遣労働者が派遣就業に固定化され
ることの防止を図るため、次に掲げる基準
に従い、事業所その他派遣就業の場所（以
下「事業所等」という。）ごとの業務につ
いて、派遣元事業主から労働者派遣法第
40 条の 2第 2項の派遣可能期間を超える
期間継続して労働者派遣（同条第１項各号
のいずれかに該当するものを除く。以下こ
の 14において同じ。）の役務の提供を受け
てはならず、また、事業所等における組織
単位ごとの業務について、派遣元事業主か
ら３年を超える期間継続して同一の派遣労
働者に係る労働者派遣の役務の提供を受け
てはならないこと。
（1）　事業所等については、工場、事務所、
店舗等、場所的に他の事業所その他の場
所から独立していること、経営の単位と
して人事、経理、指導監督、労働の態様
等においてある程度の独立性を有するこ
と、一定期間継続し、施設としての持続
性を有すること等の観点から実態に即し
て判断すること。

（2）　事業所等における組織単位について
は、労働者派遣法第 40 条の 3の労働者
派遣の役務の提供を受ける期間の制限の
目的が、派遣労働者がその組織単位の業
務に長期間にわたって従事することによ
って派遣就業を望まない派遣労働者が派
遣就業に固定化されることを防止するこ
とにあることに留意しつつ判断するこ
と。すなわち、課、グループ等の業務と
しての類似性や関連性がある組織であ
り、かつ、その組織の長が業務の配分や
労務管理上の指揮監督権限を有するもの
であって、派遣先における組織の最小単
位よりも一般に大きな単位を想定してお
り、名称にとらわれることなく実態によ
り判断すべきものであること。ただし、
小規模の事業所等においては、組織単位
と組織の最小単位が一致する場合もある
ことに留意すること。

（3）　派遣先は、労働者派遣の役務の提供
を受けていた当該派遣先の事業所等ごと
の業務について、新たに労働者派遣の役
務の提供を受ける場合には、当該新たな
労働者派遣の開始と当該新たな労働者派

遣の役務の受入れの直前に受け入れてい
た労働者派遣の終了との間の期間が３月
を超えない場合には、当該派遣先は、当
該新たな労働者派遣の役務の受入れの直
前に受け入れていた労働者派遣から継続
して労働者派遣の役務の提供を受けてい
るものとみなすこと。

（4）　派遣先は、労働者派遣の役務の提供
を受けていた当該派遣先の事業所等にお
ける組織単位ごとの業務について、同一
の派遣労働者に係る新たな労働者派遣の
役務の提供を受ける場合には、当該新た
な労働者派遣の開始と当該新たな労働者
派遣の役務の受入れの直前に受け入れて
いた労働者派遣の終了との間の期間が 3
月を超えない場合には、当該派遣先は、
当該新たな労働者派遣の役務の受入れの
直前に受け入れていた労働者派遣から継
続して労働者派遣の役務の提供を受けて
いるものとみなすこと。

（5）　派遣先は、当該派遣先の事業所等ご
との業務について派遣元事業主から 3年
間継続して労働者派遣の役務の提供を受
けている場合において、派遣可能期間の
延長に係る手続を回避することを目的と
して、当該労働者派遣の終了後 3月が経
過した後に再度当労働者派遣の役務の提
供を受けるような、実質的に派遣労働者
の受入れを継続する行為は、同項の規定
の趣旨に反するものであること。

15　派遣可能期間の延長に係る意見聴取の
適切かつ確実な実施
（1）　意見聴取に当たっての情報提供
	 　派遣先は、労働者派遣法第 40 条の 2
第 4項の規定に基づき、過半数労働組合
等（同項に規定する過半数労働組合等を
いう。以下同じ。）に対し、派遣可能期
間を延長しようとする際に意見を聴くに
当たっては、当該派遣先の事業所等ごと
の業務について、当該業務に係る労働者
派遣の役務の提供の開始時（派遣可能期
間を延長した場合には、当該延長時）か
ら当該業務に従事した派遣労働者の数及
び当該派遣先に期間を定めないで雇用さ
れる労働者の数の推移に関する資料等、
意見聴取の際に過半数労働組合等が意見
を述べるに当たり参考となる資料を過半
数労働組合等に提供するものとするこ
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と。また、派遣先は、意見聴取の実効性
を高める観点から、過半数労働組合等か
らの求めに応じ、当該派遣先の部署ごと
の派遣労働者の数、各々の派遣労働者に
係る労働者派遣の役務の提供を受けた期
間等に係る情報を提供することが望まし
いこと。

（2）　十分な考慮期間の設定
	 　派遣先は、過半数労働組合等に対し意
見を聴くに当たっては、十分な考慮期間
を設けること。

（3）　異議への対処
イ　派遣先は、派遣可能期間を延長す
ることに対して過半数労働組合等から
異議があった場合に、労働者派遣法第
40 条の 2第 5項の規定により当該意
見への対応に関する方針等を説明する
に当たっては、当該意見を勘案して当
該延長について再検討を加えること等
により、当該過半数労働組合等の意見
を十分に尊重するよう努めること。
ロ　派遣先は、派遣可能期間を延長する
際に過半数労働組合等から異議があっ
た場合において、当該延長に係る期間
が経過した場合にこれを更に延長しよ
うとするに当たり、再度、過半数労働
組合等から異議があったときは、当該
意見を十分に尊重し、派遣可能期間の
延長の中止又は延長する期間の短縮、
派遣可能期間の延長に係る派遣労働者
の数の削減等の対応を採ることについ
て検討した上で、その結論をより一層
丁寧に当該過半数労働組合等に説明し
なければならないこと。

（4）　誠実な実施
	 　派遣先は、労働者派遣法第 40 条の 2
第 6 項の規定に基づき、（1）から（3）
までの内容を含め、派遣可能期間を延長
しようとする場合における過半数労働組
合等からの意見の聴取及び過半数労働組
合等が異議を述べた場合における当該過
半数労働組合等に対する派遣可能期間の
延長の理由等の説明を行うに当たって
は、誠実にこれらを行うよう努めなけれ
ばならないものとすること。

16　雇用調整により解雇した労働者が就い
ていたポストへの派遣労働者の受け入れ
	 　派遣先は、雇用調整により解雇した労働

者が就いていたポストに、当該解雇後３箇
月以内に派遣労働者を受け入れる場合に
は、必要最小限度の労働者派遣の期間を定
めるとともに、当該派遣先に雇用される労
働者に対し労働者派遣の役務の提供を受け
る理由を説明する等、適切な措置を講じ、
派遣先の労働者の理解が得られるよう努め
ること。
17　安全衛生に係る措置
	 　派遣先は、派遣元事業主が派遣労働者に
対する雇入れ時及び作業内容変更時の安全
衛生教育を適切に行えるよう、当該派遣労
働者が従事する業務に係る情報を派遣元事
業主に対し積極的に提供するとともに、派
遣元事業主から雇入れ時及び作業内容変更
時の安全衛生教育の委託の申入れがあった
場合には可能な限りこれに応じるよう努め
ること、派遣元事業主が健康診断等の結果
に基づく就業上の措置を講ずるに当たっ
て、当該措置に協力するよう要請があった
場合には、これに応じ、必要な協力を行う
こと等、派遣労働者の安全衛生に係る措置
を実施するために必要な協力や配慮を行う
こと。
18　紹介予定派遣
（1）　紹介予定派遣を受け入れる期間
	 　派遣先は、紹介予定派遣を受け入れる
に当たっては、６箇月を超えて、同一の
派遣労働者を受け入れないこと。

（2）　職業紹介を希望しない場合又は派遣
労働者を雇用しない場合の理由の明示
	 　派遣先は、紹介予定派遣を受け入れた
場合において、職業紹介を受けること
を希望しなかった場合又は職業紹介を受
けた派遣労働者を雇用しなかった場合に
は、派遣元事業主の求めに応じ、それぞ
れその理由を派遣元事業主に対して書
面、ファクシミリ又は電子メールその他
のその受信をする者を特定して情報を
伝達するために用いられる電気通信（電
気通信事業法（昭和 59年法律第 86 号）
第 2 条第一号に規定する電気通信をい
う。以下この（2）において「電子メー
ル等」という。）（当該派遣元事業主が当
該電子メール等の記録を出力することに
より書面を作成することができるものに
限る。）により明示すること。

（3）　派遣先が特定等に当たり労働施策の
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総合的な推進並びに労働者の雇用の安定
及び職業生活の充実等に関する法律（昭
和 41年法律第 132 号）第９条の趣旨に
照らし講ずべき措置
①　派遣先は、紹介予定派遣に係る派
遣労働者を特定することを目的とする
行為又は派遣労働者の特定（以下「特
定等」という。）を行うに当たっては、
次に掲げる措置を講ずること。
ア　②に該当するときを除き、派遣労
働者の年齢を理由として、特定等の
対象から当該派遣労働者を排除しな
いこと。
イ　派遣先が職務に適合する派遣労働
者を受け入れ又は雇い入れ、かつ、
派遣労働者がその年齢にかかわりな
く、その有する能力を有効に発揮す
ることができる職業を選択すること
を容易にするため、特定等に係る職
務の内容、当該職務を遂行するため
に必要とされる派遣労働者の適性、
能力、経験、技能の程度その他の派
遣労働者が紹介予定派遣を希望する
に当たり求められる事項をできる限
り明示すること。

②　年齢制限が認められるとき（派遣労
働者がその有する能力を有効に発揮す
るために必要であると認められるとき
以外のとき）
	 　派遣先が行う特定等が次のアからウ
までのいずれかに該当するときには、
年齢制限をすることが認められるもの
とする。
ア　派遣先が、その雇用する労働者
の定年（以下単に「定年」という。）
の定めをしている場合において当
該定年の年齢を下回ることを条件と
して派遣労働者の特定等を行うとき
（当該派遣労働者について期間の定
めのない労働契約を締結することを
予定する場合に限る。）。
イ　派遣先が、労働基準法その他の法
令の規定により特定の年齢の範囲に
属する労働者の就業等が禁止又は制
限されている業務について当該年齢
の範囲に属する派遣労働者以外の派
遣労働者の特定等を行うとき。
ウ　派遣先の特定等における年齢に

よる制限を必要最小限のものとする
観点から見て合理的な制限である場
合として次のいずれかに該当すると
き。
i　長期間の継続勤務による職務に
必要な能力の開発及び向上を図る
ことを目的として、青少年その他
特定の年齢を下回る派遣労働者の
特定等を行うとき（当該派遣労働
者について期間の定めのない労働
契約を締結することを予定する場
合に限り、かつ、当該派遣労働者
が職業に従事した経験があること
を特定等の条件としない場合であ
って学校（小学校（義務教育学校
の前期課程を含む。）及び幼稚園
を除く。）、専修学校、職業能力開
発促進法（昭和 44 年法律第 64
号）第 15 条の７第１項各号に掲
げる施設又は同法第 27 条第１項
に規定する職業能力開発総合大学
校を新たに卒業しようとする者と
して又は当該者と同等の処遇で採
用する予定で特定等を行うときに
限る。）。
ii　当該派遣先が雇用する特定の年
齢の範囲に属する特定の職種の労
働者（当該派遣先の人事管理制度
に照らし必要と認められるとき
は、当該派遣先がその一部の事業
所において雇用する特定の職種に
従事する労働者。以下「特定労働
者」という。）の数が相当程度少
ない場合（特定労働者の年齢につ
いて、30 歳から 49 歳までの範
囲内において、派遣先が特定等を
行おうとする任意の労働者の年齢
の範囲（当該範囲内の年齢のうち
最も高いもの（以下「範囲内最高
年齢」という。）と最も低いもの
（以下「範囲内最低年齢」という。）
との差（以下「特定数」という。）
が４から９までの場合に限る。）
に属する労働者数が、範囲内最高
年齢に１を加えた年齢から当該年
齢に特定数を加えた年齢までの範
囲に属する労働者数の２分の１以
下であり、かつ、範囲内最低年齢
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から１に特定数を加えた年齢を減
じた年齢から範囲内最低年齢から
１を減じた年齢までの範囲に属す
る労働者数の２分の１以下である
場合をいう。）において、当該職
種の業務の遂行に必要な技能及び
これに関する知識の継承を図るこ
とを目的として、特定労働者であ
る派遣労働者の特定等を行うとき
（当該派遣労働者について期間の
定めのない労働契約を締結するこ
とを予定する場合に限る。）。
iii　芸術又は芸能の分野における表
現の真実性等を確保するために特
定の年齢の範囲に属する派遣労働
者の特定等を行うとき。
iv　高年齢者の雇用の促進を目的と
して、特定の年齢以上の高年齢者
（60 歳以上の者に限る。）である
派遣労働者の特定等を行うとき、
又は特定の年齢の範囲に属する労
働者の雇用を促進するため、当該
特定の年齢の範囲に属する派遣労
働者の特定等を行うとき（当該特
定の年齢の範囲に属する労働者の
雇用の促進に係る国の施策を活用
しようとする場合に限る。）。

（4）　派遣先が特定等に当たり雇用の分野
における男女の均等な機会及び待遇の
確保等に関する法律（昭和 47 年法律第
113 号。以下「均等法」という。）第５
条及び第７条の趣旨に照らし行ってはな
らない措置等
①　派遣先は、特定等を行うに当たって
は、例えば次に掲げる措置を行わない
こと。
ア　特定等に当たって、その対象から
男女のいずれかを排除すること。
イ　特定等に当たっての条件を男女で
異なるものとすること。
ウ　特定に係る選考において、能力及
び資質の有無等を判断する場合に、
その方法や基準について男女で異な
る取扱いをすること。
エ　特定等に当たって男女のいずれか
を優先すること。
オ　派遣就業又は雇用の際に予定され
る求人の内容の説明等特定等に係る

情報の提供について、男女で異なる
取扱いをすること又は派遣元事業主
にその旨要請すること。

②　派遣先は、特定等に関する措置で
あって派遣労働者の性別以外の事由を
要件とするもののうち、次に掲げる措
置については、当該措置の対象となる
業務の性質に照らして当該措置の実施
が当該業務の遂行上特に必要である場
合、事業の運営の状況に照らして当該
措置の実施が派遣就業又は雇用の際に
予定される雇用管理上特に必要である
場合その他の合理的な理由がある場合
でなければ、これを講じてはならない。
ア　派遣労働者の特定等に当たって、
派遣労働者の身長、体重又は体力を
要件とすること。
イ　将来、コース別雇用管理における
総合職の労働者として当該派遣労働
者を採用することが予定されている
場合に、派遣労働者の特定等に当た
って、転居を伴う転勤に応じること
ができることを要件とすること。

③　紹介予定派遣に係る特定等に当たっ
ては、将来、当該派遣労働者を採用す
ることが予定されている雇用管理区分
において、女性労働者が男性労働者と
比較して相当程度少ない場合において
は、特定等の基準を満たす者の中から
男性より女性を優先して特定すること
その他男性と比較して女性に有利な取
扱いをすることは、均等法第８条に定
める雇用の分野における男女の均等な
機会及び待遇の確保の支障となってい
る事情を改善することを目的とする措
置（ポジティブ・アクション）として、
①にかかわらず、行って差し支えない。
④　次に掲げる場合において①におい
て掲げる措置を講ずることは、性別に
かかわりなく均等な機会を与えていな
い、又は性別を理由とする差別的取扱
いをしているとは解されず、①にかか
わらず、行って差し支えない。
ア　次に掲げる職務に従事する派遣労
働者に係る場合
i　芸術・芸能の分野における表現
の真実性等の要請から男女のいず
れかのみに従事させることが必要
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である職務
ii　守衛、警備員等防犯上の要請か
ら男性に従事させることが必要で
ある職務（労働者派遣事業を行っ
てはならない警備業法（昭和 47
年法律第 117 号）第２条第１項
各号に掲げる業務を内容とするも
のを除く。）
iii　i 及び ii に掲げるもののほか、
宗教上、風紀上、スポーツにおけ
る競技の性質上その他の業務の性
質上男女のいずれかのみに従事さ
せることについてこれらと同程度
の必要性があると認められる職務

イ　労働基準法第 61条第１項、第 64
条の２若しくは第 64 条の３第２項
の規定により女性を就業させること
ができず、又は保健師助産師看護師
法（昭和 23年法律第 203 号）第３
条の規定により男性を就業させるこ
とができないことから、通常の業務
を遂行するために、派遣労働者の性
別にかかわりなく均等な機会を与え
又は均等な取扱いをすることが困難
であると認められる場合
ウ　風俗、風習等の相違により男女の
いずれかが能力を発揮し難い海外で
の勤務が必要な場合その他特別の事
情により派遣労働者の性別にかかわ
りなく均等な機会を与え又は均等な
取扱いをすることが困難であると認
められる場合

（5）　派遣先が特定等に当たり障害者雇用
促進法第 34 条の趣旨に照らし行っては
ならない措置等
①　派遣先は、特定等を行うに当たって
は、例えば次に掲げる措置を行わない

こと。
ア　特定等に当たって、障害者である
ことを理由として、障害者をその対
象から排除すること。
イ　特定等に当たって、障害者に対し
てのみ不利な条件を付すこと。
ウ　特定等に当たって、障害者でない
者を優先すること。
エ　派遣就業又は雇用の際に予定され
る求人の内容の説明等の特定等に係
る情報の提供について、障害者であ
ることを理由として障害者でない者
と異なる取扱いをすること又は派遣
元事業主にその旨要請すること。

②　①に関し、特定等に際して一定の能
力を有することを条件とすることにつ
いては、当該条件が当該派遣先におい
て業務遂行上特に必要なものと認めら
れる場合には、行って差し支えないこ
と。一方、特定等に当たって、業務遂
行上特に必要でないにもかかわらず、
障害者を排除するために条件を付すこ
とは、行ってはならないこと。
③　①及び②に関し、積極的差別是正措
置として、障害者でない者と比較して
障害者を有利に取り扱うことは、障害
者であることを理由とする差別に該当
しないこと。
④　派遣先は、障害者に対し、面接その
他特定することを目的とする行為を行
う場合に、派遣元事業主が障害者雇用
促進法第 36 条の 2 又は第 36 条の 3
の規定による措置を講ずるため、派遣
元事業主から求めがあったときは、派
遣元事業主と協議等を行い、可能な限
り協力するよう努めなければならない
こと。


